
研究チーム制度について研究チーム制度について研究チーム制度について研究チーム制度について

　自治総合研究センターでは、地域並びに自治体行政の基礎的かつ長期的な課題に係る調査研究

を通して、職員の資質向上をめざすとともに政策形成への寄与を図るため、毎年研究テーマを複

数選定し、それぞれについて研究チームを設置し、自治体職員による研究事業を実施してきてお

ります。

　研究チームは、県職員の中から応募した公募研究員、テーマに関連した部局から推薦された部

局研究員、そして市町村及び公共機関から推薦された研究員により８名程度で構成され、研究員

はそれぞれの部局で業務を遂行しながら当センターに兼務となり、原則として週１日、１年間に

わたって研究を進めてきております。

　研究活動においては、既存の制度や制約をのりこえた自由な発想と新たな問題提起が最も重要

な視点となります。

　これらの共同研究の成果は報告書としてまとめ、県・市町村の各部課及び関係機関に送付して

おり、行政運営等の参考として活用されています。

　昭和５８―５９年度においては、Ａ　神奈川の水―その環境と保全―、Ｂ　情報化社会と自治

体、Ｃ　新しい公共サービスの供給方式の３テーマについて研究チームが編成され、このたびそ

の研究報告書がまとめられましたのでお届けします。

　なお、この報告書は　Ｂ　情報化社会と自治体の研究チームにかかるものです。

　おわりに、この研究活動に御支援と御協力をいただいた関係各位に対し、心から感謝の意を表

します。

昭和５９年９月

　　　　　　　　　　　　　　　神奈川県自治総合研究センター所長
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1111．．．．道具としての情報技術道具としての情報技術道具としての情報技術道具としての情報技術

　アメリカのＣＡＴＶ新時代を演出する

「ニューメディアの星」ともいうべきテッ

ド・ターナーは、昭和 59 年３月 27 日、ホ

テル・ニューオータニで次のように語って

いる。

　米国人は、自国が戦争の舞台になっ

た体験がないだけに、戦争の悲惨さ

を知らない。私が二十四時間、ニュ

ースを流しつづけるのも、戦争の現

実を知らせ、平和の意味を考えても

らいたいからだ。核戦争は世界の破

局だ。米ソとも、まず軍拡をやめ、

挑発行動動を控えなければならない。

　情報とは何か。これを考える場面や次元

で様々な解がありうるし、実際それは多様

に定義されている。『広辞苑』(昭和 58 年 12

月)によれば、その語義は、①あることが

らについてのしらせ
．．．

 ②判断を下したり、

行動を起こしたりするために必要な知識
．．
を

含意する。このように情報を理解すれば、

情報がどのような中味、質で、どのように

流通するかによって、それが平和への力と

なることもあれば、逆に戦争の原因となる

こともあることがわかる。あるいは、ホワ

イト・ノイズとして単に迷惑がられるだけ

の情報の在り様も考えられる。

　情報はテッド・ターナーがいみじくも示

唆するように、人間にとって一つの道具、

インパクトの大きい道具の一つなのである。

　ところで、今日喧伝される「情報化」は、

情報過程 ― 情報の収集・作成、管理・蓄

積、処理･提供の過程の高度化、換言すれ

ば、システム化、コンピュータ化を主要な

側面とする高度化といえるのである。すな

わち、多彩な可能性をわれわれの社会にも

たらす「情報技術」の革新を基盤とし、情

報の機能を多様化し、２１世紀に向けて高

次のレベルヘと高めるものである。

　市民や自治体の立場で情報化を考えれば、

情報化は地域社会の活性化、あるいは、「豊

かな社会」を土台に情報の自由で豊かな流

れの中で形成される広い意味での福祉社会

を創るのに寄与する一つの技術的な力とな

るべきものであろう。そこでこのレポート

は、新しい地域社会形成の道具としての情

報なり、情報技術のもつ可能性やインパク

ト、その制御の条件を検討したものである。

2222．．．．情報新時代の位相情報新時代の位相情報新時代の位相情報新時代の位相

　情報や情報技術のもつ可能性やインパク

トという場合、それは、情報や情報技術の

今日的意味あい、それらが置かれている状

況が示唆する意味あいにおいてである。

　現代は、情報が単に「知らせ」のみを意

味する時代ではない。情報は社会に内在的

な一つの必需品である。多様な各種の情報

なしには、市民は生活を営むことができな

いし、組織体の活動は成り立たない。

　「情報に対する社会的必要が構造化され

た社会」という意味で、現代社会は「情報

社会」 なのである。その中で、市民や組

織体は、必要とする知りたい情報に接近し、

それを入手できる様々のチャンネルを確保
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し、それぞれの領域で双方向の情報の豊か

な流れを実現して、参加と分権の社会シス

テムを構築することを求めている。情報化

時代はその意味で、「情報公開・情報提供」

の時代を内包し、「情報公開・情報提供」

は情報化社会のいわば原点ともいうべきも

のである。

　しかしながら、情報化社会の新しい段階、

すなわち、21 世紀に到来するといわれる

「高度情報化社会」を展望するものとして

の「情報」は、「知らせ」や「知識」を意

味するだけではない。「高度情報化社会」

という文脈の中で、それは「サービス」を

も含意することになる。というのは、「情

報化」はサービスの情報化、または各種サ

ービスと不可分な情報サービス、換言すれ

ば、情報処理と通信の融合という新しい情

報技術、情報機器を媒介する双方向の各種

のサービスを展望するからである。そして、

情報は「産業」に冠せられる一つのキー・

ワードとなることで、さらに豊かな意味あ

いをもってくる。高度情報化社会は「高度

サービス社会」を内包しているし、また、

そうでなければ意味がないともいえよう。

　ここで、いわゆる「情報化の波」をそれ

ぞれの段階においてラフスケッチしてみよ

う。①企業体や行政体など組織体が情報処

理などの場面にコンピュータを導入する等、

個々の情報過程の高度化の波、②組織体が

情報処理などを組織的に位置づけ、比喩的

にいえば、組織体が情報処理機構化する波、

③情報技術、情報機器の新しい展開で、そ

れらをとおして新しいサービスが創出され

る、サービスの情報化の波、④こうした情

報化が地域社会や国際社会へ、インフラス

トラクチュアとしても、システムとしても

浸透し、ネットワークを形成する波（ 地

域化・国際化の波 ）、このネットワークに

よって、生活の在り方や都市の構造、社会

の構造を変革する波。情報化の波は、こう

した五つの段階として考えることができる。

情報化は今、②の段階から③、④の段階へ

の移行期にあるといえよう。

　そこで、このレポートは、情報新時代を

情報公開・情報提供を基礎とし、サービス

の情報化、ネットワーク化が展開する、ま

たは、すべき時代だと考えている。

3333．．．．サービス化と地域化サービス化と地域化サービス化と地域化サービス化と地域化

　情報新時代の位相を以上のような展望の

中で解して、「情報化」の意味を少しふえ

んすれば、サービスの情報化の大きな特質

は、国際化をひとまず捨象すれば、情報の

地域化、サービスの地域化を含意する地域

化であろう。

　今、ニューメディアの時代がいわれてい

る。ニューメディアの中で、都市型ＣＡＴＶ

とキャプテンシステムをみてみよう。この

二つのメディアは、狭義の情報サービスと

しての地域情報、専門情報の提供や情報百

科のメディアとして思考されるとともに、

双方向のコミュニケーション・メディアや

生活の利便のためのメディアとして想定さ

れる。すでに述べたサービスの情報化を実

現するメディアなのである。そして、その

サービス、ニュー・サービスは、例えば、

保健・医療に関する在宅相談サービス、セ

キュリティ・サービス、ホームショッピン

グ・サービスなどに代表される。このこと

が示唆するように、ニューサービスは家庭
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なり、地域社会なりに連結する地域情報ネ

ットワークシステムなしには実現しないも

のである。サービスの情報化は、情報シス

テムの地域化として現われざるをえない。

そして、この地域化が切り拓く地平に、

例えば、ホームショッピングやホームバン

キングが直接、間接に物流機構や店舗配置

に影響を与え、ひいては都市の構造や社会

の構造を変革する。こういう展開で高度情

報化社会への途をみることができよう。

　こうしたことから、情報や情報技術の可

能性やインパクト、その制御の条件を検討

することは、それ自体、一面では、市民や

自治体の立場での情報アセスメントともい

うべき作業となる。すなわち、情報化が情

報民主主義と自由で豊かな情報の流れの拡

充や住民福祉の充実に寄与することになる

のか、ならないのかということである。特

に、技術主導型の危惧がないでもない高度

情報化社会論が多いということから、この

レポートでは、情報民主主義と高度情報化

社会のテーマに留意している。もう一つの

面がサービス化、地域化の問題に関連する

ことはいうまでもない。すなわち、情報化

の進展にあわせて新しい情報機器による各

分野の行政施策の効率的な、より高次の展

開をはかり、地域のネットワークとしての

行政サービス・システムをいかに構築して

いくかというテーマである。それはこのレ

ポートで「社会情報システム」と呼んだ、

組織体が外部と結ぶサービス―狭義の情報

サービスも含む―のネットワーク、すなわ

ち、地域社会の新しいコミュニケーション・

システムや新しい生活利便のためのシス

テム、さらには新しい産業システムについ

て検討することである。こうした検討が

21 世紀に向けてのまちづくり、都市づくり、

くにづくりを基底に置くことはいうまでも

ない。

4444．．．．地域の課題地域の課題地域の課題地域の課題

　「情報化社会」の展望を地域社会との関

わりの中でひとまず論じてきた。

　しかしながら、市民や自治体の立場で情

報化社会を考えることは、地域社会にとっ

て情報化社会とは何かと問うことと同義で

ある。そして、それは市民や自治体にとっ

て現に何が課題か、２１世紀にかけて何が

課題となるかを問うことを抜きにしてはあ

りえない。こうした問いをはなれては、情

報化の将来像は語れない。また、さらにい

えば、現代社会そのものが、情報化のトレ

ンドとともに、定住化、高齢化、多元化、

地方化、国際化等のトレンドを内包し、こ

うしたトレンドが集まって流れる一つの過

渡期の様相をもっている。国民国家、市場

原理、科学技術を基本原理とする近代工業

文明が生みだした諸問題の克服もまた、

地域社会一自治体、すなわち「地方」の中

においてこそ、さまざまな解が求められる

時代である。こうして、このレポートは情

報や情報技術の可能性 ― 正のインパクト

を地域の課題との関連の中で、すなわち、

情報化のトレンドとその他のトレンドの重

ね合せの中での検討に留意している。

5555．．．．総合情報政策と五つの提言総合情報政策と五つの提言総合情報政策と五つの提言総合情報政策と五つの提言

　以上のように、情報化と地域の課題を結

びつけることは、とりもなおさず、自治体

の情報政策を考えることである。ここでい

う「地域」とは、地域社会神奈川のことで
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ある。情報政策のあり方、枠組を考えるに

あたり、初めに、情報化社会の進展(第一章)

を概括し、地域社会神奈川の情報化の動向

（第二章）を地域社会を構成する、すなわ

ち、産業、行政、生活分野の三分野で検討

した。産業分野では東急電鉄と横浜銀行の

ニューメディア担当者、行政分野では神奈

川県の各情報システムの担当者に情報化の

動向と当該システムについて概況を聴いた。

また、生活分野では、主婦と団体代表を対

象に、情報・知識の入手、情報・意見の伝

達、情報の交流という情報行動とその環境

について「情報環境調査」を実施した。

　これら市民にとっての情報環境の検討に

あわせて、つぎに、地域社会の課題と情報

化の役割、ニューメディアの普及予測など

情報化の課題と展望(第三章)を概括した。

　以上の検討の中から自治体の情報政策と

して、一方で、情報公開の精神を原点とし

て、地域に自由で豊かな情報の流れをどう

確保するか、他方、新しい技術をどう住民

福祉に結びつけていくか、という枠組が浮

び上がる。自治体の情報政策も情報化の進

展、２１世紀への展望の中でかわらざるを

得ない。事実、自治体の情報政策は、広報

広聴の第一段階、情報公開・情報提供の

第二段階、そして社会情報システム段階と

もいうべき、サービスの情報化を内包する

第三段階へと移りつつあり、それ自体多層

構造、多極構造をもつようになってきてい

る。そこでこのレポートでは、さらに、自

治体の情報政策の新しい展開として、総合

情報政策を構想し、その枠組、性格など(第

四章)を検討し、そのための条件整備につい

て提言している。すなわち、第一に、自治

体の総合情報政策の確立、推進を提言した。

 情報の整備、社会情報システムの具体的

な展開、影対策、情報基盤の整備など、そ

れらを実現するに当たって、どうしても欠

かせないものの一つが、情報政策の基本理

念、市民と自治体が共有する理念である。

そこで・第二に情報民主主義憲章の制定を

提言した。

また、自治体の情報政策をいう場合、情報

政策の分権化がその前提としてなくてはな

らない。新しい情報政策がニューメディア

にかかわるとすれば、特に地域メディアと

しての都市型ＣＡＴＶについては自治体の

関与がこれまで以上に拡充される必要があ

る。そのため、神奈川県の姉妹州の一つ米

国メリーランド州のプリンスジョージカウ

ンティーにおけるＣＡＴＶ条例を紹介する

とともに、第三に、ＣＡＴＶ条例の制定を

提言した。

　さらに、情報政策の分権化は、その基礎

を地域社会の中に置かれねばならない。地

方政府としての自治体は、地域社会の過去、

現在、未来を明らかにするとともに、地域

社会の実体化を情報面で支援する必要があ

る。そのための方策として、第四に市民と

自治体の共同作品となる情報センターとし

て神奈川総合情報センターの創設を提言し

た。そして、最後にこれらの提言を含めて、

総合情報政策を自治体の中で展開するため

の組織的条件整備として、情報政策課の設

置を提言している。
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第１章　情報化社会の進展第１章　情報化社会の進展第１章　情報化社会の進展第１章　情報化社会の進展

第１節　情報化社会から高度情報化社会へ第１節　情報化社会から高度情報化社会へ第１節　情報化社会から高度情報化社会へ第１節　情報化社会から高度情報化社会へ

　現代の社会は情報化社会である。情報化

社会はいろいろな形で論じられているが、

その端初は 1960 年代の未来論の中にあっ

たといってよい。６０年代、各種の情報の

飛躍的増大、例えばマスコミ情報や研究論

文といったものの増大の中で、工業生産に

おいて生み出される商品とは性格を異にす

る商品、すなわち、「情報」や「知識」に着

目して、それらがいろいろな意味で重要と

なり、情報産業あるいは知識産業と呼ばれ

るものが社会の中で新しい役割を果たすだ

ろうという形で、文明論的な観点を入れて

論じられるようになった。梅棹忠夫、F ・マ

ッハルプ、さらにはダニエル・ベルにみら

れるのは、やや概括的にいえば技術革新と

政策の根幹としての「理論的知識」が社会

にとっての中心的役割を果たすというもの

である。

　例えば、F・マッハルプが「知識産業」を(1)

教育、(2)研究と開発、(3)コミュニケーショ

ンのメディア、(4)情報機械、(5)情報サービ

スと区分したように、必ずしもそれはコンピ

ュータ技術・通信技術の十全な発達をみてい

ない段階の論であることによって制約をまぬ

がれなかった。しかし、７０年代、８０年代

を通してコンピュータ技術の具体的な展開に

よって、新しい情報化論の展開の基礎ができ

たといってよい。その中で「知識社会論」は、

表１－１－１のように展開されているが、そ

の過程で日本において「情報化社会」という

言葉が生まれ世界へと飛びたったのである。

　新しい情報化論の展開は、第一に、新しい

技術すなわち、光ファイバー、マイクロコン

ピュータ、コンピュータネットワーク技術、

ＬＳＩ、宇宙開発などの発達によって、情報

化社会は｢コンピュータ社会｣、「エレクトロ

ニクス社会」、「ネットワーク社会」、｢ニュー

メディア社会」、などといわれる新しい段階

―高度情報化社会の段階に来ている。第二に、

「情報化社会論」が毎日、マスコミの話題に

のるように、社会的な広がりの中で論じられ

るようになった。第三に、情報化社会論が単

に未来論、社会論だけの問題としてではなく、

通産省の「ニューメディア・コミュニティ構

想」、郵政省の「未来型コミュニケーション

都市構想（テレトピア構想）」などにみられ

るように具体的な政策として展開されるよう

になった。第四に、ジョージ・オーウエルの

「１９８４年」―管理社会論にもからみ、情

報化社会の「光と影」の問題意識が導入され、

必ずしもバラ色の未来論にとどまらない状況

になっていることである。

　こうしたことから、新しい情報化社会論の

問題の射程の中で、現実の情報化社会の諸相

を検討する必要なり、それらを前提として自

治体もまた、高度情報化社会の像を把握し、

21 世紀に向けての情報政策について検討し、

展開する必要がでてきている。これらのこと

については第2章以降で展開することとして、

ここでは、現代の情報化社会の様相と、21 世

紀には到来するであろうといわれる高度情報

化社会の特質と思われるものについていくつ

か上げてみることにする。
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表１－１－１　情報化社会関係年表
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第２節第２節第２節第２節    　情報化社会の様相　情報化社会の様相　情報化社会の様相　情報化社会の様相

1111．．．．情報量の増大情報量の増大情報量の増大情報量の増大

　社会にどれほどの情報が流通して

いるのかは、情報化の大きな要素と

いえる。

　情報流通量の総体的計量化とメデ

ィア間の相関関係を明らかにするた

めに郵政省が毎年実施している「情

報流通センサス」調査によると、昭

和56年度における総供給情報量 (供

給側が受信側に対し、消費可能な状

態で提供した情報総量)は45年度の

約1.9倍となっており、また、総消

費情報量(総供給情報量のうち実際

に消費した情報総量)は45年度の約

1.3,倍である。

　このように供給・消費ともに増大

し、情報流通は年々活発になってき

ている。

　しかし、情報消費率(総消費情報

量／総供給情報量)は年々減少して

おり、昭和56年度は7.2％となって

いる。供給される情報のうち90％以

上が消費さえずに流されるだけに終

わっている。

　この情報過多の状況は、キャプテ

ンやＣＡＴＶなどのニューメディア

が普及することによりますます進む

と思われるが、受信側から見ると多

くの情報の中から必要な情報を自由

に選択できる情報選択の時代である

ともいえる。

図１－２－１　情報流通量の推移図１－２－１　情報流通量の推移図１－２－１　情報流通量の推移図１－２－１　情報流通量の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（（（（昭和昭和昭和昭和 45454545 年度＝年度＝年度＝年度＝100100100100））））

図１－図１－図１－図１－
　　　　　　　　　　　　

（注1）
出典　昭和 58年度通信白書
２－２　情報消費率の推移２－２　情報消費率の推移２－２　情報消費率の推移２－２　情報消費率の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（全メディア）（全メディア）（全メディア）（全メディア）
出典　図１－２－１に同じ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出典　図１－２－１に同じ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出典　図１－２－１に同じ

図１－２－３　供給情報量に占める各メディアの割合の推移図１－２－３　供給情報量に占める各メディアの割合の推移図１－２－３　供給情報量に占める各メディアの割合の推移図１－２－３　供給情報量に占める各メディアの割合の推移

図１－２－４　消費情報量に占める各メディアの割合の推移図１－２－４　消費情報量に占める各メディアの割合の推移図１－２－４　消費情報量に占める各メディアの割合の推移図１－２－４　消費情報量に占める各メディアの割合の推移

出典　図１－２－１に同じ

出典　図１－２－１に同じ
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2222．．．．情報ニーズの高まり情報ニーズの高まり情報ニーズの高まり情報ニーズの高まり

　人々の生活空間、行動範囲の拡大と社会

機構の複雑化等とともに、いろいろな場面

で情報をもとに判断し、はじめてより効率

的に行動できる社会の仕組みが形成されて

きている。

　安定成長期に入り企業活動では、経済の

ソフト化、サービス化、技術革新、国際化、

などの進展する中で、よりきめ細かい、よ

り広範囲な、より高度な形での経営情報、

技術情報、海外情報、消費者情報が求めら

れる。個人や地域においては「生活の質」

が問われる時代となり、自己実現やアメニ

ティに対する関心が高まる中で、各種文化

情報、健康情報、居住環境情報、消費生活

情報など生活や活動のあらゆる場面で情報

が求められるようになった。また、行政に

おいても多様化、個別化した住民ニーズヘ

の対応と住民サービスの向上のため、より

多くの住民情報や地域情報を入手すること

が必要とされてきている。

　このような情報ニーズの高まりへの対応

の一つとして、データベースやカルチャー

スクールに代表される情報の商品化が進ん

でおり、この傾向は今後ますます強まるも

のと思われる。一方、行政も行政情報への

社会のニーズに対応し、情報公開・情報提

供という形で情報供給者としての役割を大

きくしている。

3333．．．．コンピュータの普及コンピュータの普及コンピュータの普及コンピュータの普及

　最近のＦＡ化、ＯＡ化にみられる産業の

情報化は、コンピュータの普及と利用技術

の高度化がその中心であるといえる。

　コンピュータは企業や自治体など社会の

いたるところで使用されており、経営の合

理化や行政の効率化に大きな役割を果たし

ている。

　通産省の「電子計算機納入下取調査」に

よると、1982年６月末現在の汎用コンピュ

ータの実動台数は全国で110,388セットであ

り、地域別にみると東京( 36,238セット)、

大阪( 16,547セット)、愛知(6,695セット)

に次ぎ、神奈川は4,162セットであり全体の

3.8％となっている。設置金額でみると東京

( 1兆9,125億円)、大阪(6,120億円)に次ぎ

神奈川は4,018億円で全体の8.3％である。

　コンピュータの運用形態は、1960年代で

は大量・一括処理の集中バッチ方式が中心

であったが、1970年代からは国鉄の「みど

りの窓口」や銀行のキャッシュカードに代

表されるようなオンライン処理が本格的に

行なわれるようになり、今後はＶＡＮ、Ｌ

ＡＮなどによりコンピュータの利用技術は

ますます高度化していくものと思われる。

　また日本電子工業振興協会の「パーソナ

ルコンピュータに関する調査報告書」によ

ると、昭和58年度のパーソナルコンピュー

タの総出荷台数は1,141,079台(うち輸出は

256,112台)であり、59年度から62年度まで

の総出荷台数の予測は11,290,000台(うち輸

出は2,739,000台)となっており、今後急速

な普及が予想される。

　このようなコンピュータの普及とその技

術の発展にささえられた情報過程の高度化

は、情報化の原動力といってよいであろう。
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図１－２－５　汎用コンピューター設置状況の推移図１－２－５　汎用コンピューター設置状況の推移図１－２－５　汎用コンピューター設置状況の推移図１－２－５　汎用コンピューター設置状況の推移 図１－２－６　汎用コンピューター納入状況の推移図１－２－６　汎用コンピューター納入状況の推移図１－２－６　汎用コンピューター納入状況の推移図１－２－６　汎用コンピューター納入状況の推移

出典　図１－２－５に同じ出典　通商産業省｢納入下取調査｣



表１－２－７　地域別汎用電子計算機実働状況（1982年６月末現在）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

コード番号 セット数 金　　　額

０１
０２
０３
０４
０５
０６
０７
０８
０９
１０
１１
１２
１３
１４
１５
１６
１７
１８
１９
２０
２１
２２
２３
２４
２５
２６
２７
２８
２９
３０
３１
３２
３３
３４
３５
３６
３７
３８
３９
４０
４１
４２
４３
４４
４５
４６
４７

４８
合　　　　

　　　　　　

地
項目
北 海 道     
青 森     
岩 手     
宮 城     
秋 田     
山 形     
福 島     
茨 城     
栃 木     
群 馬     
埼 玉     
千 葉     
東 京     
神 奈 川     
新 潟     
富 山     
石 川     
福 井     
山 梨     
長 野     
岐 阜     
静 岡     
愛 知     
三 重     
滋 賀     
京 都     
大 阪     
兵 庫     
奈 良     
和 歌 山     
鳥 取     
島 根     
岡 山     
広 島     
山 口     
徳 島     
香 川     
愛 媛     
高 知     
福 岡     
佐 賀     
長 崎     
熊 本     
大 分     
宮 崎     
鹿 児 島     
沖 縄     

不 明     
　　　計

　　　　　　　　　

域別
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　３,８９９
 　　６７９
 　　５４４
　１,７２８
 　　５４１

　１１４,９７２
　　１４,５７１
　　１５,２７８
　　５９,８１７
　　１５,９９７

 　　　６６０
 　　　６８９
　　１,００２
 　　　９０５
 　　　９３９

　　　１６,９５８
　　　２０,１２５
　　１１６,０８０
　　　３３,５２３
　　　３４,０８６

　　２,３７０
　　１,７３０
　３６,２３８
　　４,１６２
　　１,４８３

　　　８５,７６１
　　　７３,３４０
１,９１２,４９６
　　４０１,８０４
　　　３９,８０９

 　　　７７４
 　　　９６５
 　　　４９８
  　　  ３７４
　　１,１８１

　　　２７,７９３
　　　２５,１３２
　　　１１,３２０
　　　　８,８４８
　　　４２,２０３

　　１,０８１
　　２,２４１
　　６,６９５
 　　　６６１
 　　　５７５

　　　３３,１７７
　　　８５,０５６
　　２７８,０７４
　　　２３,７６０
　　　２９,６６０

　　２,１３５
　１６,５４７
　　２,６４８
 　　　３５４
 　　　４８５

　　　７３,８８５
　　６１２,０４２
　　１２８,９３１
　　　　７,０７３
　　　１５,１６８

 　　　２２７
 　　　２４３
　　１,０１０
　　２,９４２
 　　　７５７

　　　　５,３８３
　　　　８,３７３
　　　３６,０６４
　　１０４,３３８
　　　２５,００４

 　　　３０７
　　１,０１６
 　　　７６２
 　　　３１４
　　３,９４７

　　　　７,５５９
　　　２４,６８６
　　　２１,９７７
　　　　９,１５５
　　１２９,１４０

 　　　３４６
 　　　６５５
 　　　６０１
 　　　６１５
 　　　３９１

　　　　９,７５６
　　　１５,２００
　　　２１,９５８
　　　１５,２７５
　　　　８,７５１

 　　　６７１
 　　　５１０

　　　１７,６６１
　　　１１,３１８

 　　　２９１ 　　　　９,０２７
１１０,３８８ ４,８３７,３６４

　　　　　出典　通商産業省「納入下取調査」



　　　　　　図１－２－８　オンライン利用企業数の推移図１－２－８　オンライン利用企業数の推移図１－２－８　オンライン利用企業数の推移図１－２－８　オンライン利用企業数の推移

（ただし、自社導入企業のみ）（ただし、自社導入企業のみ）（ただし、自社導入企業のみ）（ただし、自社導入企業のみ）

出典　
運輸経済研究センター「1980 年代の運輸情報シ

ステムに関する調査報告書」
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出典　(社)　日本電子工業振興協会「パーソナルコンピュータに関する調査報告書」

表１－２－９　パーソナルコンピュータの年度別出荷実績・予測

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：台数・台、金額・百万円）

用途別国内市場予測（本体台数）

（予測）

(注)１　価格ランク区分は，本体の標準価格とした。

(注)２　ＭＳＸ仕様およびポータブルタイプを含む。

ただし，ポケットコンピュータ，ゲームコ

ンピュータは含んでいない。

(注)３　57年度の実績は，国内の統計参画メーカ1７

社の合計であるが，58年度以降の予測はそ

の他，内外メーカの国内出荷分も想定のう

えプラス（＋）して市場現状を算出した。

(注)４　年度別予測は，台数・金額・対前年比をそ

れぞれ算出したが，用途別市場予測は国内

に限定し，予測値は年度別の構成比（％）

で算出した。（予測時点：58年11月）

(注)５　58年度（58年4月～59年3月）の実績は，国

内の統計参画メーカ19社の合計である。

（ ＭＳＸ仕様も含む ）

実　　績　
台　　数 金　　額 台　　数 金　　額 台　　数 台　　数 金　　額

53 9,976 5,979 833
54 46,402 15,949 10,035
55 110,610 33,697 16,836
56 282,759 107,019 53,425
57 762,166 231,352 79,115
58 1,141,079 341,602 1,264,000 319,575 256,112 240,000 66,930
59 1,837,000 419,067 405,000 100,592
60 2,466,000 522,707 571,000 132,915
61 3,175,000 601,877 759,000 166,147
62 3,812,000 770,900 1,004,000 210,334

年
度

総　　　　　　出　　　　　　荷 う　　　ち　　　輸　　　出
実　　　　　　績 予　　　　　　測 予　　　　　　測

57年度　 58年度 59年度 60年度 61年度 62年度
構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

事 務 用 40 42 42 42 42
科学技術・計測制御用 13 13 13 12 12
教育・趣味・家庭用 47 45 45 46 46
合  　計　（国内）  100％  100％  100％  100％  100％
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４４４４....情報産業の成長情報産業の成長情報産業の成長情報産業の成長
　社会の情報化を技術面から支え、情報化

社会を推進するのは情報産業である。

　科学技術白書(昭和58年度版)によると、

我が国では情報装備率(100 人当たり電話機

数、100 人当たりテレビ台数及び 1 万人当

たりコンピュータ台数)の伸びが極めて高

く、特に情報化はコンピュータ通信機器等

情報機器の普及を中心として進展している

ことが我が国の特色となっている。

　すなわち、①コンピュータ機器・システ

ムを提供するコンピュータ産業と、②コン

ピュータを活用して各種サービスを提供す

るソフトウェア業・情報処理サービス業・

情報提供サービス業などの情報処理産業が

中核となり、情報産業が成立し、成長して

きている。

　1982 年でのコンピュータ産業の生産高は

1 兆 7,333 億円、情報処理産業の生産高は

9,119 億円であり、1977 年からの5 年間で

各2.4 倍と2.2 倍に伸びている。さらに集

積回路産業を含めると同じく 5 年間で 2.6

倍近くになっており、これら産業の成長は

情報化社会を特徴付けるものといえる。

　情報産業については、第2章第2 節にお

いて新たに定義、分類をした上で、神奈川

における情報産業の動向をみてみることに

する。

表１－２－１０　表１－２－１０　表１－２－１０　表１－２－１０　各 国 の 情 報 化 指各 国 の 情 報 化 指各 国 の 情 報 化 指各 国 の 情 報 化 指

(注)１　情報化指数の考え方は、（ 財 ）電気通信

総合研究所による。

(注)２　1980年の情報装備率の（　）内の値には、コ

ピュータ

(注)３　1965年の

た。

情　　　報 通  信  主  
装   備   率 水        

19 65 10 0 10 0 10 0
19 70 11 6 21 9 12 9
19 75 12 3 72 8 14 7

19 80 13 1 1, 84 6
（ 660） 153

19 65 15 4 47 7 19 5
19 70 22 6 85 6 25 6
19 75 19 6 98 2 30 7

19 80 21 1 ―
（ 856） 304

19 65 12 9 15 0 74
19 70 14 0 34 5 10 3
19 75 14 2 45 4 12 2

19 80 16 7 ―
（ 500） 131

19 65 10 6 14 3 72
19 70 14 0 32 5 85
19 75 14 2 56 2 12 6

19 80 19 2 ―
（ 534） 138

19 65 96 11 3 95
19 70 10 2 26 7 12 2
19 75 14 1 48 7 14 3

19 80 18 7 ―
（ 605） 150

西 ドイツ

フランス

情  報  量

日　　本

米　　国

イギリス

要素
国名・年次
( 注２ )

数数数数

等が含まれていない｡

日本の実数を100として指標化し

体 情   報   化
準 指       数

10 0 10 0
10 4 14 2
10 7 27 6

12 1 56 3
(2 66 )

16 1 24 7
16 4 37 6
16 4 41 2

16 8 ―
(386 )

12 5 12 0
13 2 18 0
13 2 21 3

14 6 ―
(236 )

10 4 10 6
11 4 16 6
12 1 23 8

13 2 ―
(249 )

14 6 11 3
15 7 16 2
16 4 23 4

15 0 ―
(288 )

情  報  係  数
ンピュータ台数の中にスモールビジネスコン

出典　科学技術庁「科学技術白書」昭和58年度版
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　　　　　　　図１－２－１１　情報産業の生産高図１－２－１１　情報産業の生産高図１－２－１１　情報産業の生産高図１－２－１１　情報産業の生産高

出典　通商産業省「特定サービス実態調査」、「生産動態統計」



　　　　

（注 2）

（

（注１）　　　　　　　　　情報流通センサス調査対象メディア情報流通センサス調査対象メディア情報流通センサス調査対象メディア情報流通センサス調査対象メディア
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　　　　　　　　　　　　　　　　(注)　* 印はマス・メディア

情報量（ １人当たり郵便差出通数，１人当
たり電話通話回数，100 人当たり１日新聞
発行部数，１万人当たり年間書籍発行点数
及び１km2当たり人口密度 ），情報装備率
 100 人当たり電話機数，100 人当たりテレ

ビ台数および１万人当たりコンピュータ台
数 )，通信主体水準（ 第 3 次産業就業人口
割合，100 人当たり大学在学者数 ）及び情報
化係数（ 個人消費支出中の雑費の比率 ）

メディアグループ 項 目 メ　デ　ィ　ア
① 公 社 電 話

② 公 社 移 動 電 話

③ 自 営 電 話

④ 自 営 移 動 電 話

⑤ 有 線 放 送 電 話
電 報 ⑥ 公 社 電 報

⑦ 加 入 電 話

⑧ 自 営 電 信

⑨ 公 社 デ ー タ 通 信

⑩ 自 営 デ ー タ 通 信

⑪ 私 設 デ ー タ 通 信

⑫ 加 入 フ ァ ク シ ミ リ

⑬ 自 営 フ ァ ク シ ミ リ

⑭ ラ ジ オ 伝 送

⑮ * ラ ジ オ 放 送

⑯ * 有 線 ラ ジ オ 放 送

⑰ テ レ ビ 伝 送

⑱ * テ レ ビ ジ ョ ン 放 送

⑲ * 有 線 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送

⑳ は が き

21 手 紙

22 * Ｄ Ｍ （ ダ イ レ ク ト メ ー ル ）

23 * 新　　　　　　　　　　 　聞

24 * 書　　　　　　　　　 　　籍

25 * 雑 誌

26 * 広 告 印 刷 物 （ チ ラ シ 等 ）
複 写 27 手 交 文 書

録 音 28 * レ コ ー ド ・ テ ー プ

対 話 29 会 話

30 * 学 校 教 育

31 * 社 会 教 育

32 * 映 画

33 * 観 劇 ・ ス ポ ー ツ

34 * 屋 外 広 告 物

電
　
　
　
気
　
　
　
通
　
　
　
信
　
　
　
系

輸
　
　
　
送
　
　
　
系

電 話

電 信

郵 便

印 刷

空
　
　
間
　
　
系

教 育

鑑 賞

デ ー タ 通 信

ファクシミリ

ラ ジ オ

テ レ ビ
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第３節　高度情報化社会の特質第３節　高度情報化社会の特質第３節　高度情報化社会の特質第３節　高度情報化社会の特質

１．サービスの情報化１．サービスの情報化１．サービスの情報化１．サービスの情報化

　情報化の進展に伴い、情報が単に、「こと

がらの知らせや知識」としてではなく、物質

やエネルギーと同じような「社会の資源・財」

として認識されるようになってきた。さらに

市民の社会生活のための各種サービスでは、

当該サービスのための情報サービスという部

分がますます重要になってきている。

　情報化とは情報の収集、蓄積、処理、提供

といった情報過程の高度化が基本であり、高

度情報化社会は情報機器の普及や情報システ

ムのネットワークを基盤として考えられるこ

とから、社会サービスにおいても情報化がイ

ンパクトとなり、大きな変化をもたらすもの

と思われる。

　例えば、ホームショッピング、ホームバン

キング、ホームセキュリティ、テレメータリ

ング、テレコントロール、在宅勤務、在宅診

療、在宅予約サービスなど生活利便や安全の

ためのサービスは、テレビ、電話、コンピュ

ータあるいはニューメディアといった情報通

信技術の進歩によって実現可能になっている。

　「情報化論」でいう「情報」を情報機器を

媒体として提供されるサービスとして考える

とき、高度情報化社会における情報の持つ意

味と高度情報化社会の本質を容易にとらえる

ことができる。

　つまり、高度情報化社会とはサービスの情

報化の時代であるともいえるのである。

２．ニューメディアの普及２．ニューメディアの普及２．ニューメディアの普及２．ニューメディアの普及

　従来のマスコミュニケーション系メディア

の特徴は、その扱う情報が画一的、一般的で

あり、使用形態も利用者参加型ではなくその

意味では送り手主導型といえる。一方、パー

ソナルコミュニケーション系メディアは、専

門的、個別的な情報を扱うがその伝達範囲は

狭く、利用対象も限られている。これらの欠

点を補う新しいコミュニケーションの手段、

あるいは情報やサービス提供の媒体として

様々なニューメディアが期待されている。

　高度情報化社会においては、ニューメディ

アの普及により、必要な情報を必要なときに、

必要なだけ入手できるような新しい情報サー

ビスの形態が創り出されるであろう。また、

双方向性機能を使用することにより、利用者

のメディアヘの参加機会が増えることが予想

される。

　神奈川県下では昭和 59 年 11 月からキャプ

テンシステムの実用化が始まろうとしており、

都市型ＣＡＴＶもいくつか計画されている。

また、電電公社によるＩＮＳ(高度情報通信

システム)の整備につれて、社会システムに

おいてもニューメディアの利用は拡大するも

のと思われる。

　ニューメディアの展開や可能性について、

第 3章第 3 節で詳しく検討していく。
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表１－３－１　ニューメディアの実用普及見通し

出典　「現代ニューメディア論」学文社刊・昭和 59.3　　三浦恵次、田村紀雄、越智　昇　編著
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３．情報システムヘの依存３．情報システムヘの依存３．情報システムヘの依存３．情報システムヘの依存

　高度情報化社会では、ニューメディアの利

用や、コンピュータと通信技術の結合による

様々な情報システムが出現するものと思われ

る。

　それらは、ホームバンキング、ホームショ

ッピング、ホームセキュリティシステムなど

のように地域や家庭をも組み入れた形でネッ

トワーク化され、各家庭においても多様な情

報の入手や情報サービスの提供を受けること

ができるようになるであろう。また地域メデ

ィアとしての特徴をもつ都市型ＣＡＴＶと通

信衛星の結合からも想像されるように、各地

域のネットワークは全国的な大規模ネットワ

ークとつながる可能性をもっているのである。

　社会システムは①情報系システム(医療、

保健、教育等の各情報システム)、②資源・

エネルギー系システム(廃棄物、廃熱処理再

利用システム、地域冷暖房、地域発電等の各

システム)、③交通・物流系システム(域内、

域圏交通、配送収集等の各システム)に大別

でき、それらが社会の諸活動を背後から支え

ているのである。それぞれの社会システムは、

情報を扱う情報部門を必ず持っておりより効

率的、経済的で便利なシステムを構築するた

めには情報部門が重要な役割を担っている。

各システムは、その中に情報システムを組み

込むことで機能を高度化してゆくのである。

　これらのことを考え合わせると、社会シス

テム全体が情報システム化して、社会全体が

情報システムヘの依存度を増してゆくことが

高度情報化社会の特徴といえる。
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第２章　地域社会神奈川の情報化の動向第２章　地域社会神奈川の情報化の動向第２章　地域社会神奈川の情報化の動向第２章　地域社会神奈川の情報化の動向

第１節　　市民にとっての情報環境第１節　　市民にとっての情報環境第１節　　市民にとっての情報環境第１節　　市民にとっての情報環境

　　　　社会は多くの情報・メディア・情報シス

テムを含み、その集積空間として成立して

いるといえる。

　このように情報化社会を情報空間として

とらえたとき、従来の地理的空間における

物的環境に対応するものとして情報環境と

いう概念が必要になってくる。

　情報基盤をメディア、情報システムなど

情報を利用するためのハード及びソフトと

いう広範囲なものとした上で、情報や情報

基盤など社会環境の情報にかかわる部分を

情報環境と考え、市民や企業や行政の場合、

特に市民にとって情報の発信、情報の交流

がどうなっているかという視点で情報環境

を検討することにした。

　今後、コンピュータ、ニューメディアと

いった情報通信技術の発達など、情報化の

進展に伴い、市民にとっての情報環境は大

きく変化してゆくものと思われる。一方で、

情報化と並行して生じている高齢化、定住

化、多元化などの社会構造の変化がもたら

す諸問題に対しては、情報環境の整備、改

善がその有効な解決手段になるものと期待

される。

　神奈川という地域社会の情報環境を、生

活者としての市民の視点からとらえる、す

なわち、情報化に伴う社会環境の変化に対

し、市民の視点で評価することが、技術的

可能性だけに片よらない高度情報化社会を

つくり出すための基本となり、行政と高度

情報化社会との関わり方の本質もその点に

あると考える。

　第 2 節以降では、我が国の情報化を主導

してきている産業と、情報化社会において

明確なビジョンを持たなければならない行

政、そして社会変化の影響を直接受けるこ

とになる市民生活の三つの分野から地域社

会神奈川の情報化の動向を明らかにしてゆ

くことにする。
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第２節第２節第２節第２節　産業分野の情報化　産業分野の情報化　産業分野の情報化　産業分野の情報化

１．産業の情報化の現状１．産業の情報化の現状１．産業の情報化の現状１．産業の情報化の現状

　情報化社会の進展は、技術革新、経営の合

理化、新しい経済情勢への対応を契機に進展

した産業分野の情報化がその原動力となって

いる。

　以下、産業分野の情報化の現状を概観する。

(注 1)

　研究開発、製造部門では、70 年代に最も

顕著に情報化が進展した。生産工程の自動

化、工場の無人化が進み、生産管理、製品

開発の面でも効率的な運用が目指された。

まだ一般化はみていないものの、設計にお

いても、ＣＡＤ(コンピュータ利用設計)シ

ステムが導入された。８０年代は、一層の

知識集約化が図られ、消費者ニーズの多様

化に伴い、多品種少量生産の自動化を可能

とする技術の開発が進み、効率の面からは、

受注から設計、製造、製品納入までをトー

タルシステム化し、一貫した情報管理が課

題となった。

　今後は、生産部門と流通部門、さらにはニ

ーズを迅速に把握するために研究開発部門と

販売部門を情報ネットワークで結ぶことも予

想される。

　事務管理部門では、70 年代は数値情報処理

を中心とした定型的大量処理業務のコンピュ

ータ化が一般的なものとなり、また、利用形

態は、オフライン・バッチ処理中心からオン

ライン・リアルタイム処理への移行が見られ

た。さらにオフィス・コンピュータが登場し、

非定型的少量処理業務の領域へもコンピュー

タ利用の裾野を拡大した。80 年代は、日本語

処理、電子ファイリングなどの新技術を導入

し、トータルな事務処理システムを構築する

ことが望まれている。今後は、本支店を結ぶ

ものを含めて、社内ネットワークの構築、異

業種間ネットワークの構築も進むと思われる。

　流通、販売部門では、70 年代は従来の会計

処理中心のコンピュータ利用から、商品の数

量管理、これによる自動発注システム構築へ

の志向が高まった。さらに、物流情報システ

ムの構築も行われた。また、ＰＯＳシステム

普及のための条件も整い始めた。80 年代は、

流通産業の機能の一層の高度化が望まれ、製

造業、運輸業、金融業、卸売業、小売業を有

効に結ぶ流通情報システムの確立が課題とな

った。今後は、流通・金融・運輸等の異業種

間情報ネットワークの構築による新たなサー

ビス形態が模索される。

　中小企業は、70 年代までは、比較的情報化

が遅れていると見られていた。しかし、最近

の技術革新の進展によるマイクロコンピュー

タの普及、オフィスコンピュータの登場など

がインパクトを与え、中小企業においてもコ

ンピュータ利用の機運が高まってきている。

80 年代に入り、中小企業の活力を維持向上さ

せてゆくために、生産工程全体の省力化、自

動化が図られるとともに、消費者ニーズの高

度化、多様化に対応し製品の高級化、高品質

化、高付加価値化が図られている。

　農林水産業などの第一次産業も、70 年代で

は情報化の最も遅れた分野の一つであった。

とくに農業分野における情報化は、これまで
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農協中心に展開されてきたが、生産管理などの

より高度なコンピュータ利用はほとんど普及が

見られなかった。80 年代には、装置産業化が

進むと同時に、貯蔵、出荷管理を行うシステム

を含めた総合システムを開発することにより、

大輻な省力化、効率化が図られるものと期待さ

れる。

　以上、産業分野の情報化は、コンピュータの

利用に始まって、コンピュータを利用したシス

テムの構築へ、さらに、システム同士を連結す

るネットワーク化の推進というように進んでい

るということができるだろう。そして、産業分

野の情報化は、新しい需要を生み出すなど需要

の構造を変えるとともに、競争条件の質を変え、

異業種企業間の競合、連携をもたらすなどのイ

ンパクトを与え産業界そのものを変えてゆくも

のと考えられる。

２.　情報産業の動向

（１）情報産業の位置付け

　　産業社会においては、その発展の段階

ごとに中核的、中心的役割を果たした産

業、業種があった。そして、産業社会と

しての発展を維持するために、そういっ

た産業の中核的役割を積極的に評価して、

様々な助成、育成策が講じられてきた。

　　今日、情報化社会から高度情報化社会

へといわれるように、産業分野の情報化

が産業社会を革命的に、若しくは飛躍的

に発展させ、大きな社会的変動を主導し

ている。この革命的な動き、この産業分

野の情報化で中核的役割を担うものが情

報産業と呼ばれる一群の産業である。

　　今井賢一教授によれば、「ある時期の産

業社会を、技術面・組織面で特徴づけ、

その時期における革新を主導する産業・

企業群」すなわち戦略的産業は、高度経

済成長をリードした鉄鋼、化学等の素材

系産業から機会を中心とする機械・組立
表２－２－１

戦略的産業の変化戦略的産業の変化戦略的産業の変化戦略的産業の変化（狭義の情報（狭義の情報（狭義の情報（狭義の情報・通信系産業の場合・通信系産業の場合・通信系産業の場合・通信系産業の場合))))

1970 1975 1980

素 材 系 産 業
機 械 ・ 組 立 系 産 業 等
情 報 ・ 通 信 系 産 業
　　　　　　　（狭義）
消 費 財 産 業

19.5
18.7
3.1

58.7

15.1
18.0
3.9

63.1

14.5
17.4
4.0

64.1

合　　　　　　　　計 100.0 100.0 100.0

戦略的産業の変化戦略的産業の変化戦略的産業の変化戦略的産業の変化（広義の情報（広義の情報（広義の情報（広義の情報・通信系産業の場合・通信系産業の場合・通信系産業の場合・通信系産業の場合))))

1970 1975 1980

素 材 系 産 業
機 械 ・ 組 立 系 産 業 等
情 報 ・ 通 信 系 産 業
　　　　　　（広義）

消 費 財 産 業

19.5
18.4
12.9

49.2

15.1
18.2
14.9

51.7

14.4
17.5
16.4

51.7

合　　　　　　　　計 100.0 100.0 100.0

( データ )　行政管理庁発表の各年の産業連関表に
基づいて作成。

( 備　考 )　素材系産業:農業、鉱業、化学、石油・
石炭製品、パルプ、窯業土石、鉄鋼・金属製
品等。

機械・組立系産業等:機械(情報・通信系を除く)、
建築・土木。

情報・通信系産業(狭義):電子計算機同付属装置、
その他の軽電機器、通信、調査データ処理・
計算サービス、情報提供サービス、学術研究
機関。

情報・通信系産業(広義):上記に次を加える。印
刷・出版、放送、教育、諸事業サービス、そ
の他の公共サービス等。

消費財産業:上記以外の産業。
　部門別乗数の変化

1970 1975 1980
　素 材 系 産 業
　機械・組立系産業等
　情 報 ・ 通 信 系 産 業
　　　　　    （広義）

2.11
2.22
1.74

2.22
2.13
1.69

2.28
2.20
1.73

 (データ)上表の産業連関表を用い、(1－(１-Ｍ)
     Ａ)-1のかたちの逆行列を計算して求めたもの。
出典　今井賢一「日本の産業社会」築摩書房

（注2）
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系産業に代わり、現在新たに主役として

登場してきている産業は情報・通信系の

産業である。

　表２－２－１で示される通り、1970 年

と 1980 年の付加価値の構成比で比較する

と、素材系産業が19.5パーセントから14.4

パーセントになったのに対し、広義の意

味での情報・通信系産業が 12.9 パーセン

トから 16.4 パーセントに変化している。

　そして、産業の牽引者である情報・通

信系の産業は、社会の諸活動を連結し、

ネットワーク社会の形成に貢献すると同

時に、様々なメディアを通して、社会の

統合にも貢献するものであるとしている。

(2)(2)(2)(2)情報産業の現状情報産業の現状情報産業の現状情報産業の現状

ア ･情報産業の定義

　情報産業とは、具体的にどのような業

種を含むカテゴリーであるかについては、

未だに定説らしきものは見当たらない。

というのも、それが、理論的に割り出さ

れるというよりも、むしろ、その時々に

情報過程に関連して成長を示し、話題の

個別の産業が情報産業という名称で語ら

れるという傾向が強いからである。

  産業分野が情報化社会形成の主役であ

り、産業分野の中でもとりわけ中心とな

って情報化社会推進の担い手となってい

る産業群を情報産業と考え、その動向に

よって社会の情報化を評価する場合は、

情報化に伴う新しい企業機会をとらえて

成長している産業を情報産業と考える考

え方がありうる。このように考えると、

情報処理サービス産業や情報提供サービ

ス産業など特にコンピュータを利用して

事業を行っているものが情報産業である

ということになるだろう。

　確かに、新しい産業が社会に与えるイ

ンパクトは社会的、経済的に無視できな

いものであるし、その産業の動向を把握

することも必要であろう。しかし、この

ように特定の産業の実態を把握するだけ

では、その産業の動向は明らかになるに

しても、全体としての情報関連産業の評

価としては、狭すぎるし、又、急成長し

た産業に注目する場合は、時系列的に変

化を追う点でも難点があると思われる。

従って、ここでは、ある程度幅広く情報

産業をとらえることとしたい。

　まず、情報産業は、多くの文献で様々

な定義、分類がされているが、その中か

らいくつか紹介しておく。

表２－２－２　経済審議会情報産業研究委員会「日本の情報化社会」「日本の情報化社会」「日本の情報化社会」「日本の情報化社会」（昭和 44年）（注３）

受託処理サービス
情報処理サービス ファイル管理サービス

マシン・タイム・サービス
情報配布サービス

情報産業 情報提供サービス　 情報応答サービス
受託調査サービス

情報開発サービス システム研究開発サービス
システム・コンサルティング・サービス

コンピュータ利用技術開発サービス
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表表表表 2222――――2222――――3333　経済の構造変化と政策の研究会　経済の構造変化と政策の研究会　経済の構造変化と政策の研究会　経済の構造変化と政策の研究会「ソフトノミックス」「ソフトノミックス」「ソフトノミックス」「ソフトノミックス」（昭和 58 年）（注４）

表表表表 2222――――2222――――4444　片方善治　片方善治　片方善治　片方善治「高度情報化社会事典」「高度情報化社会事典」「高度情報化社会事典」「高度情報化社会事典」（昭和 58 年）（注５）

表２－２－５　電気通信総合研究所表２－２－５　電気通信総合研究所表２－２－５　電気通信総合研究所表２－２－５　電気通信総合研究所「「「「80808080年代における情報産業の発展動向」年代における情報産業の発展動向」年代における情報産業の発展動向」年代における情報産業の発展動向」（昭和 58 年）（注６）

通信業
新聞・出版業
放送業
情報提供業
広告業
その他情報産業

情報産業

情報生産業 マスコミ

出　　版

教　　育

専門サービス 情報提供サービス

情報産業 データ・バンク コンピュータ・センター

シンク・タンク ソフトウェア開発（含コンサルティング・

情報サービス業 情報処理サービス 教育サービス　　　　　　　サービス）

情報流通業 情報通信事業 電電公社の情報通信事業

情報機器製造業 コンピュータ 国際電電の　〃　　〃
コンピュータ周辺機器 民　　間の　〃　　〃

ＯＡ機器

通信機器

放送機器

情報機械 印刷・製本機械、事務用機械、電気音響・テレビ・ラジオ、
電子計算機、電子応用装置、電気通信機、電気計測器
精密機械、カメラ、時計

情報産業 情報素材
ブル、事務用品

新聞・出版 新聞、印刷、出版
通　　信 郵便、電気通信
公共サービス 教育、研究、医療、他の公共サービス
事業所サービス
娯楽サービス 娯楽、放送
情報流通 卸売の７％、小売の１０％

広告、計算サービス、情報提供、法務・会計サービス、電算機賃貸

洋紙・和紙、インキ・写真材料、半導体・ＩＣ、電線・ケー
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表２－２－６　現代用語の基礎知識表２－２－６　現代用語の基礎知識表２－２－６　現代用語の基礎知識表２－２－６　現代用語の基礎知識

表２－２－７　新　睦人表２－２－７　新　睦人表２－２－７　新　睦人表２－２－７　新　睦人「情報社会をみる眼」「情報社会をみる眼」「情報社会をみる眼」「情報社会をみる眼」（昭和 58 年）（注７）

表２－２－８　科学技術と経済の会表２－２－８　科学技術と経済の会表２－２－８　科学技術と経済の会表２－２－８　科学技術と経済の会「情報産業の将来像」「情報産業の将来像」「情報産業の将来像」「情報産業の将来像」（昭和 57 年）（注８）

コンピュータ産業（情報処理機器製造） コンピュータ製造

情報産業 端末装置製造

情報処理産業 ソフトウェア開発

計算業務

情報検索

機器タイムサービス

  データ処理サービス 受託処理サービス

情報処理サービス部門 ファイル保守サービス

（最狭義の情報産業） データ・コレクション

情報産業   データ照会サービス インクアイアリー・サービス

情報配布サービス

  データ収集サービス

  マスコミ

  教　　育

  研究開発

  専門職能サービス

  情報機器の生産

  情報機器の流通

情報処理関連産業

  情報機器の保守

情報伝達・創生サービス
　　　　　　　　　部門

  情報消耗品の生産・流通

  情報流通促進サービス（印刷、製版、製本など）

  情報処理要員の派遣サービス

機器産業
　情報技術産業 ソフトウェア産業

メディア提供産業
新情報産業 報道産業

出版産業
データバンク産業

　情報商品化産業 コンサルティング産業
エイジェント型産業（企画・運用代行）
教育産業
教養産業



- 27 -

　表２－２－２から表２－２－８にみられ
るように、情報産業の範囲を確定するに当
たっては、情報処理サービス、情報提供サ
ービスなど、情報関連サービスを行う産業
という視点からとらえるものに始まって、
コンピュータ製造業など、いわゆる情報機
器製造業を含めるもの、通信業、通信機器
製造業を含めるもの、出版業、新聞業、放
送業を含めるもの、さらには、教育、娯楽
関連産業まで含めるものとがある。
　しかし、これらの定義は、既存の産業分
類との対応関係が明らかであるとはいえな
いために、情報産業の動向を数値的に追う
ためには使いにくさを否めない。そこで、
広く、網羅的にとらえている科学技術と経

済の会の定義、分類を基本にして、既存の
産業分類を当てはめながら独自の整理を試
み情報産業の動向を時系列で把握できるよ
うに、次のように定義をした。
イ　情報産業の動向
　情報産業新分類（試案）（表２－２－
９）の分類に基づき、神奈川県内の情報
産業の動向を事業所統計から得られた事
業所数、従業者数で示すと、表２－２－
１０及び表２－２－１１のとおりとなる。
　昭和 50 年の従業者数及び事業所数 100
とした場合に、56 年の数字は次のとおり
である。まず、全産業の従業者数の増加
が115.8であるのに対し、情報産業の従業

表２－２－９　情報産業新分類表２－２－９　情報産業新分類表２－２－９　情報産業新分類表２－２－９　情報産業新分類（試案）（試案）（試案）（試案）

（対応する産業小分類）

機器産業

情報技術産業 電子機器用及び通信機器用部分品製造業（357）

メディア提供産業
電話業（673）　通信に附帯するサービス業（674）

報道産業
ニュース供給業（852）

情報産業 出版産業

業・印刷物加工業（255）　印刷業に伴うサービス業（259）

情報サービス産業 情報サービス業（851）

情報商品化産業 コンサルティング産業

エイジェント型産業 広告業（854）

（企画・運用代行）

教育産業

教養産業

遊戯場（807）　その他の娯楽業（809）

特殊教育諸学校（915）　幼稚園（916）　専修学校、各種学校（917）　社会
教育（918）　その他の教育施設（919）

映画制作・配給業（791）　映画館（792）　映画サービス業（793）　劇場、
興行場（別掲を除く）（801）　興行団（802）　競輪・競馬の競争場（803）
競輪・競馬等の競技団（804）　運動競技場（805）　公園、遊園地（806）

小学校（911）　中学校（912）　高等学校（913）　高等教育機関（914）

電信機械器具・同関連機械器具製造業（354）、電子応用装置製造業（355）

法律事務所、特許事務所（871）　公証人役場、司法書士事務所（872）
公認会計士事務所、税理士事務所（873）　土木建築サービス業（874）
デザイン業（875）

郵便業（671）　電信・電話業（有線放送電話業を除く）（672）　有線放送

新聞業（251）　公共放送業（811）　民間放送業（812）　有線放送業（813）

出版業（252）　印刷業（謄写印刷業を除く）（253）　製版業（254）　製本

　細分類（参考）　8511　ソフトウェア業　    8512　情報処理サービス業
　　　　　　　　　8513　情報提供サービス業　8519　その他の情報サービス業
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表２－２－１０　神奈川県内情報産業従業者数の変化表２－２－１０　神奈川県内情報産業従業者数の変化表２－２－１０　神奈川県内情報産業従業者数の変化表２－２－１０　神奈川県内情報産業従業者数の変化

　　　　　　　　　1975(S50)　　　　　1978(S53)　　　　　1981(S56)

表２－２－１１　神奈川県内情報産業事業所数の変化表２－２－１１　神奈川県内情報産業事業所数の変化表２－２－１１　神奈川県内情報産業事業所数の変化表２－２－１１　神奈川県内情報産業事業所数の変化

　　　　　　　　　1975(S50)　　　　1978(S53)　　　　　1981(S56)

従業者数 構成比 従業者数 構成比 従業者数 構成比 昭５０ 昭５３ 昭和５６

人 ％ 人 ％ 人 ％

機 器 産 業 116,212 5.09 122,919 5.05 147,209 5.57 100.0 105.8 126.7

メ デ ィ ア 提 供 産 業 23,848 1.05 24,833 1.02 25,209 0.95 100.0 104.1 105.7

報 道 産 業 1,667 0.07 1,502 0.06 1,911 0.07 100.0 90.1 114.6

出 版 産 業 14,541 0.64 14,433 0.59 16,451 0.62 100.0 99.3 113.1

情 報 サ ー ビ ス 産 業 2,490 0.11 6,857 0.28 10,165 0.38 100.0 275.4 408.2

コンサルティング産業 17,554 0.77 19,814 0.81 22,642 0.86 100.0 112.9 129.0

エイジェント型産業 1,440 0.06 1,285 0.05 1,964 0.07 100.0 89.2 136.4

教 育 産 業 86,087 3.77 99,606 4.10 107,183 4.06 100.0 115.7 124.5

教 養 産 業 26,827 1.18 25,628 1.05 30,565 1.16 100.0 95.5 113.9

合　　　　　計 290,666 12.74 316,877 13.03 363,299 13.75 100.0 109.0 125.0

全産業の従業者数 2,281,965 100.0 2,432,202 100.0 2,641,886 100.0 100.0 106.6 115.8

事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 昭５０ 昭５３ 昭和５６

所 ％ 所 ％ 所 ％

機 器 産 業 1,636 0.69 1,999 0.75 2,387 0.83 100.0 122.2 145.9

メ デ ィ ア 提 供 産 業 607 0.26 675 0.26 712 0.25 100.0 111.2 117.3

報 道 産 業 107 0.05 100 0.05 124 0.05 100.0 93.5 115.9

出 版 産 業 1,262 0.53 1,505 0.56 1,669 0.58 100.0 119.3 132.3

情 報 サ ー ビ ス 産 業 88 0.04 132 0.05 209 0.07 100.0 150.0 237.5

コンサルティング産業 2,555 1.09 3,098 1.17 3,727 1.29 100.0 121.3 145.9

エイジェント型産業 149 0.06 140 0.05 206 0.07 100.0 94.0 138.3

教 育 産 業 2,738 1.16 2,984 1.13 3,163 1.10 100.0 109.0 115.5

教 養 産 業 3,122 1.32 3,493 1.32 3,792 1.32 100.0 111.9 121.5

合　　　　計 12,264 5.18 14,126 5.33 15,989 5.56 100.0 115.2 130.4

全産業の事業所数 236,913 100.0 265,179 100.0 287,700 100.0 100.0 111.9 121.4
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者数は125.0、また、全産業の事業所数が121.4

であるのに対し、情報産業の事業所数は 130.4

といずれも高い数値を示し、情報産業が他の

産業に比して成長していることを示している。

　情報産業の中では、情報サービス産業が従

業者数で 408.2、事業所数で 237.5 と、著し

く高い数値を示し、情報サービス産業の成長

が注目される。

　従業者数の伸びが高いものは、①情報サー

ビス産業、②エイジェント型産業、③コンサ

ルティング産業、④機器産業、⑤教育産業で

あり、事業所数の伸びが高いものは、①情報

サービス産業、②機器産業、③コンサルティ

ング産業、④エイジェント型産業、⑤出版産

業となる。特に、素材系産業や機械組立系産

業との比較をみれば、その成長ぶりは看過で

きない。（図２－２－１から図２－２－４ま

で参照)

　なお、全産業に対する構成比についても、

従業者数、事業所数それぞれ伸びが見られる

ことも指摘できる。

　以上のことを考え合わせると、神奈川県内

においては、情報サービス産業を始めとする

情報産業が他の産業に比して、高い成長を示

しているということができるだろう。

図２－２－１　神奈川県内情報産業図２－２－１　神奈川県内情報産業図２－２－１　神奈川県内情報産業図２－２－１　神奈川県内情報産業

　　　　　　　　　　従業者数の変化　　　　　　　　　　従業者数の変化　　　　　　　　　　従業者数の変化　　　　　　　　　　従業者数の変化（１）（１）（１）（１）

図２－２－２　神奈川県内情報産業図２－２－２　神奈川県内情報産業図２－２－２　神奈川県内情報産業図２－２－２　神奈川県内情報産業

　　　　　　　　　　事業所数の変化　　　　　　　　　　事業所数の変化　　　　　　　　　　事業所数の変化　　　　　　　　　　事業所数の変化（１）（１）（１）（１）
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図２－２－４　神奈川県内情報産業事業所数の変化図２－２－４　神奈川県内情報産業事業所数の変化図２－２－４　神奈川県内情報産業事業所数の変化図２－２－４　神奈川県内情報産業事業所数の変化（２）（２）（２）（２）図２－２－３　神奈川県内情報産業従業者数の変化図２－２－３　神奈川県内情報産業従業者数の変化図２－２－３　神奈川県内情報産業従業者数の変化図２－２－３　神奈川県内情報産業従業者数の変化（２）（２）（２）（２）



3. 3. 3. 3. ニューメディアに対する企業のニューメディアに対する企業のニューメディアに対する企業のニューメディアに対する企業の

動向動向動向動向

　高度情報化社会は、ニューメディアの時

代だともいわれている。

　産業分野においても、ニューメディアの

もたらす企業機会をめぐって関心が高まっ

ており、ニューメディアに対する企業の動

向の把握なくしては、産業の情報化を十分

にとらえたことにはならないであろう。

　有力企業 314 社のニューメディアに対す

る対応の調査結果をまとめた「ニューメデ

ィア戦略 」の中では、次のような分

析をして

　・回答

ューメデ

①金融(銀

ビス業、

スーパー

など)が続

　・ニュ

関心度を

均点は、

③キャプ

(3.7)、⑤

⑦衛星放

　・ＩＮ

が示され

　・鉄道

いる。

　・電力

ＡＴＶ双

　・ＩＮ

機メーカ

保険など

はＣＡＴ

　・利用目的は、建設・不動産を除くとい

ずれの業種も「情報の提供」がトップであ

る。それに続いて「販売の促進」、「宣伝・

広告」、「販売の手段」となっている。その

他、経営の合理化、自動化を目的とし、新

事業の開発の契機としているところも少な

くない。

　・ニューメディア(ソフト)については、

ホームショッピングを除き、関心がないと

思われる「ノー・アンサー」が 1割を超え

た。

　・過半数の関心を集めたのは、ホームシ
（

を探る
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いる。

企業の業種別分布からみると、ニ

ィア・ビジネスヘの関心度は、

行、証券、保険など)、②サー

③商業(商社など)、④百貨店・

の順となり、これに製造業(電機

いている。

ーメディア（ ハード ）に対する

5点満点で評価したポイントの平

①ＩＮＳ(4.3)、②ＣＡＴＶ(4.2)、

テン(4.1)、④ビデオディスク

文字多重放送、衛星通信(各 3.4)、

送(3.3)となる。

Ｓに対しては、全般的に強い関心

ている。

は、ＣＡＴＶに強い関心を示して

・ガスと広告業界は、ＩＮＳとＣ

方に同程度の関心を示している。

Ｓに次ぐ関心度の高いものは、電

ーは衛星放送、金融(銀行、証券、

)はキャプテン、その他の業種で

Ｖとなっている。

ョッピング(60％)、ホームバンキング、フ

ァームバンキング(各 52％)の三分野であ

る。

　・セキュリティ・システムには、建設・

不動産と両部門を抱える鉄道、システム機

器を作る電機などのメーカーが強い関心を

示している。

　・座席、ホテル等のホーム予約には、サ

ービス、鉄道のほか、建設、銀行、金融、

保険なども関心を示している。

　・投資情報は、ニューメディアの登場で

銀行・証券の地位は半減する。

　・ホームシアターに強い関心を示してい

る企業は多くないが、金融機関を除いても

各業種に散見される。

　・在宅学習、文化・教養講座などに強い

関心を示しているのは、製造業、商業、サ

ービスなどである。

　結論として、ニューメディアに対する企

業の動向は、いわば、情報の産業化に向け

て積極的な模索の段階といえる。

注９）
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表２－２－１２　パターン別の地方分散の動機

地方分散
パターン 地方分散の動機

地方分散の動機に対する
情報通信の役割 問題点

生
産
拠
点

①　工場周辺地域の宅地化による。
②　設備の近代化を期に、大型工場を
  設立し、中小の工場を統合する。
③　新しい事業展開、生産の増大に伴
　い、新工場を設立する。
④　物流方式、経路の変化により、現
　状の立地条件が著しく不利になった
　場合に、有利な場所へ立地する。

①　情報通信面は重要で
　あるが、動機としては
　２次的になる事が多い。

②　ＦＡ化及びデータ通
　信システムの導入等に
　よる本社からの集中管
　理により、地方の工場
　労働者が減る可能性も
　ある。

事
務
拠
点

①　事務の集約化・合理化を行う。
②　事務を集中合理化する際には、土
　地が安く、セキュリティ対策も万全
　に施せる地方へ事務拠点を立地する。

①　全社的な情報通信面
での核になるため、大
容量のデータ通信回線
が利用できることが必
要条件となる。

① 事務部門の合理化を
　　目的とするため、地
　　方の支店の事務部門
　　は縮小されてしまう。

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
拠
点

①　セキュリティ対策として、本体を
　地方の万全の対策が施せる所に立地
　する。または、バックアップセンタ
　ーを地方に立地する。
②　職員の外部とのコンタクトが少な
　いので、土地代の高い所に立地する
　と、コスト面で不利になる。
③　データエントリーのための人員が
　大都市では確保できず、地方に求め
　る必要がある。

①　大都市や他の地域の
　大容量のデータを転送
　する必要があるため、
　大容量のデータ通信回
　線が利用できることが
　必要条件となる。

①　既存の設備がある場
　合は、東京と大阪にセ
　ンターを設け、互いに
　バックアップすること
　によりセキュリティを
　確保しようとする。

ソ
フ
ト
開
発
拠
点

①　プログラマーの人材確保が大都市
　では難しくなっており、地方に求め
　る必要がある。
②　戦略的に地方の需要を開拓する。

①　プログラムの転送
（納品）、本社のホストコ
　ンピュータの利用のた
　め、立地場所で大容量
　のデータ通信回線が利
　用できることが必要条
　件になる。

①　ソフトウェア開発の
　仕事を分担すると、そ
　の調整や機密保持に労
　力を要する。
②　地方では、ＳＥの確
　保やメーカーのサポー
　トが難しい。

研
究
開
発
拠
点

①　環境条件が良い所があれば、研究
　内容の拡大、新分野進出等の機会に
　移転する。
　　ここで環境条件とは

・ 関連企業、大学等の集積
・ 海外情報が豊富
・ 自然条件が良好等

①　業種や研究所の性格
　により異なるが、海外
　情報を（例えば、デー
　タベースを使って）入
　手しやすい事が必要条
　件。
②　新しい研究分野が提
　供されれば動機となり
　うる。

①　人的交流が確保され
　る必要がある。

物
流
拠
点

① 物流方式の変革に対応する。
② 物流の合理化、効率化を行う。
③ 市場の拡大に対応する。
④ 戦略的に地方の市場を確保する。

①　２次的動機であるが、
　物流管理システムのホ
　ストコンピュータを置
　く場合は、大容量のデ
　ータ通信回線が利用で
　きることが必要となる。

　　出典　郵政省「企業の移転、分散と情報通信の役割に関する調査報告書」昭和５９年３月
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４．４．４．４．産業基盤の情報化産業基盤の情報化産業基盤の情報化産業基盤の情報化
　産業の情報化の動向を追ってきたが、こ

こでは、産業基盤の情報化という視点から、

企業がどのような情報通信環境を求めてい

るかを述べる。

(1)(1)(1)(1)    　情報通信基盤の整備　情報通信基盤の整備　情報通信基盤の整備　情報通信基盤の整備

　事務拠点、データベース拠点、ソフト

開発拠点など企業の情報センター機能の

地方分散には、地方において情報通信基

盤が整備されることが重要な条件の一つ

となる。

　郵政省が昭和 59 年 3 月に出した「 企

業の移転、分散と情報通信の役割に関す

る調査報告書 」は、産業の地方立地の

情報面でのデメリットの原因として、①

情報発生源が偏在している、②情報人手

手段が十分に発達していない、③情報提

供源が偏在しているの三点を挙げている。

その上で、地方分散のパターン別に、地

方分散の動機、これに対する情報通信の

役割及び問題点を表２－２－１２のとお

り整理している。

　いずれにせよ、企業の地方分散を促進

する情報通信のあり方としては、企業内、

企業間の情報通信メディアとしての電話、

ファクシミリ、テレックス、テレビ会議、

データ通信等が特に必要となることが明

らかで、これらのメディアに対するニー

ズを充足し、情報通信基盤の高度化を図

っていくことが、企業の地方分散の条件

になると指摘している。

　また、併せて、直接企業活動にかかわ

る情報通信以外にも、ＣＡＴＶ、ビデオテッ

クス等のニューメディアが地域内で整備され

ることも重要な条件になるとしている。

(2)  (2)  (2)  (2)  必要とされている情報必要とされている情報必要とされている情報必要とされている情報

　　　　企業は、その活動を展開していく上

において、様々な情報を必要としている。

企業が必要とする情報が整備されている

のかどうかは、情報環境を評価する大き

な指標となろう。

　各種の調査から見ると、企業が必要と

している経営情報としては、経済見通し

情報、景気の動向情報、立地環境情報、

業界関係情報、顧客情報、技術・研究開

発情報、金融情報がその主なものとして

挙げることができる。(表２－２－13、

表２－２－14 参照)

　企業活動の周辺情報を含めて、輻広い

情報が求められているということができ

る。

(3)  (3)  (3)  (3)  情　報　源情　報　源情　報　源情　報　源

　企業が経営情報を入手している情報源

としては、新聞、テレビ、一般雑誌など

のマスコミ、親企業などの自社組織、業

界誌、専門誌、同業者、業界団体の会合

などの業界内部の手段、取引先などが主

要なものである。(表２－２－14 から表

２－２－16 まで参照)従って、これらの

情報源との関係を考慮しながら、情報環

境を整備する必要があろう。

　試みに、横浜市の調査をもとに役立っ

ている情報源の利用している情報源に対

する割合を計算すると(表２－２－15)、

数字の大きいものから、「 業界誌・専門

誌 」、「 業界団体等の会合 」、「 親企業・

取引先企業」、「 経営専門誌等 」、「 技術

指導員 」となる。利用頻度に対する有

効率とでも言えるだろうか、多くの人に

利用されているがその割には役立ってい
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ないもの、逆にあまり利用されていない

が利用された場合には役立っているもの

を発見しようとするものである。

　結果からみて特徴的なことは、「新聞、

テレビ、一般雑誌」が、単純な数字では、

３位を下らなかったものが一気に 14 位

まで下がり、逆に「 技術指導員 」が、

15、16 位だったものが５位にまで上がっ

てきた。つまり、「新聞、テレビ、一般雑

誌」という情報源は、多く流通している

だけに、その割には役立っていないとい

える。

一方、「技術指導員」という情報源は、

利用者は少ないが、利用した場合には役

立っているといえるだろう。「官庁、自

表２－２－１３表２－２－１３表２－２－１３表２－２－１３

必要情報区分別の回答企業数分布必要情報区分別の回答企業数分布必要情報区分別の回答企業数分布必要情報区分別の回答企業数分布

（単位（単位（単位（単位：企業数、％）：企業数、％）：企業数、％）：企業数、％）

（注）　（　）内の％は工業 369 社、商業 433 社、合計 802 社

で各々の企業数を除して算出

（出所）神奈川県中小企業経営情報意向調査報告書

昭和５８年１１月

工　　業 商　　業 計
経済の見通し 315(85.4) 334(77.1) 649(80.9)
景 気 の 動 向 353(95.7) 368(85.0) 721(89.9)
貿 易 の 動 向 144(39.0) 167(38.6) 311(38.8)
金 融 の 動 向 241(65.3) 248(57.3) 489(61.0)
業 界 の 動 向 314(85.1) 358(82.7) 672(83.8)
市 場 の 動 向 249(67.5) 377(87.1) 626(78.1)
産 業 政 策 220(59.6) 212(49.0) 432(53.9)
金 融 政 策 287(77.8) 295(68.1) 582(72.6)
中小企業施策 309(83.7) 317(73.1) 626(78.1)
立 地 環 境 255(69.1) 374(86.4) 629(78.4)
人 口 動 態 257(69.6) 275(63.5) 532(66.3)
消 費 動 向 159(43.1) 363(83.8) 522(65.1)
経 営 基 本 248(67.2) 324(74.8) 572(71.3)
財 務 250(67.8) 274(63.3) 524(65.3)
生 産 274(74.3) 274(74.3)
仕 入 263(60.7) 263(60.7)
労 務 287(77.8) 284(65.6) 571(71.2)
販 売 ・ 営 業 214(58.0) 344(79.6) 558(69.6)
事 務 改 善 203(55.0) 251(58.0) 454(56.6)
技 術 268(72.6) 268(72.6)
商 品 248(57.3) 248(57.3)
店 舗 276(63.7) 276(63.7)

情
　
　
報
　
　
Ｄ

情
報
Ａ

情
報
Ｂ

情
報
Ｃ
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治体等 」の出版物やパンフレットの有効

率は９位、「 地方自治体、商工会議所 」

のセミナー、研修会の有効率は１６位で、

パンフレット類はまあまあだが、セミナ

ー、研修会の類は中身の受実を図る必要

がありそうである。

　　　　　表２－２－１４　経営情報と入手先

（出所）東京都「東京の経済的中枢機能実態」１９８４年２月

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13
金

融

情

報

顧

客

情

報

設

備

投

資

情

報

新

規

事

業

情

報

技

術

研

究

情

報

人

事

採

用

情

報

業

界

関

係

情

報

海

外

経

済

情

報

官

公

庁

情

報

シ

ョ

ン

情

報

デ
ザ
イ
ン
・
フ
ァ
ッ

消
費
者
ニ
ー
ズ
情
報

天

候

等

の

情

報

そ

の

他

Ｎ

・

Ａ
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

33.1 51.7 13.9 16.6 39.7 1.3 68.2 13.2 19.9 2.6 18.5 0 0.7 6.6
自社組織（支
社、営業所、工
場など）

13.2 57.6 29.8 25.8 27.8 30.5 45.7 23.8 21.9 10.6 28.5 4.0 0.7

系 列 会 社 4.0 9.9 4.0 8.6 4.0 3.3 11.3 7.9 2.6 2.0 5.3 ― ―

取 引 先 11.9 58.9 30.5 32.5 25.2 0.7 49.7 25.2 9.3 15.9 38.4 2.6 ―

金 融 機 関 74.8 8.6 21.2 11.9 ― 1.3 9.3 25.2 4.0 ― 0.7 ― 0.7

専門調査機関 17.2 18.5 10.6 18.5 27.2 32.5 11.9 20.5 5.3 6.0 12.6 9.9 0.7

経 営 者 団 体 7.9 2.0 6.0 4.0 2.0 23.2 24.5 7.3 22.5 0.7 2.6 ― ―

業界新聞や定期
刊 行 物 33.8 37.1 45.7 44.4 54.3 32.5 68.2 31.1 34.4 23.8 31.8 7.9 1.3

一般新聞や テ
レ ビ 35.1 13.2 14.6 21.2 15.2 32.5 11.3 31.8 21.2 17.9 18.5 33.8 0.7

官 公 庁 7.3 5.3 9.3 6.0 7.9 6.6 15.2 7.9 61.6 ― 2.0 9.9 ―

公的研究機関 4.6 1.3 6.0 7.3 35.1 4.6 2.0 7.9 11.3 0.7 1.3 5.3 ―
消 費 者 0.7 11.9 ― 3.3 2.0 ― 2.6 ― ― 6.6 30.5 ― ―
見本市・展示会 ― 7.3 4.6 6.6 17.2 ― 4.6 2.6 ― 16.6 7.3 ― ―

そ の 他 ― 0.7 ― 1.3 0.7 2.0 2.0 ― ― 0.7 0.7 1.3 ―

そのような情報
は 必 要 な い ― 0.7 2.0 ― ― ― ― ― 21.9 4.6 20.5 4.0

Ｎ ． Ａ ． 21.2 17.9 30.5 31.1 21.9 37.1 7.9 32.5 27.8 39.1 31.8 41.7 94.7

入
　
　
　
　
　
手
　
　
　
　
　
先

必要な情報　
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表２－２－１５　経営関連情報の情報源表２－２－１５　経営関連情報の情報源表２－２－１５　経営関連情報の情報源表２－２－１５　経営関連情報の情報源

利
用
し
て

 
 
 
 
 

い
る
も
の

 
 
 
 
 

役
立
っ
て

 
 
 
 
 

い
る
も
の

 
 
 
 
 

今
後
も
利
用

し
て
い
き
た

い
も
の

利
用
し
て

 
 
 
 
 

い
る
も
の

 
 
 
 
 

役
立
っ
て

 
 
 
 
 

い
る
も
の

 
 
 
 
 

今
後
も
利
用

し
て
い
き
た

い
も
の

＊有

効

率

 
 
 
 
 

区　　分

情報源 パーセンテージ 順　　　　　位

回　答　企　業　数 1,012 750 749 ― ― ― ―

新聞・テレビ・一般雑誌 65.6 30.4

業界誌・専門誌 60.8 42.8

マ
ス
コ
ミ

経営専門誌 38.0 23.5

官庁・地方自治体 34.6 17.2

業界団体・組合 36.2 18.5

出
版
物

パ
ン
フ
レ
ッ
ト

民　間　会　社 36.6 16.9

地方自治体・商工会議所 40.0 17.5セ
ミ
ナ
ー

 
 
 
 
 

研
　
修
　
会 民　間　会　社 14.2 6.8

経 営 指 導 員       11.7 6.3

技 術 指 導 員       8.0 4.5
個
別
指
導 民間のコンサルタント等 45.3 24.7

　　親企業・取引先企業 56.8 35.6

同　　業　　者 45.6 21.2

業界団体等の会合 39.4 25.1

友人・親戚・地方有力者 15.3 7.3

地域経営団体 10.0 4.3

そ
　
の
　
他

ベンチャークラブ等 5.1 2.4

「 横浜市中小工業の情報活動―情報活動の実態と今

社 社 社

％ ％ ％

750
1,012

※有効率＝ ×（役立っているもの
（利用しているもの
 36 - -

31.6 ① ③ ③ １４

43.1 ② ① ① ①

25.8 　８ 　６ 　６ ④

17.6 １１ １０ １１ 　９

20.3 １０ 　８ 　９ 　８

18.0 　９ １１ １０ １５

22.0 　６ 　９ 　８ １６

7.7 １３ １３ １４ １０

9.7 １４ １４ １２ ７

7.2 １６ １５ １５ ⑤

30.6 ④ ⑤ ④ ６

41.1 ③ ② ② ③

25.5 ⑤ 　７ 　７ １３

28.6 　７ ④ ⑤ ②

9.1 １２ １２ １３ １１

5.1 １５ １６ １６ １７

3.5 １７ １７ １７ １２

後の対応方向 」1983年より作成

のパーセンテージ）
のパーセンテージ）
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表２－２－１６　情報の主な収集先表２－２－１６　情報の主な収集先表２－２－１６　情報の主な収集先表２－２－１６　情報の主な収集先（業種別）（業種別）（業種別）（業種別）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

（出所）神奈川県中小企業経営情報意向調査報告書　昭和５８年１１月

（注１）参考資料
　通商産業省機械情報産業局「 豊かなる情報
化社会への道標 」産業構造審議会情報産業部
会答申(1981 年 6 月 15 日発表)コンピュータ・
エージ社　1982 年
産業構造審議会情報産業部会中間答申 1983 年
12 月

（注２）今井賢一「 日本の産業社会 」筑摩書房
1983 年　6ページ　13 ページ　49 ページ

（注３）高木教典　「情報産業論」(東京大学公開講座
13「情報」東京大学出版会)　1971 年
170 ページ

（注４）館　龍一郎,経済の構造変化と政策の研究会
「ソフトノミックス」　日本経済新聞社
1983 年　171 ページ

（注５）片方善治　「 高度情報化社会事典 」　日
本英語教育協会　1983 年　15 ページ

（注６）電気通信総合研究所「 80年代における情報
産業の発展動向 」　1983年　128ページ

（注７）新睦人　「 情報社会をみる眼 」　有斐閣
選書　1983 年　112 ページ

（注８）科学技術と経済の会「 情報産業の将来像 」
日刊工業新聞　1982 年　30 ページ

（注９）サンケイマーケティング「 ニューメディア
戦略を探る-有力企業 314 社の対応と現状- 」
1983 年 12 月

建設業　 製造業 卸売業 小売業 サービス業 合計
所属団体 65.8 53.5 55.4 54.3 60.9 56.1
取引先・提携先・親会社 59.5 78.0 76.1 65.1 29.9 66.4
公共機関 26.6 27.5 10.9 11.2 14.9 19.0
民間の専門研究機関 10.1 6.4 13.0 7.8 6.9 8.1
業界新聞・雑誌・専門誌 73.4 76.9 94.6 72.4 72.4 76.8
一般新聞・雑誌 36.7 44.0 58.7 51.3 51.7 48.1
講習会・研究会等 36.7 40.3 35.9 50.0 37.9 42.1
その他 1.3 1.5 1.1 6.9 3.4 3.3

合　　計（実数）   79     273      92     232      87     763
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第３節　行政分野の情報化第３節　行政分野の情報化第３節　行政分野の情報化第３節　行政分野の情報化

１．行政と情報１．行政と情報１．行政と情報１．行政と情報

　今日、コンピュータに代表される電子機

器を利用した事務処理あるいは行政サービ

スの合理化・効率化や、多様な内部情報シ

ステムの高度化への取組みなどの施策化が

始まっている。

　行政は、地域社会の様々な変化に適切に

対応しなければならない。情報化社会が展

開する中で、行政が情報化に取組むことが

地域社会の新しい変化に対応する行政運営

の一つの方策であるとの認識も高まってい

る。

　行政において「情報」という言葉が意識

的に課題となったのは、情報公開の制度化

に関する議論が活発化した昭和 55 年前後か

らである。とはいえ、行政は、それ以前か

ら、例えば広報広聴、統計調査や資料作成

など呼び方が異なっても様々な部門で情報

を意識し、また収集、伝達してきた。(注 1)

換言すれば、行政組織そのものがある意味

でもともと情報処理機構であるといえる。

　行政が保有する膨大かつ多種多様な行政

情報を有効に利用することは、地域社会の

発展に貢献するために不可欠のことと考え

られる。行政情報の活用の意義として、単

に行政運営の計画化、科学化における意義

にとどまらず、各種行政サービスの局面、

市民の社会的諸活動や産業活動への支援、

そして行政相互の協力などの新しい局面で

の意義が加えられてくると思われる。(注 2)

　本節では、高度情報化社会を迎えて地域

社会に新しい時代の徴候がみられる現在、

行政がその情報化により従来までの行政の

枠をこえ、新たに展開することを予感しつ

つ行政分野の情報化の現状について述べて

みたい。

２．行政分野における情報化の２．行政分野における情報化の２．行政分野における情報化の２．行政分野における情報化の現状現状現状現状

　情報化社会の進展は、行政分野に様々な

インパクトを与えている。

　第一は、マイクロエレクトロニクスと通

信技術の飛躍的な進歩によるコンピュ一タ

利用の拡大と多様化である。

　従来の利用形態である定形型、大量の業

務処理を専門担当部門が運用する業務の拡

大と同時に、比較的取り扱いが容易であり

低価格であるパーソナルコンピュータやオ

フィスコンピュータの出現により、非定形

型、少量の事務処理が可能となった。そし

てデータ処理技術の進歩や通信技術の発達

とオンライン化あるいはネットワーク化に

より、情報処理の高度化が図られている。

　第二は、情報化社会における県民の「 知

る権利 」を保障した「 情報公開制度 」の

確立である。行政に対する住民の「 知る権

利 」は、民主主義国家においてきわめて重

要な概念であり、いわゆる情報民主主義の

原則に合致するものである。そして自治体

の行政分野と主権者である県民との間に自

由で豊かな情報の流れを保障することで、

さらに情報化社会の新たな進展に貢献する

ともいえる。

　第三のインパクトは、プライバシー保護

をめぐる様々の動きである。

　それは、行政は法制度等に基づき大量の

個人情報を収集・蓄積しており､また､それ
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表２－３－１　電算関係機器・経費・職員数の推移

らの個人情報の電子情報化も進んでいる。

そのため、情報公開制度では個人情報が、

プライバシー保護のため非公開情報の中心

となっている。これらの状況が示すように、

個人情報の取扱いを誤ると個人の権利を侵

害し、行政に対する信頼を損なうことか考

えられ、情報化社会の進展に伴いプライバ

シーの保護が行政の重要な課題となる。

　第四は、コンピュータや通信技術の発達

や情報ニーズの高まりにより、様々な情報

システムが、行政サービスとしてまたその

業務として大きな比重を占めることが予想

される。現在、すでにいくつかの情報シス

テムが整備・拡充が図られている。

(1)(1)(1)(1)    コンピュータ利用の拡大コンピュータ利用の拡大コンピュータ利用の拡大コンピュータ利用の拡大

ア　コンピュータの導入状況

自治体におけるコンピュータの導入は、昭

和 36 年に大阪市が行ったのがかわきりであ

る。都道府県では、昭和 38 年 2 月に神奈川

県が導入して以来、大型コンピュータに限

れば 40 都道府県で導入されており、残りの

府県においても中型コンピュータが利用き

れている。一方、市町村での導入も近年、

著しい伸びを示している。(表２－３－1)

　県段階の利用業務は、表２－３－２になる。

給与・自動車税・指定統計・自治省統計・

森林計画については、すべての都道府県が

利用している。人事管理・起債管理・その

他の統計・各種福祉資金事務については、46

都道府県で利用している。また、その業務

の性質上情報伝達や処理に迅速性や広域性

が要求されている業務は、オンライン化が

行われており主なものとして、大気汚染監

視システムが 40 都道府県、税務関係システ

出典　｢ 地方自治コンピュータ総覧　５８年度版 」
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の

他

公営企業関係 行政委員会関係

騒

音

振

動

測

定

病院

  　  区  分  

市 町 村 名 単 独 納 入 単 独 委 託 そ の 他
横 浜 市 〇 39 年 4 月 3 7
川 崎 市 〇 40 年 1 1 月 3 5
横 須 賀 市 〇 45 年 1 2 月 2 4
平 塚 市 〇 41 年 3 月 2 4
鎌 倉 市 〇 49 年 7 月 1 8
藤 沢 市 〇 38 年 1 2 月 3 8
小 田 原 市 〇 40 年 1 2 月 1 9
茅 ヶ 崎 市 〇 41 年 4 月 2 0
逗 子 市 〇 41 年 4 月 1 1
相 模 原 市 〇 40 年 4 月 2 5
三 浦 市 〇 47 年 1 0 月 7
秦 野 市 〇 44 年 2 月 1 4
厚 木 市 〇 41 年 1 1 月 1 8
大 和 市 〇 43 年 4 月 2 0
伊 勢 原 市 〇 44 年 2 月 1 1
海 老 名 市 〇 43 年 1 月 2 0
座 間 市 〇 42 年 4 月 1 5
南 足 柄 市 〇 43 年 3 月 8
綾 瀬 市 〇 42 年 4 月 1 5
葉 山 町 〇 44 年 4 月 1 6
寒 川 町 〇 47 年 4 月 1 5
大 磯 町 〇 44 年 4 月 9
二 宮 町 〇 47 年 4 月 3
中 井 町 〇 45 年 3 月 6
大 井 町 〇 53 年 4 月 8
松 田 町 〇 44 年 4 月 4
山 北 町 〇 52 年 9 月 1 8
開 成 町 〇 54 年 1 0 月 8
箱 根 町 〇 43 年 4 月 7
真 鶴 町 〇 43 年 4 月 6
湯 河 原 町 〇 48 年 4 月 1 3
愛 川 町 〇 46 年 1 月 1 4
清 川 村 〇 54 年 1 月 5
城 山 町 〇 44 年 4 月 1 5
津 久 井 町 〇 46 年 4 月 1 2
相 模 湖 町 〇 5 1 年 4 月 7
藤 野 町 〇 5 1 年 4 月 6

県 計 23 1 3 1 5 5 1

都 市 計 画 税 　 （ ２ ４ ）

住 民 記 録 　 　 （ ２ ３ ）

住 民 税 　   　 （ ３ ７ ）

固 定 資 産 税   （ ３ ７ ）

公 営 住 宅 管 理 　 （ １ １

そ の 他  　 　  （ １ ５ １

各 種 検 診   　 　 （ １ ４

国 民 年 金 　 　 （ ３ ５ ）

軽 自 動 車 税 　 （ ３ ４ ）

上 下 水 道 　 　 （ １ ７ ）

人 事 管 理   　 　 （ １ ７

起 積 管 理   　 　 （ １ ５

利 用 形 態

自 治 省 統 計  　 （ １ ９ ）

給 　 　 　 与 　 （ ３ ５ ）

国 民 健 康 保 険 税 （ ３ ５

処 理 開 始 年 月 処 理 業 務 数

処 理 業 務 名

（ 　 ） 内 は 市 町 村 数

選 挙 管 理 委 員 会 （ ２ ０

教 育 委 員 会 　  （ ２ １ ）

ムは23都道府県の利用があげられる。(注3)

　神奈川県では、主管課である電算システ

ム課が運用管理しているコンピュータによ

る業務数は、昭和 59 年 3 月末現在では 132

業務となっている。オンライン化している

主なシステムは、自動車税・法人二税・財

務会計システム・行政データ共通利用シス

テムがある。

　神奈川県内の 37 自治体のコンピュータ導

入と利用業務は､表２－３－３のとおりであ

る。利用業務としては、住民税、固定資産

税が全自治体で利用され、給与、国民健康

保険税、国民年金では 35 自治体が利用して

いる。

　一方、従来までの大型コンピュータ利用

によるＯＡ化の拡大と同時に、オフィスコ

ンピュータやパーソナルコンピュータを中

心とした各種電子機器を使用したＯＡ化も

進められようとしている。行政内部に研究

会等を設けて検討している都道府県は 13 で

ある。また、検討あるいは導入試行中と回

答したものが 20 県である。今後、各種電子

機器の導入によるＯＡ化は、パーソナルコ

ンピュータやオフィスコンピュータの利用

表２－３－２表２－３－２表２－３－２表２－３－２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表２－３－　表２－３－　表２－３－　表２－３－3333
都道府県における電算処理業務別実施団体数　　　　　県内市町村電算導入及び処理業務都道府県における電算処理業務別実施団体数　　　　　県内市町村電算導入及び処理業務都道府県における電算処理業務別実施団体数　　　　　県内市町村電算導入及び処理業務都道府県における電算処理業務別実施団体数　　　　　県内市町村電算導入及び処理業務

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和 58 年 4 月１日現在

出典　「自治コンピューター総覧」58 年度版
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を促進することは明らかであり、最終的に

は大型コンピュータを中心としたネットワ

ーク化あるいはＬＡＮを指向するものとい

える。(注 4、注 5)

イ　コンピュータ利用業務の質的変化

　コンピュータによる事務処理として、オ

ンライン化したデータベースの利用がふえ

ている。これらシステムは、手作業では膨

大な事務処理量となる税務関係業務などで、

基本となる台帳等をデータベース化し、そ

れに関する情報を広域・迅速に入出力する

ことで当該業務を合理化・効率化させる。

  それらを「台帳型データベース」利用と

名付けるならば、近年において「知識型デ

ータベース」利用ともいうべき情報システ

ムが開発され始めている。これらは、社会

の様々な分野から出されている報告書・統

計・白書等から収集・整理した大量の情報

をデータベース化し、検索性を向上させた

もので、データのグラフ化や地図情報化す

ることで情報利用の容易性も向上させる。

　これら知識型データベース利用による各

行政分野の日々の業務や政策決定（意思

表２－３－４　情報公開制度の現況表２－３－４　情報公開制度の現況表２－３－４　情報公開制度の現況表２－３－４　情報公開制度の現況
１．府県

自治体名
施　行
年月日

条例（要綱）の名称

１ 神奈川県 58. 4.1
神奈川県の機関の公文
書の公開に関する条例

２ 埼 玉 県    58. 6.1
埼玉県行政情報公
開条例

３ 大 阪 府    59.10.1
大阪府公文書公開
条例

４ 長 野 県    59.10.1
長野県公文書公開
条例

５ 岡 山 県    59. 6.1
岡山県の公文書公開
の試行に関する要綱

２.市

自治体名 施行
年月日 条例(要綱)の名称

１
福岡県
春日市

58. 4.1
春日市情報公開条
例

２
山形県
新庄市

58.10.1
新庄市情報公開条
例

３
山形県
　村山市

58.11.1
村山市情報公開条
例

４
愛知県
　稲沢市

59. 4.1
稲沢市行政情報公
開条例

５
神奈川県
　川崎市

59.10.1
川崎市情報公開条
例

６
神奈川県
　秦野市

58. 4.1
秦野市公文書の閲
覧等に関する要綱

３.町

自治体名 施　行
年月日 条例の名称

１ 山形県
　　金山町  57. 4.1 金山町公文書公開

条例

２ 静岡県
　蒲原町  57.10.1 蒲原町情報公開条

例

３ 大分県
  緒方町  58. 1.1 緒方町公文書公開

条例

４ 広島県
　  府中町  58. 4.1 府中町情報公開条

例

５ 大分県
　  三重町  58.10.1 三重町公文書公開

条例

６ 大阪府
　  島本町  59. 4.1 島本町情報公開条

例

７ 富山県
　  入善町  59. 9.1 入善町情報公開条

例

８ 大分県
　  朝地町  59.10.1 朝地町公文書公開

条例

制 度 化    
予定年度

都道府県名
市、町
特別区

59 年度 東京 　１

60 年度
茨城、栃木、群馬、新潟、福
井、山梨、兵庫、徳島、福岡

２４

61 年度 秋田､富山、滋賀、香川 ２９
61 年度～
 62 年度 佐賀 　６

それ以降  宮城、三重、沖縄 　３

9

4

1

1

3
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決定)など行政運営における行政の科学

化・計画化が、今後の大きな動向といえる。

((((２２２２) ) ) ) 情報公開制度の確立情報公開制度の確立情報公開制度の確立情報公開制度の確立

　情報公開制度は、すでに制度を実施し

ている府県の情報公開条例においてみら

れるように、公正な県政の実現と県民と

県との信頼関係の確保をめざしたもので

ある。

　一方、諸外国では11か国がこの制度を

法制化している。我が国では19自治体が

制度化し、さらに多くの自治体で制度化

を計画・検討しており地方の新しい波と

なっている。（ 表２－３－４、表２－３

－５ )

　地方自治法は、条例の制定改廃請求権

や監査請求権などの直接民主主義的な権利

を認めているが、これらの制度を保障する

ためにも情報公開が必要であり、防衛、外

交等に関する情報のように、公開にあたっ

て問題とされる情報が地方自治体には少な

いこともあって、情報公開の制度化は自治

体が先行している。(注 6)

  神奈川県では、すでに昭和 58 年 4 月に

県民に対する情報政策のいわば車の両輪と

して、情報公開制度と情報提供システムを

都道府県として最初にスタートさせた。運

用状況は(表２－３－６)参照。

　一般に行政情報は、文書の形で流通して

いる。これは、原則として行政の業務が文

書により行われていることによる。

表２－３－５　情報公開条例の概要一覧表２－３－５　情報公開条例の概要一覧表２－３－５　情報公開条例の概要一覧表２－３－５　情報公開条例の概要一覧

団体名 神 奈 川 県          埼 玉 県       

条例名
（施行年月日）

神奈川県の機関の公文書の公開に関する
条例（Ｓ．58.4.1）

埼玉県行政情報公開条例
（Ｓ．58.6.1）

目　的

〇公正で開かれた県政
〇県民と県の信頼関係の増進

〇県政の公正な執行と県民の信頼
確保

〇県政参加の促進

公文書（情
報）の定義

〇実施機関の職員が分掌する事務に関し､
　職務上作成取得した文書・図画（マイ
　クロフィルムを含む）

〇県の機関の作成した文書で決裁
の終了したもの

〇県の機関が入手した文書で受理
手続等の終了したもの

実施機関の
定　　　 義

〇知事、議会、公営企業管理者、行政委
員会（公安委員会を除く）

〇知事、公営企業管理者、行政委
員会

（公安委員会を除く）

請 求 権 者     

〇県内に住所、勤務、在学する者
〇県内に事務所を有する法人、その他の
団体

〇県の行政に利害関係を有する者

〇県内に住所を有する個人、法人、
その他の団体

適 用 範 囲     

〇条例施行日以降に作成したもの等
〇条例施行日前に作成したもの等で保存
期間１０年以上のもの　生命、身体、
健康、消費生活、環境等にかかるもの

〇58.4.1  以降作成したもの等
〇58.3.31までのもので目録の整備
されたもの
〇出先機関のものについては、目
録に整備されたものに限り適用
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しかしながら、その文書は様々な形態が

ありかつ極めて膨大な量となっている。

　県の情報の流れは、一般に各担当の業

務目的により収集されたのち、それぞれ

の組織で処理・加工されてゆき、最終的

に県の意思決定がなきれるまでに情報を

文書化する領域と、それをさらに、いわ

ゆる情報的な情報に処理、加工し、報告

書、白書、パンフレット等の形で公表広

報きれる領域に概ね分けることができる。

(図２－３－１)

　神奈川県の情報提供システムは、従来

までの情報提供を総合化し、システム化

したもので、情報公開制度を補完し、県

民ニーズに積極的に応えるため、次の三

つのシステムで構成されている。①　県

民が県政情報にアクセスするのに応える

ための「 窓口による総合的情報提供シ

ステム 」②　県民に県政情報を伝達す

るための「 広報による情報提供システ

ム 」③ 公表制度や住民参加手続の拡充

を内容とする「 行政手続による情報提

供システム 」。そして情報公開制度と提

供システムの窓口として県政情報センタ

ーおよび 8 地区に地区県政情報コーナー

を設置している。

  また、最近のコンピュータ利用の拡大

にともない電子情報として磁気テープ等

で保存されている情報も多くなっている。

そこで、これら電子情報の公開・提供も

大 阪 府         長 野 県         

大阪府公文書公開等条例
（Ｓ．５９．１０．１）

長野県公文書公開条例
（Ｓ．５９．１０．１）

○ 府政参加の推進　○府政の公正な運営の
確保　　○府民生活の保護・利便の増進

○個人の尊厳の確保

　○県政に対する県民の理解と信頼を深める
　○公正な県政の進展

○府の機関が職務上作成受領し、決裁閲覧を
終えた文書・図画・写真・スライド（マイ
クロフィルムを含む）

　〇実施機関が作成取得した文書・図画(　マ
イクロフィルムを含む）で決裁、回覧等の
終了したもの

○知事、水道企業管理者、行政委員会（公安
委員会を除く）

　○知事、公営企業管理者、行政委員会（公安
委員会を除く）

○府の区域内に住所、勤務、在学する者
○ 府の区域内に事務所、事業所を有する法人
その他の団体

○府の行政に利害関係を有するもの

　○県内に住所を有する個人
　○県内に事務所、事業所を有する法人その他
の団体

○施行日以後に作成受領した公文書
○施行日前に作成受領した公文書で永年保存
のもの

　○59.3.31 において実施機関が管理している
公文書で、保存期間５年以下のものについ
ては、当分の間適用しない。
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図２－３－１　行政分野における情報の流れイメージ図図２－３－１　行政分野における情報の流れイメージ図図２－３－１　行政分野における情報の流れイメージ図図２－３－１　行政分野における情報の流れイメージ図

意志伝達

窓口における情報
交換

部局広報

県民集会・相談・
要望・意見等
申請・届出・登録
調査等

課題抽出

報告書・年報等
作成

県
民
課

担
　
当
　
部
　
局

文書処理終了

審
 
 
 
査

意 思 決 定

集   計

業務・データ分析

公
聴
会

審
査
会

情 報 公 開
情 報 提 供

県 政 情 報 室

国・市町村

他　部　局

県
 
民
 
・
 
企
 
業
 
等

照

等

文書保存
照会・調査等
文 書 課
総合広報
会等



- 45 -

表２－３－６　神奈川県情報公開、情報提供も運用状況表２－３－６　神奈川県情報公開、情報提供も運用状況表２－３－６　神奈川県情報公開、情報提供も運用状況表２－３－６　神奈川県情報公開、情報提供も運用状況（昭和（昭和（昭和（昭和 59595959年年年年 6666月末現在）月末現在）月末現在）月末現在）

１．情報公開、情報提供の運用状況　　　　　　　　制度開始時からの累計（　）内は 100％

２．公文書公開請求情報及び情報提供情報の分野別内訳

３．公文書公開請求の処理内訳

来訪 電話 計 閲覧 案内 計

県 政 情 報 セ ン タ ー    3,340人    156人   3,496人   427件 4,786件   634件  5,604件
地区県政情報コーナー 2,586 1,891 4,477 28 1,136 3,747 4,886
合      　    計 5,926 2,047 7,973 455 5,922 4,390 10,490

区             分
受　　付　　人　　数 公文書

公開請求
件　数

情　報　提　供　件　数

公文書公開
請 求 件 数 閲  覧 案  内 計

人口関係情報 1( 0.2) 382( 6.5) 46( 1.0) 428( 4.2)
土地自然関係情報 2( 0.4) 293( 4.9) 39( 0.9) 332( 3.1)
資源エネルギー関係情報 0( 0  ) 43( 0.7) 10( 0.2) 53( 0.5)
健康医療関係情報 69(15.2) 138( 2.3) 139( 3.3) 277( 2.7)
社会福祉関係情報 5( 1.0) 165( 2.9) 299( 6.8) 464( 4.5)
雇用関係情報 0( 0  ) 83( 1.4) 312( 7.1) 395( 3.8)
消費生活関係情報 12( 2.6) 82( 1.4) 67( 1.5) 149( 1.4)
教育関係情報 41( 9.0) 284( 4.8) 208( 4.7) 492( 4.8)
文化関係情報 13( 2.8) 276( 4.7) 235( 5.4) 511( 5.0)
防災防犯関係情報 17( 3.8) 160( 2.7) 181( 4.1) 341( 3.3)
生活環境関係情報 76(16.7) 402( 6.9) 1,338(30.5) 1,740(16.9)
交通運輸関係情報 3( 0.6) 96( 1.6) 83( 1.9) 179( 1.8)
公害自然環境関係情報 83(18.3) 322( 5.4) 111( 2.5) 433( 4.3)
産業関係情報 12( 2.6) 834(14.0) 210( 4.8) 1,044(10.1)
行政一般関係情報 121(26.8) 2,362(39.8) 1,103(25.3) 3,465(33.6)

合    計 455(100 ) 5,922(100 ) 4,381(100 ) 10,303(100 )

情  報  提  供  件  数分     野

公　　開 378
一部公開 65
非  公  開 6
計 449

6

45 5合     計

0

処
理
済

取 下 げ そ の 他

未処理 （公 開、 非公
開 の 決 定 前 の も の
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新しい課題となるが、行政データ県民利用

システムとして新しい試みが始っている。

(3)(3)(3)(3)　プライバシーの保護　プライバシーの保護　プライバシーの保護　プライバシーの保護

　プライバシーの概念は、我国では十分に

成熟していないが、一般的には「 一人に

してもらう権利 」から「 自己に関する情

報の流れをコントロール( 管理 )する権

利 」へと変化してきている。このことを

考えれば、情報化社会の進展に伴い、様々

な個人情報が大量に流通していることは重

要な意味をもってくる。例えば、クレジッ

トカードの流通や商業部門における顧客管

理、割賦販売の増加等により民間信用機関

による個人情報の収集・蓄積がなされてい

る。民間信用機関は「貸金業の規制等に関

する法律」において「信用情報機関」とし

て定めてあるように社会制度としてすでに

機能していることから、プライバシーの問

題は自己情報のコントロールの問題となっ

ている状況にある。

　プライバシーの保護と現状について、き

わめて詳細な研究をおこなっている行政管

理庁プライバシー保護研究会では、次のよ

うな場合にプライバシーの侵害の恐れがあ

ると指摘している。(注7)

ａ．データを処理する者が業務の目的の遂

行に必要なデータ以外のデータ収集・蓄

積し、または違法、不当な手段によって

データの収集を行いそれが種々の目的に

利用される場合

ｂ．各種の目的で収集された個人データが

広く交換あるいは集中化され、データが

収集目的以外に利用される場合

ｃ．　誤ったデータ、過去の特定時のみのデー

タ、一部分のみのデータなどが利用され、

又は流通する場合

ｄ．　正当な権限のない者又はデータ処理担当

職員が不当にファイルにアクセスし、個人

データを改ざん、加工又は外部に漏えいす

る場合

　従来までのプライバシー保護は、それぞれ

の個別法の中で対応されてきている。それは、

基本的人権や通信の秘密等に関連した、刑法、

民法、郵便法、公衆電気通信法と、公務員あ

るいはそれに相当する職務にある者に対する

「 守秘義務 」あるいは「 職務上知りえた

秘密の漏えいの禁止 」という服務上の規定

によるものがある。(巻末資料参照)

　しかしながら、上記の守秘義務等の趣旨が

現在プライバシー保護の中心である「 個人

情報の保護 」の趣旨と合致するか必ずしも

明確ではなく、近年各地の自治体において条

例化されている電子計算組織に関するデータ

保護における条文に見られるような「 個人

情報の保護 」により、プライバシー保護を

保障しまた確立することが全般的な傾向であ

るといえる。

　それは行政分野における個人情報が、より

市民に密接な市町村に多く保有されており、

また、それらの個人情報は電子情報としてフ

ァイル・システム化が図られている。電子情

報に関するデータ保護として、表２－３－９

のとおり 144 の市町村が個人情報の保護をう

たった条例を制定している。なお住民記録の

コンピュータ利用は、昭和５８年３月末現在

で全国で1600団体、神奈川県内の自治体は24
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市町村で、このうち１市２町で個人情報保護

をもりこんだ条例を、2 市１町で規則を制定

している。（表２－３－１０）（注8）

県段階では、プライバシーの保護を目的

とした条例はないが、情報公開条例にお

ける非公開文書の第一としてとりあげら

れており、行政情報の公開に関して重要

な判断基準となっている。

　なお、福岡県春日市は、「 春日市個人

情報保護条例 」昭和59年7月７日に公

表２－３－９　プライバシー保護条例の制定状況表２－３－９　プライバシー保護条例の制定状況表２－３－９　プライバシー保護条例の制定状況表２－３－９　プライバシー保護条例の制定状況

出典　ジェリスト増刊　条例集覧　1984.1号

表２表２表２表２----３３３３----１０１０１０１０

神奈川県内市町村のプライバシー神奈川県内市町村のプライバシー神奈川県内市町村のプライバシー神奈川県内市町村のプライバシー

保護の制定条例保護の制定条例保護の制定条例保護の制定条例（規則）名（規則）名（規則）名（規則）名

出典　神奈川県昭和58年度市町村
 便覧

都 道 府 県 市   区 町   村 そ の 他 計
北 海 道 1 1
青 森 1 1
岩 手 1 1 2
宮 城 6 6
秋 田 2 8 1* 11
山 形 4 1 5
福 島 3 3
茨 城 1 1
栃 木 1 1
群 馬 1 1
埼 玉 9 3 12
千 葉 1 1
東 京 16内 (11)** 16
神 奈 川 1 2 3
新 潟 1 1 2
岐 阜 1 3 4
静 岡 3 5 8
愛 知 4 2 6
滋 賀 1 1 2
京 都 5 5
大 阪 7 7
兵 庫 2 6 8
奈 良 2 2
鳥 取 2 2
島 根 1 1
岡 山 1 1
徳 島 1 1 2
香 川 4 15 19
愛 媛 2 2
高 知 1 1
福 岡 3 3
長 崎 3 3
宮 崎 1 1
沖 縄 1 1
計 76 67 1 144

公布年月日 条例または規則名

昭和５４年
　３月２８日

茅ヶ崎市電子計算組織の運営
に関する条例

昭和５５年
　３月　1日 湯河原町　〃

昭和５８年
　３月２２日

真鶴町電子計算組織に係るデー
タ保護等に関する条例

昭和５４年
　５月　１日

厚木市電子計算組織の運営に関
する規則

昭和５５年
　４月　１日 綾瀬市電子組織運営規程

昭和５８年
　９月２８日

愛川町電子計算組織の運営に関
する規則
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表２－３－１１表２－３－１１表２－３－１１表２－３－１１

神奈川県内市町村のデータ神奈川県内市町村のデータ神奈川県内市町村のデータ神奈川県内市町村のデータ

保護関係規定一覧表保護関係規定一覧表保護関係規定一覧表保護関係規定一覧表

布している。この条例は、電子情報に限

定せず、また原則として行政以外が保有

する個人情報についても保護することを

目的としているのが大きな特徴である。

(4)(4)(4)(4)　行政サービスの情報システム化　行政サービスの情報システム化　行政サービスの情報システム化　行政サービスの情報システム化

　様々な行政サービスの中には、情報や

その基盤を整備することでその機能を十

分に発揮するものがある。例えば、すで

に運用されている、地震に関する情報を

正確にかつ迅速に多数の人々に伝達する

防災関連情報システム、地域の病院、医

院等の機関を結ぶ 119 番における急病人

の搬送病院への的確な指示を行う救急情

報システムなどがそれである。これらの

情報システムは、自然災害や公害、事故、

病気等から県民の生命や安全あるいは健

康を守るためのもので、今後、コンピュ

ータ等の電子機器と通信技術の発展によ

り、これらの情報システムをよりきめ細

く構築運営し、的確な情報を提供してゆ

くことが行政サービスの一つの柱となる

ことが予想される。

　一方、現在は完成されたシステムとは

なっていないが、県民生活の利便性の向

上を図る様々な情報システムが計画され

ている。これらの具体例としては、次の

項で述べるが、表２－３－１２にあるよ

うに、教育情報システムや地域情報セン

ターがそれに当たるといえる。

　現状において、行政サービスの情報シ

ステム化は始まったばかりだが、これら

のものが、行政の担う社会情報システム

としてさらに様々に展開されるものと予

想される。

◎条例、○規則
出典　神奈川県　昭和 58年度市町村便覧

分
市町 村 名 条 例 規 則 そ の 他 無
横  浜  市 ○
川  崎  市 ○
横須賀市 ○
平  塚  市 ○
鎌  倉  市 ○
藤  沢  市 ○
小田原市 ○
茅ヶ崎市 ◎
逗  子  市 ○
相模原市 ○
三  浦  市 ○
秦  野  市 ○
厚  木  市 ○
大  和  市 ○
伊勢原市 ○
海老名市 ○
座  間  市 ○
南足柄市 ○
綾  瀬  市 ○
葉  山  町 ○
寒  川  町 ○
大  磯  町 ○
二  宮  町 ○
中  井  町 ○
大  井  町 ○
松  田  町 ○
山  北  町 ○
開  成  町 ○
箱  根  町 ○
真  鶴  町 ◎
湯河原町 ◎
愛  川  町 ○
清  川  村 ○
城  山  町 ○
津久井町 ○
相模湖町 ○
藤  野  町 ○

データ保 護 関 係 規 定
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表２－３－１２　地域内情報通信システムの動向表２－３－１２　地域内情報通信システムの動向表２－３－１２　地域内情報通信システムの動向表２－３－１２　地域内情報通信システムの動向

１．地域内情報通信システムへの対応状況（県）

（％）

２．システム導入の可能性（県）

Ｎ

実
施
設
営
中

事

業

計

画

作

成

中

検

討

中

今

後

検

討

が

必

要
防災関連情報システム 31 87.1 3.2
道路交通情報システム 31 83.9 ―
救急医療情報システム 31 58.1 25.8
気 象 情 報 シス テム 31 19.4 9.7
農業関連情報システム 31 12.9 29.0
健康管理情報システム 31 3.2 12.9
庁 内 Ｏ Ａ シス テム 31 12.9 54.8
教 育 情 報 シス テム 31 3.2 9.7
住 民 参 加 シス テム 31 3.2 ―
地 域 情 報セン ター 31 9.7 9.7

―

―
3.2

―
9.7
―
3.2
―

32.3
51.6
25.8
54.8

6.5
6.5
9.7
29.0

48.4
48.4

―
―

シ ス テ ム 可能性あり(％) 可能性なし(％) Ｎ
救急医療情報システム 69 15 13
気 象 情 報 シ ス テ ム 28 40 25
農業関連情報システム 67 21 24
健康管理情報システム 70 17 30
庁 内 Ｏ Ａ シ ス テ ム 89 0 26
教 育 情 報 シ ス テ ム 53 33 30
住 民 参 加 シ ス テ ム 53 27 30
地 域 情 報 セ ン タ ー 71 11 28
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３．地域内情報通信システムの対応状況（市）                         

（％）

４ ． シ ス テ ム 導 入 の 可 能 性 （ 市 ）                      

　　出典　電気通信総合研究所「地方自治体における情報通信への取り組み

に関する調査」

Ｎ

実
施
設
営
中

事

業

計

画

作

成

中

検

討

中

今

後

検

討

が

必

要

以

前

検

討

し

た

特

別

な

対

応

な

し

不

明
防災関連情報システム 403 33.7 9.7 0.5
道路交通情報システム 403 3.2 0.7 0.5
救急医療情報システム 403 35.0 5.5 0.5
気象情報システム 403 6.0 1.2 0.5
農業関連情報システム 403 4.2 1.7 1.0
健康管理情報システム 403 6.7 6.5 0.7
庁内ＯＡシステム 403 20.3 33.0 0.7
教育情報システム 403 1.0 1.7 0.7
住民参加システム 403 0.2 3.5 0.7
地域情報センター 403 0.7 3.7 0.7

41.2
41.2

―
0.7

33.7
21.6
29.5
12.7
22.6
41.4
31.3
24.8

―
0.2
8.9
0.2

4.0

2.5
0.2

0.7

1.5
―
0.5
0.2
0.5
0.2
1.0
0.5

70.0
44.2
4.7
71.0

16.9
73.7
26.6
78.7

53.6
52.9

0.7
―

システム 可能性あり（％）可能性なし（％） Ｎ

防災関連情報システム 46 38 249

道路交通情報システム 19 60 387
救急医療情報システム 41 38 250
気象 情報システム 12 68 374
農業関連情報システム 20 58 382
健康管理情報システム 39 40 372
庁内 ＯＡシステム 75 8 282
教育 情報システム 21 60 395
住民 参加システム 32 49 399
地域 情報センター 38 44 394
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３３３３. . . . 神奈川県における情報システム神奈川県における情報システム神奈川県における情報システム神奈川県における情報システム

　　神奈川県において開発され運営して
いる主な情報システムは、表２－３－１
３のとおりである。これらには、コンピ
ュータを利用していないものもあるが、
ここではその目的が行政内部を対象とし

たものを「行政情報システム」と、県民
を対象としたものを「社会情報システ
ム」として類別した。ここで主なものに
ついて概観する。

表２－３－１３　神奈川県における主な情報システムー覧表表２－３－１３　神奈川県における主な情報システムー覧表表２－３－１３　神奈川県における主な情報システムー覧表表２－３－１３　神奈川県における主な情報システムー覧表

システム名 担当課 運用開始年月

(行政情報システム〕

住 宅 管 理 住 宅 管 理 課 S.45.10

自 動 車 税 税 務 課 S.49.4
S.54.4

法 人 二 税 〃 S52.10

財 務 会 計 シ ス テ ム 財 政 課 外 S.58.4

食 品 衛 生 管 理 シ ス テム 食 品 衛 生 課 S.58.4

産業廃棄物
　　　情報管理システム 環 境 整 備 課 S.58.4

水 質 管 理 シ ス テ ム 水 質 保 全 課 S.58.4

行政データ
　　　共通利用システム 電算シ ステム 課 S.59.4

都 市 情 報 シ ス テ ム 都 市 政 策 課 S.59.4

林 政 情 報 シ ス テ ム 林 務 課 S.59.4

環 境 情 報 シ ス テ ム 環 境 管 理 課 S.59.7

( 社 会 情 報 シ ス テ ム 〕

水 防 テ レ メ ー タ ー
(水防情報管理ンステム) 河 港 課 S.41.4

交 通 管 制 シ ス テ ム 県 警 S.44.

大気汚染常時
　　　　監視システム 大 気 保 全 課 S.48.4

薬 物 情 報 電 話 サ ー ビス 薬 務 課 S.51.9

地 震 情 報 セ ン タ ー
地 震 広 報 セ ン タ ー 防 災 消 防 課 S.56.4

救 急 医 療 情 報 シ ス テム 医 療 整 備 課 S.57.7

危 害 情 報 シ ス テ ム 消 費 生 活 課 S.57.8

情 報 提 供 シ ス テ ム 県 政 情 報 室 S.58.4

行政データ
　　県民利用ステム 〃 S.59.4

技 術 情 報 セ ン タ ー 工 業 試 験 所 S.57.6

ス ポ ー ツ 情 報 シ ス テム 体 育 課 S.59.9

―

―

―

   APPOLO-PN
    460 PC-9800

委託

パソコン

委　託
(電電公社)

オンラインデータ
ベース主コンピュｰタ

―

―

U-400
U-1500

NEC-MS

主コンピュータ

〃

オンラインデータベ
ース主コンピュｰタ

PC-9800

備　　考

オンラインデータベ
ース主コンピュｰタ

〃

財務会計用
端末利用

〃

〃
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（１）（１）（１）（１）    行政情報システム行政情報システム行政情報システム行政情報システム
　神奈川県の行政情報システムの根幹とな
っているのは、（ア）　財務会計システム、
（イ）　行政データ共通利用システムであ

り、（ウ）都市情報システム、（エ）　林政
情報システム、（オ）　環境情報システムは、
地図情報のコンピュータシステムとしての
特色を持っている。

ア　財務会計システム概要

　計画的な県行政の執行と、新たな経営的理念に基づいた行財政運営を行うにあたっては、行財

政情報を適時・的確に計画部門や各管理者に提供するという行政情報システムが必要である。

　財務会計システムは、その一つとして、コンピュータを高度に利用して会計事務の管理及び処

理を高度化するとともに、そこに蓄積された情報を提供する「情報システム」である。
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イ　行政データ共通利用システム

　県行政の各部門において共通的に必要とされるデータをコンピュータにより一元的に管理する

とともに、集計、作図、分析等汎用的な手法や予測手法等を提供することによって、科学的、効

率的な行政運営を推進するとともに、情報提供システムへの支援を図る情報システムである。
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ウ　都市情報システム概要図

エ　林政情報システム概要図
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オ　環境情報システム

多様かつ多量の環境情報を効率的に収集・蓄積・処理し、地域の環境情報を地図などのわかりやすい

形で提供を図る。
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（２）社会情報システム（２）社会情報システム（２）社会情報システム（２）社会情報システム

　交通管制システムや大気汚染監視シス

テムのようにすでに 10 年以上の実績を持

つものもあるが、全般に萌芽期ともいう

べき時期である。この中でその目的ある

いは情報の種類により 3つに大別すると、

①（ア）、救急医療情報システム、（イ）　危

害情報システムが代表するような、県民

の日常生活における病気や事故から生命

を守るシステム、② より予報的な情報が

主となる（ウ）地震情報センター、（エ）

大気汚染常時監視システムのように地震

等の自然災害から県民の生命や安全を守

るシステム、③（オ） 行政データ県民利

ア　救急医療情報システム概要

このシステムは、県民が急病や交通事故により傷害を受けた場合、それに対応した治療をす

の照会に対して適正な情報を提供する。
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用システム　（カ）スポーツ情報システム

のように、様々な生活分野における県民の

利便を図るための行政情報提供システムで

ある。そしてこれらには、（キ）技術情報

センターのように産業界への情報提供も含

み、今後は、都市情報システム、環境情報

システム等も県民に開かれることにより、

これに含まれることとなろう。

る病院等の受入れ体制に関する情報をあらかじめ収集する事により、県民あるいは各消防本部
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イ　危害情報システム概要

消費生活条例に基く｢生活物資による危害の発生や拡大を防止」にきめ細かい対応を図る。

　　　事業者指導等

〈液化石油ガス器具関係〉 環境部
工業保安課

地区行政
センター

〈がん具煙火関係〉

知
　
　
事

〈食品、食品添加物、容器包装、乳児用がん具〉
衛生部
食品衛生課

保　健　所
〈家庭用品〉 衛生部

環境衛生課

〈医薬品、医薬部外品、化粧品、医療用具〉
（薬物情報電話サービス）

衛生部
業務課

（一般用医薬品等副作用モニター制度）

病院・診療所

市　町　村

〈消費生活用製品（特定製品）〉 県民部 消費生活 (相談）

〈生活物資全般(県消費生活条例）〉 消費生活課 (報告） センター

消

費

者

答
申

諮
問

〈
条
例
適
用
〉

消
費
生
活
審
議
会

県
 
民
 
部
 
消
 
費
 
生
 
活
 
課

情報提供 (｢くらしの安全かわらばん」など）
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ウ　地震情報センター・地震広報センター概要

　このシステムは、「 大規模地震対策特別措置法 」に基づく地震予知に伴う「 警戒宣言 」発令時

における適正な情報の伝達とそれによるパニック防止を目的としている。

　地震情報センターは、地震に関するほとんどすべての情報(地震前後の様々な情報)を扱い、県行政

センター・市町村・消防機関等がこれにあたる。

　地震広報センターの情報は、駅・ターミナルビル等で不特定多数に対し、「 警戒宣言 」の発令さ

れた後に、ビルの屋上等にセットされている放送設備を利用しテープを再生放送する。

報道機関 住 民

内閣
無線

消 防 庁 県
高速ファックス

電話

百 貨 店
劇 場

住 民

学 校
保育園・幼稚園
事 業 所
病 院 ・ 診 療 所

福 祉 施 設

市
町
村

行政センター

県 立 学 校
職 業 訓 練 校

指 定 公 共 機 関

指定地方公共機関

県 立 病 院
民 生 施 設電話

無線

公害ファックス

県 自主防災組織

地域メッシュ
地震情報センター

市町村 住 民

地震広報センター
広報ポイント　

マスコミ 群 集

無線

無線ファックス
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エ　大気汚染常時監視システム概要図

県下の測定局からの測定データを集中管理し、大気汚染状況を集中管理し、大気汚染状況を常時
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監視し、光化学スモッグ等の発生を予知等をし的確な情報を提供する。
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オ　行政データ県民利用システム
　人口、土地利用、医療機関、福祉教育、
文化施設、消費生活その他の分野の各種
データをコンピュータ処理することによ
り、①　全国との比較で見た神奈川(都
道府県比較約 150 項目）②　神奈川の現
状(全県・市町村約 300 項目）　③　神

奈川の展望(将来の予測約 20 項目)とい
った形で迅速に検索し、ゾーンマップや
人口ピラミッド等のグラフや地図(図形)
としてよりわかりやすく、判断しやすく
提供するシステムである。行政データ共
通利用システムの県民版で、情報提供シ
ステムの一環として構築されている。

カ　スポーツ情報システム概要

　生涯スポーツの推進にあたって、先導的、奨励的意味からも、スポーツ情報センターを設置し、

又スポーツ情報の整備をすすめ、業務を電算化することにより、効率的な業務の遂行及び資的向

上等を図る。
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キ　技術情報センター概要

　

　「頭脳センター構想」の一環として、技術相談、研究会等および技術資料の閲覧等の情報サー

ビスを行い、さらに外部の専門情報機関と連携して的確な情報を速やかに検索し、総合的な工業

技術情報を提供する。

(注 1)「 行政と情報 」日本行政学会編　昭和 56 年 3 月

ぎょうせい

(注 2)「行政情報システムの社会的課題に関する報告書」

行政管理庁編　昭和 58 年 6月

(注 3)「地方自治コンピュータ総覧」58 年度版　自治省

(注 4)「地方自治年鑑 58 年度版」第 1法規

(注５)｢神奈川県コンピュータ利用総合構想」神奈川県

(注６)高橋誠編著「 自治体の経営と効率 」　学陽書

房　昭和 57 年 4 月

(注 7)「プライバシー保護の現状と将来」行政管理庁

編　昭和 57年７月　ぎょうせい

(注 8) 注 5と同じ
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第４節　生活分野の情報化第４節　生活分野の情報化第４節　生活分野の情報化第４節　生活分野の情報化

１．地域のメディア１．地域のメディア１．地域のメディア１．地域のメディア
(1)(1)(1)(1)    地域情報の構造地域情報の構造地域情報の構造地域情報の構造

　　　　本節では、地域社会における情報化の動

向を明らかにするため、市民生活の視点か

ら情報化について考察する。そのため、市

民にかかわる情報環境を、地域情報、情報

回路(メディア)・情報行動の三つの視点か

ら分析を行い、最後に家庭生活における情

報化について概観する。

　地域情報という言葉を広く解釈すれは、

ある一定の地域社会のなかで生産、加工、

流通される情報で内容的にはその地域にか

かわるすべての情報としてとらえることが

できるし、また、その地域内で生産から消

費まで完結する情報としてもとらえること

もできる。

　ここでは、市民生活にかかわる広い意味

での情報として、産業及び行政に対置した

意味で市民を主体とした情報としてとらえ

るものとする。すなわち、生活者としての

地域住民にかかわる生活情報として把握す

るものである。その上で、地域住民として

個人だけでなく、各種団体も含めている。

各種団体は、市民生活における情報主体と

して重要な役割を演じているからである。

　松原治郎氏によれば、住民生活に関する

情報をその生
（ 注1 ）
活行為に対応させて、「 経済

情報 」「 政治・行政情報 」「 社会情報 」

「 教育文化情報 」「 余暇情報 」に分類

し、その他のものとして「 公害情報 」「 保

安情報 」「 防災情報 」などをあげている。

　本研究チームで行った情報環境に関す

る調査(以下「情報環境調査」という。)

では、個人に関しては、消費生活、文化、

雇用、医療、自主的活動、教育、防災、福

祉、公害、行政の各生活領域に分けて、地

域情報をとらえている。

　また、地域情報はその必要度から次の

ような区分が考えられる。第一は、個人

及び団体が生活( 活動 )してゆく上でど

うしても必要な情報( 生活必需情報 )で、

個人にあっては災害や救急医療に関する

情報、団体にあってはその団体の維持運

営に関する情報などが考えられる。第二

には、緊急性などは低いものの、あると

便利な情報( 生活利便情報 )で、生活の

向上や団体の発展に役立つものである。

第三が、流言蜚語や誤情報などのたぐい

で、生活や団体活動に害を与えるような

情報(生活危害情報)である。

　市民生活における情報環境または情報

化を考える場合、生活必需情報の円滑な

流通の確保、生活利便情報の充実及び生

活危害情報の発生を抑えることが重要と

なる。

（２）市民の情報回路（２）市民の情報回路（２）市民の情報回路（２）市民の情報回路((((メディアメディアメディアメディア))))と神奈川におと神奈川におと神奈川におと神奈川にお

ける現状ける現状ける現状ける現状

　情報の入手・伝達などの情報行動は、

様々なメディアを用いて行われる。

　まずメディアの地域におけるあり方を

検討してみる。

　市民生活における情報主体( 個人及び

団体 )が、情報を入手又は伝達( 情報行

動 )するための情報の回路となりうるも

の、すなわち情報の流れを媒介するメデ
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ィア(システム、施設、情報源としての

人や組織や機関を含む)を、その特性に

よって分類すると、次のように考えられ

る。特に対人系、組織系、機関系、施設

系回路の情報機能に関しては、注目する

必要がある。また、各回路の相関は次図

のとおりである。(図２－４－１)

①電波系メディア( テレビ型 )

テレビ、ラジオ

②印刷系メディア( 活字型 )

新聞、雑誌、本、パンフレット、広

報紙、回覧板、ちらし、ポスター

③対人系回路( 対話型 )

家族、友人知人、専門家、関係者

( 団体メンバー )

④通信系システム( 対話型 )

電話

⑤組織系回路( 団体系 )

団体、サークル、講座、団体メンバ

ー、上部団体、類似団体

⑥機関系回路(機関型)

役所、会社、商店

⑦機関系回路(情報機関型)

図書館

⑧施設系回路(場型、交流型)

個人宅、公共施設集会室、民間施設

集会室、喫茶店等飲食店、商店街や

公園等の空間

　次に、神奈川におけるそれぞれの情報

回路の分布を調べると次のようになる。

印刷系メディアについては、「 出版業 」

及び「書籍店」をその代表としてとらえ

( 図２－４－２ )( 図２－４－３ )、対

人系については「 弁護士 」を( 図２－

４－４ )、通信系については「 テレホン

案内、テレホン相談 」を( 図２－４－５ )、

組織系については「 ボランティア団体 」

を( 図２－４－６ )、機関系(情報機関型)

については、「 各種学校、じゅく、教授

所 」( 図２－４－７ )、と「 図書館 」

を( 図２－４－８ )、施設系については、

「 会館 」及び「 公民館等 」を( 図２

－４－９ )( 図２－４－８ )調査対象と

し、市町村別に調査した。
図２－４－１　情報回路相関図図２－４－１　情報回路相関図図２－４－１　情報回路相関図図２－４－１　情報回路相関図
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　また、以上のような情報回路(メディア)
を地理的、空間的な範囲でとらえると、そ
のカバーレッヂエリアにより、大きく三つ
に分類される。全国的な広い範囲を対象と
したマスメディア、地域的にある限られた
範囲を対象とした地域メディア、個人を対
象としたパーソナルメディアである。神奈
川県における電波系、印刷系、を地理的範
囲でとらえると、図２－４－１０のように
なる。
　一般的にメディアの特性について考えて
みると、マスメディアによる情報は多量で

一般性が高く、小さなメディアになるほど
情報量は少なく、個別・特殊的な情報とな
る。情報の機能により分類すれば、新聞、
書籍、テレビ、ラジオ等のマス・メディア
は「受け手主体」の情報を流すメディアで
あり、電話、郵便等のパーソナルメディア
は「送り手主体」の情報を流すメディアと
いえる。もちろん両面を含んでいる場合も
当然考えられる。また、情報の送信受信の
機能で分類すれば、電話などの「一対一」、
マス・メディア系の「一対多数」及び「多
数対多数」などにも分けられる。
図２－４－１０　神奈川における地理的空間的メディア配置図２－４－１０　神奈川における地理的空間的メディア配置図２－４－１０　神奈川における地理的空間的メディア配置図２－４－１０　神奈川における地理的空間的メディア配置
- 74 -



- 75 -

２．市民の情報行動と情報環境２．市民の情報行動と情報環境２．市民の情報行動と情報環境２．市民の情報行動と情報環境

　　　　　―実態調査から―　　　　　―実態調査から―　　　　　―実態調査から―　　　　　―実態調査から―

(1)(1)(1)(1)「情報環境調査」の目的と枠組「情報環境調査」の目的と枠組「情報環境調査」の目的と枠組「情報環境調査」の目的と枠組

　本節で論じている市民にとっての情報

環境を考察する上で、我々は独自の調査

を実施した。横浜市緑区美しが丘、新石

川地区の主婦 500 人(住民基本台帳より

無作為抽出)及び神奈川県内の市民団体の

代表 300 人を対象とし、郵送留置法(主

婦)及び郵送回収法(団体代表)によるアン

ケート調査を行った。(調査項目等詳細に

ついては巻末資料参照のこと。)

　本調査の目的は次の 2点に集約される。

ア．地域社会において市民や生活者が

どのような情報行動をとっているか、

その情報行動の場としての地域社会

における情報環境の問題点はなにか。

イ．情報化社会を規定している技術革

新について、それが市民、生活者と

しての地域住民の課題とどのような

関連をもつ可能性があるか。

　以上の目的意識の上で、次のような枠

組により調査を行った。

　個人（主婦、団体代表）と団体（市民

団体、住民団体、ボランティア団体等）

の二つの類型の主体が、①情報や知識へ

のアクセス行動（受信を含む）②情報や

意見の発信、伝達行動　③情報交流行動

の三つの類型の情報行動において、どの

ような情報環境をもっているか、またも

ちたいか。そして情報化と呼ばれる状況

に対してどのような意識をもっているか

という二つの部分により、設問が構成さ

れている。

　以下、調査結果の概要について述べる。

((((２２２２))))　情報行動の構造とその特色　情報行動の構造とその特色　情報行動の構造とその特色　情報行動の構造とその特色

　情報行動の構造を考える上で、ここで

は行動の形態を次のように三つに分類し

て考察した。

現実の回路 ― 現実に利用している

メディア(システム、施設、情報源と

しての人や組織や機関を含む)

回路志向 ― 情報を入手又は伝達を

する場合、どのようなメディアを望

んでいるか。

回路信頼性 ― 志向したメディアが

役に立ったかどうか。

　以上の分類により主体別にその構造を

図示すると次のようになる。

　情報行動に関する構造を全体としてと

らえると、次のような特徴が指摘できる。

　①「入手」と「伝達」一「入手行動優

位型の主婦、伝達行動優位型の団

体」

　主婦、団体代表、団体のそれぞれにお

いて、「現実の伝達行動」／「現実の入

手行動」をみると、50%、91.8%、131%

となる。これによれば、主婦は入手行動

優位型であり、団体代表は、入手伝達が

ほぼ半ばしており、団体は伝達行動優位

型となっている。これは、主婦、団体代

表、団体の情報行動上の第一の特質であ

るといえる。

　②回路の「多様化」―「主婦の＜回路志

向＞は団体代表の＜現実の回路＞」

　情報回路からみた情報行動について、

主婦、団体代表、団体の基本構造を比較

すると、主に印刷系メディアから入手し、

対人系回路で伝達する主婦の「現実」の

情報行動を、一つの原点として考えれば、

a

ｂ

ｃ

（注２）
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図２－４－１図２－４－１図２－４－１図２－４－１1111　主婦の情報行動　主婦の情報行動　主婦の情報行動　主婦の情報行動
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図２－４－１図２－４－１図２－４－１図２－４－１2222　団体代表の情報行動　団体代表の情報行動　団体代表の情報行動　団体代表の情報行動
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図２－４－１図２－４－１図２－４－１図２－４－１3333　団体代表の情報行動　団体代表の情報行動　団体代表の情報行動　団体代表の情報行動
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主婦の「回路志向」も含めて、団体代表、

団体のそれは、情報回路が多様化し、特

に伝達回路が多様化している。その意味

で、「情報行動」上の第二の特質は、こ

の回路の多様化に代表させることができ、

それは同時に活性化と同義となるといえ

る。

　ここで注目されるのは、主婦の「 回路

志向 」上の情報回路の構造が、個々のメ

ディアの違いを捨象すれば、団体代表の

「 現実の回路 」の構造に、近くなってく

ることである。すなわち、主婦がさらに

情報行動、特に伝達行動を必要とするよ

うな場合、既存の「 情報環境 」が変わ

らないとすれば、主婦は団体の情報行動

に依存するか、あるいは、主婦みずから

が多様な回路、特に印刷系メディアの回

路により情報や意見を伝達するという方

向を展望するものと考えられる。そして、

その場合、新聞雑誌、広報紙へのメディ

アアクセス( 投書、投稿 )、あるいは、

パンフレット、回覧板、ちらしやポスタ

ーの作成という形の情報行動になる。

　ちなみに、主婦、団体代表、団体の「 現

実の回路 」、「 回路志向 」、「 回路信頼

性 」のそれぞれを比較すれば、主婦の

場合が一番動いており、団体が一番安定

している点も注目される。

(3)(3)(3)(3)　情報行動の有効性と容易性　情報行動の有効性と容易性　情報行動の有効性と容易性　情報行動の有効性と容易性

　主婦、団体代表、団体それぞれの入手

及び伝達行動の有効性及び容易性をグラ

フに示すと次のようになる。

　グラフからわかるように、情報行動は

基本的には、有効であり、容易であると

考えられるが、伝達行動においては、マ

イナス評価がかなり高く、問題があると

いえる。結論として、相当数の人が、伝

達回路の整備、メディアアクセスヘの期

図２－４－１４　情報行動の有効性及び容易性図２－４－１４　情報行動の有効性及び容易性図２－４－１４　情報行動の有効性及び容易性図２－４－１４　情報行動の有効性及び容易性

(注３)
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待を有していると考えられる。

　次に情報交流の場に関する評価を考察

すると次のような点が指摘できる。

　場の確保に関しては、一般的にマイナ

ス評価は高くなく、容易に利用できると

いうことがいえる。しかし、公共施設の

集会室の確保に関しては、相対的にマイ

ナス評価が高く、その意味で、公的な場

による情報交流については、利用のため

の条件整備が必要と考えられる。

（４）情報分野別の特徴（４）情報分野別の特徴（４）情報分野別の特徴（４）情報分野別の特徴

　情報環境調査では、個人の情報行動に

かかわるものとして、生活各領域での情

報を抽出し、団体の情報行動にかかわる

ものとして、活動各領域での情報を抽出

し、次のように具体化した。

個人〔　入　手　の　事　柄〕

Ａ　衣料品、食料品などの日用品について

Ｂ　教養講座、映画などの文化、レクリエ
ーションの催し物について

Ｃ　パートタイム、内職などの求人につい
て

Ｄ　休日診療、集団検診などの健康、医療
について

Ｅ　趣味のグループやサークル、団体活動
などの市民の自主的活動について

Ｆ　子供のしっけ方や育て方などの教育問
題について

Ｇ　地域の地震、交通などの防災・安全対
策について

Ｈ　身障者、高畠者のためのボランティア
活動について

Ｉ　公害、自然保護などの環境問題につい
て

Ｊ　役所の仕事の進め方や税金の使われ方
について

団体〔入　手　の　事　柄〕
Ａ　団体の活動に必要な基礎データについて
Ｂ　活動の方法、団体の運営などのノウハ
ウについて

Ｃ　講師や助言者などの指導者について
Ｄ　団体活動に必要な会議や催しなどの開
催場所について

Ｅ　目的を同じくする他団体の活動について

〔伝　達　の　事　柄〕

Ａ　衣料品、食料品などの日用品の価格や安
全性について

Ｂ　教養講座、映画鑑賞などの文化、レクリ
エーションの催しの開催について

Ｃ　パートタイム、内職などで生じる雇用問
題について

Ｄ　休日夜間診療、集団検診などの健康・医
療体制について

Ｅ　趣味のグループやサークル、団体活動な
どの市民の自主的活動について

Ｆ　子供のしつけ、子育てなど教育問題につ
いて

Ｇ　地震対策、交通安全などの地域の防災、
安全問題について

Ｈ　身障者、老人などの福祉対策について

Ｉ　地域の緑や川などの自然環境問題につい
て

Ｊ　役所の仕事の進め方や税金の使われ方に
ついて

〔伝　達　の　事　柄〕
Ａ　団体の会員募集について
Ｂ　主催する催しへの参加のよびかけについ
て

Ｃ　資金カンパなどの協力依頼について
Ｄ　地域社会や行政への問題提起について

Ｅ　他団体へのよびかけについて

次に主婦、団体代表、団体ごとの情報分野

別の情報行動の「有効性」及び「容易性」を

グラフ化すると次のようになる。



- 81 -

図２－４－図２－４－図２－４－図２－４－15151515　主婦の情報分野別情報行動の有効性及び容易性　主婦の情報分野別情報行動の有効性及び容易性　主婦の情報分野別情報行動の有効性及び容易性　主婦の情報分野別情報行動の有効性及び容易性
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図２－４－図２－４－図２－４－図２－４－16161616　団体代表の情報分野別情報行動の有効性及び容易性　団体代表の情報分野別情報行動の有効性及び容易性　団体代表の情報分野別情報行動の有効性及び容易性　団体代表の情報分野別情報行動の有効性及び容易性
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図２－４－図２－４－図２－４－図２－４－17171717　団体の情報分野別情報行動の有効性及び容易性　団体の情報分野別情報行動の有効性及び容易性　団体の情報分野別情報行動の有効性及び容易性　団体の情報分野別情報行動の有効性及び容易性

　主婦の場合、グラフからわかるように、

伝達行動における「 Ｉ.環境 」「 J.行

政 」「 C.雇用 」「 H.福祉 」「 E,自主

的活動 」の情報分野が、有効性、容易

性ともマイナス評価が高く、問題のある

領域であるといえる。

　団体代表の場合も、伝達行動における

「C ・雇用」「G.防災安全」「H,福祉」「J.

行政」の情報分野のマイナス評価が高い。

　団体の場合、伝達行動においてマイナ

ス評価が高くなっており、特に「D.問題

提起」の情報分野に問題があると考えら

れる。

(5)(5)(5)(5)　情報回路に占める　情報回路に占める　情報回路に占める　情報回路に占める「公共」の役割「公共」の役割「公共」の役割「公共」の役割

　これまで、情報回路をそのメディアの

形態により分類して考察してきたが、こ

こでは視点を変えて、公共的なものとそ

れ以外の回路に分けて考える。情報環境

調査における「役所の広報紙回覧板」及

び「役所の窓口」を公共の回路と規定す

ると次のようなことが指摘できる。

以上のように、主婦や団体代表の場合、

現実、志向、信頼性いづれにおいても、

〔入手〕主婦 団体代表

現実の情報行動 20.3 28.0

回路志向 24.0 27.3

回路信頼性 35.6 33.2

〔伝達〕主婦 団体代表

現実の情報行動 7.7 17.9
回路志向 25.6 24.5

回路信頼性 34.6 28.5

全情報回路における公共系回路の
構成比（％）
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かなり高いウエイトを占めており、公共

系回路の責任は大きいものがあるといえ

る。

　また、情報分野ごとに検討すると、「医

療」「福祉」及び「防災」「環境」に関し

て公共系回路への期待が高く、これらの

情報は生活必需情報としてとらえられ、

情報におけるシビルミニマムとして、情

報環境を整備する上で大きな課題である

と考えられる。

３．家庭の情報化の現状３．家庭の情報化の現状３．家庭の情報化の現状３．家庭の情報化の現状

(1)(1)(1)(1)　情報関連機器等の利用状況　情報関連機器等の利用状況　情報関連機器等の利用状況　情報関連機器等の利用状況

　情報環境調査では、家庭生活における

情報化の一つの指標として、通信販売の

利用、クレジットカード及びパーソナル

コンピュータの保有状況を調査した。

　以上のように、通信販売やクレジット

カードなど、今後の情報化の」つの方向

である生活利便性の向上に関するものは、

かなり普及しているといえる。また、情

報機器の主力ともいえるパソコンについ

ても 10 人に 1 人は保有していることがわ

かる。

　また、東京都町田市の住民を対象にし

た調査においても、クレジットカードを

44.9%、パソコンを 6.6％の人々が保有し

ているという結果がでている。

（２）情報化に対する意識（２）情報化に対する意識（２）情報化に対する意識（２）情報化に対する意識

　情報環境調査では、情報化による生活

分野への影響を考察するために、次のよ

うな二つの側面から意識調査を行った。

一つは情報化の進展により、生活利便性

の向上を期待するか、余暇活動の充実に

期待するかという設問であり、次のとお

り前者への期待が大きいということが明

らかになっている。

(1)「生活利便性の向上」に期待
(2)どちらかというと「生活利便性の向上に
期待

(3)どちらかというと「余暇の充実」に期待
(4)「余暇の充実」に期待

　いま一つは、情報化による光と影の問
題であり、半数以上の人が情報化の進展
に危惧をいだいていることがわかる。

(1)「
(2)　

(3)　

(4)「

　ま

検診

(注４）

図図図図 2222－－－－4444－－－－19191919　情報化に対する期待　情報化に対する期待　情報化に対する期待　情報化に対する期待
無

図図図図 2222－－－－4444－－－－20202020　情報化の光と影　情報化の光と影　情報化の光と影　情報化の光と影
日常生活が便利になり余暇が充実」
どちらかというと「日常生活が便利に
り余暇が充実」
どちらかというと「ふれあいがなくな
機械に動かされる」
ふれあいがなくなり、機械に動かされる

た、総理府の調査においては「 在

、ホームナース 」「 テレコントロ
(注 5）
無回答
な

り

」

宅

ー

回答
、

無

無

回答
無
回答
回答
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ル、セキュリティー」「ホーム予約」「ホ

ームショッピング、ホームバンキング」

などの生活利便性にかかわる在宅サービ

スに対して 5 割前後の人々が利用意向を

示している。(図２－４－２１)

(3)(3)(3)(3)　情報化の現状と動向　情報化の現状と動向　情報化の現状と動向　情報化の現状と動向

　生活分野における情報化の進展は、他

の分野に比較した場合、それほど明確な

形ではあらわれていない。産業構造審議

会情報産業部会の答申では、情報化の進

展について次のように述べている。

「①コンピュータの利用を中心とした情

報化は、生活の面においては当初、企業、

行政諸機関などにおける情報化の反射効

果としてあらわれた。

　②しかし、70 年代においては各種オン

ライン情報処理システムの進展などによ

り、情報化は直接生活面に便益をもたら

すようになってきている。」

　すなわち、生活分野では、産業及び行

政分野での情報化の進展に対応する形で、

言い換えれば、かなり他律的な形で進展

していくものと考えられる。今後、ニュ

ーメディアを中心とする家庭用の情報機

器の普及や新しい情報サービスの出現に

よって、情報環境にも大きな変化が予想

される。

　大きな流れとしては、

ア. 医療、福祉、教育、防犯防災などのサ

ービス、ホームバンキングやホームシ

ョッピングなど生活利便性の向上を目

指した在宅情報サービスの拡大。

イ. 多様なメディアによる情報提供の量的

質的な高度化。以上の二つの傾向が指

摘できる。

図２－４－２１　家庭におけるニューメディ図２－４－２１　家庭におけるニューメディ図２－４－２１　家庭におけるニューメディ図２－４－２１　家庭におけるニューメディ

アの利用意向アの利用意向アの利用意向アの利用意向

(注１) 松原治郎著「コミュニティの社会学」

1978 年
(注 2）「現実の回路」は,設問の問 2ー 2,間 4

ー 2, 回路志向」は,問 1 ー 1,問 3-1,
「回路信頼性」は,問 1 ー 2,問 3 ー 2
にそれぞれ対応している。

(注 3)「有効性」は,設問の問 2ー 3,問 4 ー 3,

「容易性」は問 2 ー 4,問 4 ー 4 にそれ

ぞれ対応している。

(注 4)(財)余暇開発センター「ニューメディ

アＣＡＴＶに関する調査中間報告」昭

和 59 年 2 月

(注 5)総理府広報室編「月刊世論調査」昭和

58 年 12 月号Ｐ６８

(注 6)前掲書「豊かなる情報化社会への道標」
Ｐ
６１
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第３章　情報化の課題と展望第３章　情報化の課題と展望第３章　情報化の課題と展望第３章　情報化の課題と展望

第第第第1111節節節節    情報化の地域社会へのインパクト情報化の地域社会へのインパクト情報化の地域社会へのインパクト情報化の地域社会へのインパクト

　第２章で述べたとおり、情報化の進展につ

いては、光をみる人と影をみる人は相半ばす

る。そこで、本節では情報化による地域社会

の各分野へのインパクトについて、概括的に

光と影の両面から述べることとする。

１．１．１．１．　情報量の増大と情報格差の拡大　情報量の増大と情報格差の拡大　情報量の増大と情報格差の拡大　情報量の増大と情報格差の拡大

(1)(1)(1)(1)　情報の商品化に伴う情報格差　情報の商品化に伴う情報格差　情報の商品化に伴う情報格差　情報の商品化に伴う情報格差

　各種商用データベース、キャプテンや

都市型ＣＡＴＶに代表されるニューメデ

ィア等によるサービスは、情報そのもの

を商品として提供してゆこうとするもの

である。また、ホームセキュリティサー

ビスやホームバンキング及びファームバ

ンキングなどは、直接または間接に情報

を商品として意識したものである。この

情報の商品化の傾向は、地域社会におけ

る情報の量を爆発的に増加させ、結果と

して企業や行政、家庭における各種情報

ニーズに応えることが期待されている。

それに加えて、遠隔地やハンディキャッ

プを持つ人であっても同様のサービスを

享受しうるという点で、情報の商品化は

情報格差の縮小に機能する。

　しかし、大量又は高品質な情報が商品

として地域社会に流通してくると、情報

対価を払える者、情報機器を持てる者と

そうでない者との経済的格差がそのまま

情報格差に反映する。しかもその傾向は

情報化の進展に伴って増幅される。その

ような形の格差は今後の地域社会の各場

面において考慮されるべき課題である。

(2)(2)(2)(2)　情報の選択と利用能力　情報の選択と利用能力　情報の選択と利用能力　情報の選択と利用能力((((リテラシーリテラシーリテラシーリテラシー))))差に差に差に差に

よる情報格差よる情報格差よる情報格差よる情報格差

　　　　地域社会における情報の総量が増加し、

かつ、それをすべて入手しうる経済的条

件が整ったとしても、必ずしも十分と

はいえない。確かに、情報量が増大する

ことは生活全般に便利さや楽しさをもた

らしてくれる。しかし、大量の情報が氾

濫する中から、必要な情報を、必要な時

に、必要な形で取り出し、かつ適切に利

用しうるためには相応の能力が要求され

る。この、いわゆる情報リテラシーが不

充分の場合、情報は本来の意味や価値を

失うばかりか、当事者を誤った選択に走

らせるものとなりうる。

　コンピュータリゼーションの進展によ

る情報の流通や管理が一般化するなかで、

例えば誤った個人信用情報の流通による

被害も出ている。このような社会では、

情報の信頼性の判断が困難になってきて

誤情報の流通のために社会的経済的に被

害を受けたり、特定の意図のもとに情報

操作されたりする可能性が高まる。また、

情報の選択や利用の実際の場面では、コ

ンピュータや機器類を使いこなせる人と

そうでない人との間で、大きな情報格差

が発生するともいわれている。今後は、

情報の収集や生産のみならず、選択や利

用の能力差が企業や個人の情報格差を生

むと予想されることから、各分野におけ

る適切な対応が課題となる。
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２．効率化と脆弱化２．効率化と脆弱化２．効率化と脆弱化２．効率化と脆弱化

(1)(1)(1)(1)　効率の追求が生む脆弱性　効率の追求が生む脆弱性　効率の追求が生む脆弱性　効率の追求が生む脆弱性

　利便性、効率性、経済性を求めて、家

庭や社会のいたるところでＭＥ機器が利

用され、見えない部分にまで組み込まれ

ている。例えば、行政や企業におけるコ

ンピュータ、ＯＡ機器や、日常生活にお

ける自動販売機や銀行のキャッシュカー

ド等である。情報化の進展に伴い、この

ような機器は社会の中でますます大きな

比重を占めてゆくものと考えられる。

　しかし、ＭＥ機器が効率的で便利であ

ればあるほど、社会はＭＥ機器及びそれ

を利用したシステムに対する依存度を高

めてしまう。各種機器を使ったシステム

は、ハードウェアとソフトウェアの両者

が完全に機能して初めて全体のシステム

機能が保障されるので、故障や事故に対

しては脆い。また、コンピュータシステ

ムはブラックボックス化したり属人的に

なりやすい作業を伴うため、エラーや犯

罪が潜在化しやすく故障や事故の影響が

広く出やすい。高度情報化社会において

は、ＭＥ機器を使用したシステムの故障

や事故が社会全体をマヒさせてしまう可

能性が高くなる。人災、天災をも含めた

形で、このアキレス腱に対処してゆくこ

とが課題である。

(2)(2)(2)(2)　情報流通の効率化と地域の画一化　情報流通の効率化と地域の画一化　情報流通の効率化と地域の画一化　情報流通の効率化と地域の画一化

　全国どこからでも同じ情報を均一の料

金で入手できるという夢が、ＩＮＳの全

国的拡大や商用データベースの発展によ

り現実性を帯びてきた。また、双方向Ｃ

ＡＴＶの実験や、都市型ＣＡＴＶの計画

キャプテンサービスの開始等々の形で、

情報とそれを乗せる通信技術が新しい可

能性を見せはじめた。高度な技術の進歩

を背景として、地理的、時間的、量的、

質的に通信の効率は上昇しつつあり、地

域間の情報格差が縮まることが期待され

る。また、地理的には遠くとも同じ知的

関心を持つ人々とのコミュニケーション

が容易になり、地域とは無関係な新しい

コミュニティ、いわば知域社会(コミュ

ニティ・オブ・インタレスト)が複合的

に形成されてゆく。

　しかし、一方で地域間の情報格差が縮

まることによって均質化、規格化された

情報が普及し、地域がそれぞれ持ってい

た独自の文化、生活様式まで画一化して

地域の個性を失ってしまう可能性もある。

3333．利便性の向上とプライバシー侵害．利便性の向上とプライバシー侵害．利便性の向上とプライバシー侵害．利便性の向上とプライバシー侵害

　通信技術の発達で、われわれは大量の情

報を入手する機会を与えられている。ニュ

ーメディアの普及は、その機会をますます

多くするであろう。

　しかし、ニューメディアの持つ双方向性

機能は、市民のメディア参加を容易にする

反面、利用者の情報選択行動がすべて記録

されたり、第三者に知られる可能性がある。

利用者が気付かぬところで行動の情報が蓄

えられ、分析され、利用される可能性があ

る。その他にも、個人情報はコンピュータ

利用によって企業や行政に収集され蓄積さ

れて、手作業では想像のつかない量に増加

している。例えば、各種ローン、クレジッ

ト、預貯金、社会保険、診療記録、顧客名

簿、住民台帳等々である。

　ひところ話題を呼んだ国民総背番号制や
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グリーンカード制もその例である。今後の

ニューメディアの普及によって蓄積された

個人情報が安易に利用され、プライバシー

が侵害されることがないように充分に配慮

する必要がある。

4444．地域経済の活性化と労働問題の発生．地域経済の活性化と労働問題の発生．地域経済の活性化と労働問題の発生．地域経済の活性化と労働問題の発生

(1)(1)(1)(1)　情報化による地域経済の活性化と企業　情報化による地域経済の活性化と企業　情報化による地域経済の活性化と企業　情報化による地域経済の活性化と企業

間格差の発生間格差の発生間格差の発生間格差の発生

　　　　情報化は高度技術を背景としたトレン

ドであり、産業分野の将来に大きな影響

を与えるものと考えられることから、国、

自治体では情報化を取り込んだ形での地

域経済の構想を展開している。例えば、

テクノポリス、ニューメディアコミュニ

ティ、テレトピア、みなとみらい２１( 横

浜市 )、マイコンシティ構想( 川崎市 )、

県央テクノトピア( 神奈川県 )等々であ

る。このような形で都市の再開発又は産

業の地方立地が進行してゆくことは、知

識集約型産業の分散に伴う地域経済の活

性化へのインパクトとなる。また、サー

ビスの情報化の過程では事業機会も増加

している。

　しかし、情報化への対応能力差は基本

的な企業間格差を生み出す要因といえる。

情報化に充分に対応できない企業は、単

に新たな事業分野に恵まれないだけでな

く、コンピュータ導入と利用の能力、研

究開発費、さらには広告宣伝費の負担能

力差等が企業の格差を広めてしまう。地

域産業の安定的な発展と国内外での競争

力養成、効率化等の観点から、中小企業

政策の新たな展開が望まれる。

(2)(2)(2)(2)　雇用、労働環境の変化への対応　雇用、労働環境の変化への対応　雇用、労働環境の変化への対応　雇用、労働環境の変化への対応

　工場等におけるＮＣ工作機械、ＣＡＤ／

ＣＡＭシステム、ＦＭＳの導入、一般事

務部門におけるマイコン、ワープロ、フ

ァクシミリ等のＯＡ機器の導入等の形で、

ＭＥ機器を利用した省力化や合理化は目

ざましい勢いで進行している。

　このようなＭＥ化の影響による雇用の

圧迫については、非観論と楽観論とがあ

るが現在のところ評価は定まっていない。

いずれにしても、配置転換、生産過程の

変化に伴う労働の質的変化が急激に進む

可能性があり、さらに年功序列や終身雇

用の崩壊も予想される中で、再雇用、再

配置のための能力開発の強化、人材情報

の一層の把握が企業内においても社会的

にも重要な課題となる。

　また、ＶＤＴ労働や流れ作業に見られ

るように、機器が仕事の中に組み込まれ

ることにより、非人間的、不自然な姿勢

や作業内容を強制される機会が増す。マ

ンマシンインターフェイスに留意した機

器の開発を進めるとともに、労働環境へ

の配慮とその制度的保障が課題となる。



第２節第２節第２節第２節    地域社会の課題と情報化の機能地域社会の課題と情報化の機能地域社会の課題と情報化の機能地域社会の課題と情報化の機能

　近年、私たちが暮らす地域に様々な変化

が起きつつある。例えば、高齢化、定住化

等のことばで規定されるトレンドであり、

さらに高度情報化もその一つである。これ

らは、相互に関連し合いながらこれからの

地域社会を彩ってゆくのであろうが、ここ

では代表的な各トレンドとの関連の中での

情報化の機能について順次述べる。

１．高齢者地域福祉社会への適用１．高齢者地域福祉社会への適用１．高齢者地域福祉社会への適用１．高齢者地域福祉社会への適用

　65 才以上を高齢者とすれば、日本の場合、

1980 年に 9.0％、1990 年に 11.6％、2000

年に 15.6％と増加し、2020 年には 21.8％

に達する見込みである(注 1)。1970 年に高

齢人口が 7.1％となって国際的にも高齢国

家の仲間入りをして以来、わずか 26 年で

日本の高齢人口比率は倍増して 14％に達し

てしまう。同じ道のりを欧米諸国は 45～135

年かけて歩んできた(注２)。日本の高齢化

は世界に類を見ない速度で急激に進展しつ

つある(図３－２－１参照)。

　神奈川県で高齢者人口が 7％に達したの

は 1984 年であるが、わずか 18 年後の 2002

年には 14％に達する見込みであり、日本の

平均の 1.4 倍の速度できわめて急激な高齢

化が予想されている(注 3)。しかも、1983

年には神奈川県内のひとり暮らし老人が

17,000 人、寝たきり老人が 7,700 人である

が、2000 年には各々 53,000 人、17,900 人

に増加すると見込まれている(注 4)。

　このような急激な高齢化の進展は、各分

野に種々の影響をもたらすことが予想され
図３－２－１　人口高齢化の国際比較図３－２－１　人口高齢化の国際比較図３－２－１　人口高齢化の国際比較図３－２－１　人口高齢化の国際比較
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(65(65(65(65歳以上人口比率の推移歳以上人口比率の推移歳以上人口比率の推移歳以上人口比率の推移))))
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出典　経済企画庁「 2000年の日本 」
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る。特に、地域社会においては高齢者の健

康・医療、社会参加、経済的安定、自己実

現等のニーズが高まり、それに応えるため

には究極的には、地域の連帯性が重要な鍵

を握ることになる。とりわけ、増加しつつ

あるひとり暮らし老人に対しては、地域の

助け合い、ふれあいについて再認識し、地

域の中でそれをシステム化してゆく必要が

ある。その達成のための補完的手段として、

情報化は二つの面で機能する。一つは、一

般的地域情報の流通の活性化であり、もう

一つは高齢者にとっての情報の入手や伝達

機会の増加である。前者は広義での地域の

連帯性を養うことで、高齢者にとっても快

適なまちづくりを進展させ、後者は在宅サ

ービス等の形で高齢者の情報ニーズを部分

的にせよ補うことが可能である。

　この二つの機能が重要なのは、社会の高

齢化に伴い、高齢者にとって情報面では特

に次の可能性が高まると思われるからである。

　第一に「情報の断絶」である。ひとり暮

らしや寝たきり老人を中心として、一般に

高齢者は消費、余暇、学習等の各種機会情

報にさえ恵まれにくい。これに対しては、

各種ニューメディアによる在宅サービスの

充実によって各種機会情報と、防災や防犯

対策の選択肢を広くすることができる。

　第二は「健康、医療情報ニーズの高まり」

である。高齢者に限ったことではないが、

救急医療情報システム、在宅健診、緊急通

報用の機器(福祉電話や非常ベル等)の普及

や、健康づくり、介護のボランティア情報

等の流通を活発にすることによって、この

ニーズの一部に応えることができる。

　第三に「ふれあい、自己実現、生きがい

情報に対するニーズの高まり」である。雇

用やふれあい情報を含め、高齢者が生きが

いを得るためにどのような情報を必要とし

ているかはもちろんのこと、そのような高

齢者がどこにいるのか、ボランティアなど

として自分が直接、間接に役立つことが可

能か否か等につき、近隣住民を始めとする

地域の人々に伝達しやすくなる。

　以上の点から、高齢者地域福祉社会の実

現の過程で、情報化の持つ機能は重要性を

増してゆくと思われる。

２．まちづくりへの適用２．まちづくりへの適用２．まちづくりへの適用２．まちづくりへの適用

　60 年代からの高度経済成長に伴う大都市

圏への急激な人口の移動は、都市の過密と

地方の過疎を助長した。ところが、「戦争等

特殊な時期を除けば明治以来一貫して続い

てきた大都市集中傾向が、明治 100 年を経

過した 1970 年代を転期として地方定着傾向

に変った」(注 5)のである。

　この原因については、種々の論議がなさ

れているが、工場等の地方分散に伴う地方

の雇用力の増大、住宅や自然環境における

過密都市の居住性の劣化、長男長女の相対

的増加による回帰型志向の増加等々による

と思われる。統計的には、三大都市圏のう

ち東京圏以外の名古屋圏と大阪圏では、昭

和 50 年以降初めて転出超過となり、以後は

転入超過に転じていない。更に、三大都市

圏の合計でも、昭和 51 年以降は概ね転出超

過となっている( 図３－２－２参照 )。ま

た、総理府による「地域への定住志向」に

関する調査では、｢住んでいたい｣と答える

者が年々、増加している(図３－２－３参照)。



　このような地方定住化の傾向をふまえ、

昭和 52 年 11 月に策定された第三次全国総

合開発計画では定住構想を展開し、「第一に

歴史的、伝統的文化に根ざし、自然環境、

生活環境、生産環境の調和のとれた人間居

住の総合的環境の形成を図り、第二に、大

都市への人口と産業の集中を抑制し、一方

地方を振興し、過密過疎に対処しながら新

しい生活圏を確立する」(注 6)としている。

また、定住化の傾向に並行するかのように、

各地域において魅力ある快適なまちづくり

のための市民活動の高まりが見られるよう

になった。

　これらの定住化及び定住化に伴う新しい

「まちづくり」の動きの目的は、地域住民

と自治体とが協働しながら、地域特性に見

合う形で魅力ある快適な地域を作ってゆこ

うとするところにある。たとえば、アメニ

ティの確保という観点からの都市美や都市

景観への配慮、地域経済の振興による地域

図図図図 3333－－－－2222－－－－3333 地域への定住志向地域への定住志向地域への定住志向地域への定住志向((((時系列比較時系列比較時系列比較時系列比較))))
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出典　経済企画庁「 2000年の日本 」
出典　経済企画庁「 2000年の日本 」
図３－２－２　三大都市圏、地方圏別転出入人口の推移図３－２－２　三大都市圏、地方圏別転出入人口の推移図３－２－２　三大都市圏、地方圏別転出入人口の推移図３－２－２　三大都市圏、地方圏別転出入人口の推移
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での雇用の創出、防災・防犯面での安全の

確保、住宅や土地利用における都市政策、

都市計画、公害防止と環境保全対策等々の

分野において、新しいまちづくりの試みが

展開されている。

　この過程において二つの面で情報の機能

が増加し重要になってきている。一つは、

まちづくりの具体的な場面での手続におい

てであり、もうひとつは、電気、水道等と

同列のインフラストラクチャとしての情報

の位置付けである。前者の例は、例えば神

奈川県環境影響評価条例に基く住民に対

する説明会、見解書等の公告、縦覧等にお

ける情報の流れや、都市計画法における都

市計画の案の縦覧等の手続きに見受けられ

る。後者の例としては、各電鉄系企業によ

る沿線の総合開発としてのＣＡＴＶの計画

や、各種ミニコミ誌、タウン誌の隆盛、防

災や交通における社会情報システム等々が

ある。

３．多元的な情報ニーズヘの対応３．多元的な情報ニーズヘの対応３．多元的な情報ニーズヘの対応３．多元的な情報ニーズヘの対応

　「経済的発展を至上として、運営されて

きた我が国社会の特徴としての中央集権化、

巨大化、効率化は、政治、経済、社会の各

分野において非人間性を増幅させてきた」

という側面がある。その改善のため、「中央

集権化、巨大化、効率化の反対側に位置す

る分権、個性、人間性を新しい社会発展の

システムの規範とする」(注 7)ことが必要

であるとの共通の認識が広まってきた。そ

の過程では、「 ある地域社会において現に

労働し、生産し、生活している住民にとっ

ての具体的な全生活の社会的再生産過程に

おける障害、困難の様態把握が必要であ

る 」ことと、「そういった問題の深刻性と

解決の緊急性の度合に応じて住民各層が自

らの生活諸条件の維持、防衛のために一定

の自律的な目的的集団・組織を媒介として

運動を生み出さざるを得ない」( 注８ )と

いう状況が生まれた。

　この段階では、従来の町内会的組織とは

別の「自律的な目的的集団・組織」が形成

されることになり、住民の具体的な「参加」

が有効に機能し始めた。例えば、各種住民

運動団体、趣味教養団体等が近年数多く生

まれ、活発な活動を展開している。これは

産業構造や生活様式の多様化が各個人の価

値観や行動を拡散、分化させた結果である

と言うことができる。

　このような現象は、一般に「多元社会」

と呼ばれて、次の三つの特徴がある(注 9)。

それは、「社会階層の多元化」、「組織の多元

化」、「関心と利害の多元化」である。かつ

てに比べ、職業、職種が細分化され、趣味、

宗教、知識、信条等の多様化が顕著に進行

していることが、関心と利害の多元化をも

たらした。その結果として、人々の必要と

する情報や伝達したい情報は非常に多様化

し、しかも、そのメディア、時間帯等に対

するニーズも多様化しつつある。それは、

個人にとっても、団体にとっても、情報が

ますます重要な役割りを果たすようになっ

てきたことにより助長されつつある。

　このように、人々が画一的な情報の流通

では満足できない状況では、地域における

情報の収集、交換、発信等をますます活性

化させてゆくシステムが必要である。

　そのためには、第一に、自治体と市民と

の関係においては、能動的な市民参加を保
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障し、開かれた自治体経営を推進するとい

う観点からの自治体による情報提供と、市

民や団体の発信する情報の入手という相互

の流れを活性化する必要がある。現在、前

者では広報、情報提供、情報公開制度、環

境アセスメントに基く公告等の形で制度的

な保障がなされている。後者については、

広聴の他にも各種制度やアンケート活動が

実施されている。

　第二に、市民相互や団体相互の情報の流

れを重視する必要がある。それは、諸団体

が重層的に活動している中で、社会システ

ム的構成要素としての団体の役割が欠かせ

ないものとなっているからである。さらに

団体がそのような機能を果たしつづけるた

めに、市民や諸団体の利害の調整を行政と

の関りだけでなく自律的、完結的な展開に

向けてゆく上で 「情報」の意義は重要にな

っている。

　第三には、情報政策の分権化を推進して

ゆく必要がある。国と自治体という行政の

役割分担の中で、各自治体が地域に応じた

施策を展開してゆくためには情報レベルで

の分権化が前提となる。生きた地域情報を

捉えることができるのは自治体のみであり、

そこから、風土や各種環境を反映した個性

ある施策が展開されることになるのである。

そのための国政参加、県政参加等の制度化

が望まれるところである。

４．情報化による地域の復権４．情報化による地域の復権４．情報化による地域の復権４．情報化による地域の復権

　昭和 53 年、「首都圏地方自治研究会」に

より開かれた「地方の時代シンポジウム」

において、長洲神奈川知事は、歴史的キー

ワード」としての「地方の時代」を提示し、

「近代工業文明への深い反省を迫られてい

る先進工業社会が改めて地方・地域の持つ

重さに気づき始めた」ことを指摘した。さ

らに、「歴史的に形成されてきた地域生活、

伝統文化にもう一度新しい光をあて、新し

い生命を吹き込んで復権させなければなら

ない」として、「政治や行財政システムをこ

れまでの委任型集権制から参加型分権制に

切り変えるだけでなく、生活様式や価値観

の変革をもふくむ新しい全体的社会システ

ムの探究」を課題とし、「自治体政策のシス

テム化」、「地域の実体化と分節化」、「市民

自治の時代」を論点として提起した。

　そして今、日本は高度情報化社会の夜明

けを迎え、「地方の時代」も新たな飛躍と試

練の機会を与えられた。すなわち、高度情

報化社会の到来は、情報レベルでの中央集

権化を促進する可能性があり、地域生活や

伝統文化を画一化する方向に機能しうるの

である。かつて、テレビの爆発的普及は全

国のニュースを即時に伝えてくれるという

点で地方の情報格差を軽減したが、一方で

は、地方の方言を駆逐したことに見られる

ように、文化や生活様式や経済において「地

方」の「大都市」に対する従属意識、中央

志向を促進することになった。しかし、最

近では各種ミニコミ、タウン誌等に代表さ

れるような地域の催物、文化情報等を中心

に、地域情報を活発に流通させてゆこうと

する動きと、定住化に伴うまちづくりへの

市民参加の動き、及び地域経済の自立の動

き等々による「地域の復権」ともいうべき

現象が実際に現われている。

　これらの動きは、前述の「高齢化」、「定

住化」、「多元化」さらには、「国際化」、
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「 余暇化 」、「 高学歴化 」等々をも含めた

地域社会のトレンドに対応するための現段階

での回答の一つであり、構想である。自由で

豊かな情報の流れを地域において促進するこ

とによって、各種団体や地場産業の発展の基

盤とし、ひいては、市民自治を実体化してゆ

くことが可能となる。換言すれば、住む者の

手によって、地域の風土や特性に見合った形

の「暮らし」を作りあげてゆくための前提と

して、情報化の機能が重要な意味を持ちはじ

めたことになる。それは、とりも直さず「地

方」の時代の展開であり、地域の復権である。
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第第第第 3333節　地域社会における情報化の将来像節　地域社会における情報化の将来像節　地域社会における情報化の将来像節　地域社会における情報化の将来像

１．ニューメディアの展開１．ニューメディアの展開１．ニューメディアの展開１．ニューメディアの展開

(1)(1)(1)(1)　ニューメディアの登場　ニューメディアの登場　ニューメディアの登場　ニューメディアの登場

　情報通信ニーズの高度化、多様化を背

景に、情報通信技術の飛躍的進歩によって、

ニューメディアと呼ばれる新しい情通通信

手段が出現してきた。ニューメディアと呼

ばれるものを形態面に注目して分類すると、

無線系、有線系、パッケージ系の 3 つに大

別できる。その特徴を機能サービス、他メ

ディアとの競合の面からまとめると表３－

３－１のようになる。

　これらの中から今後の産業社会に最も

影響を与えると思われる代表的ニューメ

ディアとして、都市型ＣＡＴＶ、ＩＮＳ、

ニューメディア名 機       能 サ ー ビ ス 他メディアとの競合

放 送 衛 星　地上局からの放送電波を、
各家庭で直接受信できるよう
に再送信する静止衛星
　難視聴解消
　文字放送、静止画放送、高
忠実度音声放送、高品位テレ
ビ放送が可能

　テレビ放送、文字放
送、ＰＣＭ音楽放送、
ファクシミリ放送、高品
位テレビ放送、静止画放
送、各種データ放送、受
像機器の低価格化、高品
質の音声・映像、緊急情
報

　地上局との競合、高品
位テレビの影響大、ファ
クシミリ放送の実現は新
聞と競合、ＣＡＴＶとの
組み合わせは、普及要因
となる。

テレテキスト
（文字多重放送）

　テレビ電波のスキ間を利用
して、文字、図形の信号を送
る。
　情報の蓄積量に限界がある
ので、速報的要素の強い生活
情報に適する。
　放送事業者以外の第三者も
放送事業者との契約により実
施可能。
　伝達方法（コード方式：文
字コードを受けて、受信機内
で文字、図形を発生させる。
パターン方式：送信側で文
字、図形を順次走査してデジ
タル信号に変換して送る。

　ニュースの速報、交通
道路情報、生活地域情
報、テレビ番組

　ビデオテックスと競合
するが情報のストック量
が異なる。
　新聞を補完する。

高 品 位 テ レ ビ　テレビの走査線の数を525
本から1,125本にした高画質
のテレビ放送方式

  高品質の音声、映像、
映画製作にも利用可能

　現行テレビと競合、放
送衛星、ＣＡＴＶに適合

静 止 画 放 送　文字、図形、写真のカラー
静止画を音声付きで放送する
方式
　現行テレビ電波を利用して
５０番組位送ることが可能
で、受信側で番組を選択でき
る。

　教育・教養講座、
ニュース情報（写真、図
形、音声付）

　活字媒体に対する影響
大放送衛星、ＣＡＴＶに
適合

ファクシミリ
放送

　文字、図形などの原稿上を
走査して、これを信号に変換
して伝達し、受信側で文字、
図形などを紙面上に再現す
る。
　方式（専用チャンネル方
式、テレビ電波多重方式、Ｆ
Ｍラジオ多重方式）

　新聞、雑誌の補完 　活字メディアと競合、
現行テレビを補完する。
放送衛星、ＣＡＴＶに適
合

Ｃ Ａ Ｔ Ｖ　有線テレビジョン
　難視聴解消
　チャンネルが多く取れるた
め再送信、自主放送、その他
様々なサービスが可能とな
る。

　自主放送（生活・地域
情報、映画、娯楽、趣
味、教育、教養講座）、
ホームショッピング、
ホームバンキング、テレ
ビ会議、ホームメール、
ホームセキュリティ

　現行テレビと競合、高
品位テレビに適合、放送
衛星、ＩＮＳ、ビデオ
テックス、テレテキス
ト、ファクシミリ放送な
どとのネットワーク化が
可能

表３－３－１　ニューメディア一覧表表３－３－１　ニューメディア一覧表表３－３－１　ニューメディア一覧表表３－３－１　ニューメディア一覧表

双方向
片方向

片方向

無
　
　
　
線
　
　
　
系

有
　
　
無
　
　
線
　
　
形

伝送系
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ビデオテックス
（キャプテンシ
  ステム）

　家庭のテレビと電話を使用し各種
の情報報を情報センターから呼ひ出
Lてテレビ画面に写し出すことがて
きる。ハ一ドコピーを取ることも可
能。
　大量の情報を蓄積し、いつでも必
要な情報を提供できる。

  オーダ一工ントリー・
サーピス(交通機関・ホテ
ル・劇場等の予約、商品の
注文、銀行口座の残高・振
込りの通知など)
  クローズド・ユーザ一・
グループサーピス（専門情
報の提供、企業間の情報シ
ステムなど特定の利用者の
みを対象)
  趣味・娯楽情報、専門情
報ホームショッピング、
ホームバンキング、生活・
地域情報、教育情報等バラ
エティに富んだ情報の提供

　現行テレビ、文字多重放
送、ピデオディスク等と競
合
  ＩＮＳと結合

Ｖ　Ｒ　Ｓ
（画像通信シス
　テム）

　プッシュホン又は専用キーボード
を使用して動画像情報をセンターか
ら呼ひ出しテレビ画面に写し出すこ
とがてきる。会話型画像情報システ
ム。

　リクエスト動画サービ
ス、静止画サービス、専門
情報趣味、娯楽、教養情報

　現行テレビ、キ+プテンシ
ステムと競合、ＣＡＴＶ、
ＩＮＳに適合

Ｖ　Ｃ　Ｒ
（ビデオカセッ
　トコーダー）

　テレビ放送の受信録画
　テレビカメラを使用して私的番組
製作
　市販ソフトの再生
　方式〔ベータ方式、ＶＨＳ方式）

　市販ソフトによる各種番
組

　テレビに適合
　ニューメディアの利活用

Ｖ　　　Ｄ
（ビデオディス
　ク）

　現在の段階では「絵の出るレコー
ド」で再生機能のみ、録画機能な
し。方式(ＶＨＤ、ＣＥＤフィリッ
プス/ＭＣＡ)

　市販ソフトによる各種番
組

　ＶＨＳ、ＣＡＴＶと競合

Ｄ　Ａ　Ｄ
(デジタル・オー
ディオ・ディスク)

　デジタル化された高品質の音声が
得られ、主に音楽等に利用
　方式(ＣＤ、ＡＨＤ)

　市販ソフトによる各種音
楽

　既存のレコードと競合
　ラジオに影響

　従来の電話網、電信網、データ通
信網、ファクシミリ網等の独立した
ネットワークを、デジタル化した一
つのネットワークに統合しあらゆる
情報の伝達、処理を効率的に迅速に
処理するネットワークシステム。

　デジタル電話、ファクシ
ミリ、スケッチホン、キャ
プテン、テレビ電話、画像
通信システム（ＶＲＳ）、
デジタル静止画、ホーム
ショッピングホームバンキ
ング
　在宅勤務、テレビ会議、
　ファクシミリによる新聞
情報

　ＣＡＴＶ、ファクシミリ
放送、静止画放送など各
ニューメディアを吸収
　動画番組はテレビに影響
　キャプテンシステム、Ｖ
ＨＳとネットワーク化

　比較的狭い区域に分散しているコ
ンピュータ、端末機器、プリン
ター、制御機器などを光ファイバー
ケーブル、同軸ケーブルなどの伝送
媒体を使用して結ぶ構内ネットワー
ク

(適用分野）
　ホストコンピュータを中心
としたＬＡＮ
　ＯＡ機器を接続するＬＡＮ
　ＦＡ／ＬＡ機器を主体とし
たＬＡＮ
　音声機器接続を主体とした
ＬＡＮ
　監視制御機器を接続するＬ
ＡＮ

　公衆電気通信事業者の専用線を使
用し、回線をユーザーに再販するほ
か、コンピュータによる情報の蓄
積、処理により付加価値をつけ、通
信サービスを提供する。

　回線交換、パケット交換

有
　
　
　
線
　
　
　
系

パ
　
ッ
　
ケ
　
ー
　
ジ
　
系

有
　
線
　
系
　
イ
　
ン
　
フ
　
ラ

Ｉ　Ｎ　Ｓ
（インフォメーション・
ネットワーク・システム、
高度情報通信システム）

Ｌ　Ａ　Ｎ
（ローカル・エリア・ネッ
トワーク）

Ｖ　Ａ　Ｎ
（付加価値通信網）

スタンドア
ロン型

双方向



1 番組案内
2

9
10

12
13 ＦＭラジオ

14 公共情報・地域ニュース

15 地域の話題パブリックアクセス

16 一般ニュース
17 経済ニュース
18 海外ニュース

19 各地のお天気

20 一般番組

21 娯楽番組（映画等）

22 　 〃   （スポーツ等）
23 　 〃   （ショー等）
24 教育番組（受験講座等）
25 教育番組（カルチャー）

そ
の
他

リ
ー
ス

26

再
送
信

｝時間、あるいはチャンネル単位で企業にリース

表３－３－２　東急有線テレビのチャンネル計画表３－３－２　東急有線テレビのチャンネル計画表３－３－２　東急有線テレビのチャンネル計画表３－３－２　東急有線テレビのチャンネル計画

番　組　ガ　イ　ド

}衛星放送の同時再送信

同時再送信（一部自由放送）

渋谷、横浜、青葉台等の地域天気予報や、〇〇ゴルフ場、○
○山の天気概況等の気象情報サービス

名作映画、懐しのテレビドラマ、スポーツの記録、ドキュメ
ンタリー番組、音楽番組、娯楽ショー等を放送

自
主
サ
ー
ビ
ス

べ
ー
シ
ッ
ク
番
組

べ
イ
番
組

都・県・区・町・学校からのお知らせ、病院案内、催物案
内・タウン情報、時刻表案内、地域のニュース等を放送

地域の話題の特集番組、討論会、議会中継、スポーツ大会、
催事等の中継、地域住民の自由制作作品や番組等を放送

一般社会ニュースを文字で放送
株式・商品・金融等の経済ニュースを文字で放送
海外の最新ニュースを放送

内　　　　　　　　　　容チャンネル

時間、あるいは番組単位で視聴ごとに別途料金を徴収する有
料サービス

}ＮＨＫ２ch、在京民放５ch、テレビ神奈川の同時再送信

ＶＡＮ，キャプテンシステムの４つを採
り上げ、その特徴、課題について述べる。

（２）都市型ＣＡＴＶ（２）都市型ＣＡＴＶ（２）都市型ＣＡＴＶ（２）都市型ＣＡＴＶ

都市型ＣＡＴＶの特徴は従来の難視聴

対策を目的とするＣＡＴＶと異なり、「モ

アチャンネル」サービスと「双方向」サ

ービスを提供できる点にある。

　モアチャンネルサービスとは有線化す

ることによって利用可能となった多数の

チャンネル(通常は 30ch 程度、アメリカ

には 100ch という大規模なものも存在す

る)を利用して、表 3-3-2 のような多彩な

番組を提供しようというものである。

　また、チャンネル数に余裕があること、

サービスエリアに地域性があることなど

から、行政、教育や、地域交流などを目

的とする利用も期待されている。

　双方向サービスとは事業者と視聴者の

間に双方向通信機能を付加することによ

って、視聴者参加型のクイズ番組、討論

番組、アンケート調査番組など新しい形

態の番組を提供すると共に、ホームショ

ッピング、ホームセキニリティ、テレメ

ータリングなど、番組提供という枠組に

とらわれない新しいサービスを同時に提

供しようというものである。

　この都市型ＣＡＴＶの特徴を従来のテ

レビとの関係で位置付けると、モアチャ

ンネルサービスは量的な面での変革であ

り、双方向サービスは質的な面での変革

〜

〜

〜
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30

出典「放送文化」　1983年10月号
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であるといえよう。

　このニューメディアの先兵とも言える

都市型ＣＡＴＶをめぐり現在、産業界は

沸き立っている。昭和 57 年 12 月、東京

町田市でＩＣＮ(インターナショナルケー

ブルネットワーク)が都市型ＣＡＴＶの事

業計画を明らかにして以来、全国各地で

大手私鉄、流通業者、商社、金融、証券、

地方の中堅企業など、業界各方面にわた

る都市型ＣＡＴＶ事業への進出ブームが

起こっている。ＩＣＮ自身、発足した当

時は資本金 1,250 万円の個人資本会社で

あった。それが郵政省に対する事業認可

の申請をきっかけに、小田急電鉄、三井

グループ、その他の大企業が資本参加し、

事業計画公表の 1年後には合計 44 社が出

資する資本金 4 億 8,000 万円の会社に急

成長した。

(3)  (3)  (3)  (3)  ＩＮＳＩＮＳＩＮＳＩＮＳ((((高度情報通信システム高度情報通信システム高度情報通信システム高度情報通信システム))))

　社会の高度情報化に対応するため、現

在の電話を中心とするアナログ通信網を

デジタル化することによって、音声、デ

ータ、画像など多様な形態の情報の伝達、

交換、蓄積、処理、提供を統合的に行う

ＩＳＤＮ(統合テジタル通信網)の構築が

世界各国で盛んになってきている。

　日本におけるＩＳＤＮの構築は、日本

電信電話公社を中心にＩＮＳ(高度情報

通信システム)構想として推進されてい

る。ＩＳＮは「より安く」､「より便利

で」､「より豊富」な電気通信サービス

を目的としており、主に次の五つの形で

具体化が推進されている。

ア．ネットワークのデジタル化：ＯＡ化、

ＦＡ化の進展に伴いデータ通信等の非

電話系サービスの需要が急増してきて

いる。データ通信における信号処理方

式はデジタル方式であるため、ネット

ワーク自体をデジタル化した方が効率、

品質、コストなどの面で現在の電話サ

ービスを中心としたアナログ通信網よ

りも有利となる。

イ．ネットワークの統合：現在、我国に

は電話、電報、テレックス、ＤＤＸ、

ファクシミリのための 5 つの別個の通

信網がある。これらは伝送する情報の

形式や帯域、ネットワークの範囲など

に差異があるが、信号処理方式をデジ

タル化することにより、一つのネット

ワークに統合することが可能になる。

この統合化によって、設備の共用化が

可能となり、効率化、低コスト化に寄

与し、利用者にとっては 1 つのネット

ワークで多彩なサービスを利用できる

ようになる。

ウ．ネットワークの高度化：現在のファ

クシミリ通信網では同速度の端末間で

しか交信ができず、交信可能端末が限

られているが、デジタル化、統合化さ

れたネットワークでは信号変換機能を

設けることも容易となるため、異速度

端末間の交信も可能となる。この他、

文字、音声など形態の異なる情報を交

換するメディア変換といわれる機能を

設けることもできるようになる。

エ．料金体系の一元化 : 現在は、電話、

電報、テレックス、ＤＤＸ、ファクシ

ミリと別個独立にネットワークが形成

されているため、料金制度もそれぞれ

の歴史的背景の下に個別に定められて
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いる。しかし、今後それらが統合され

た場合、情報量に応じて課金するとい

った一元的料金体系を構築する方が合

理的である。動画など音声に比較して

桁外れの情報量を必要とするものは例

外として取り扱う必要があると思われ

るが、おおむね一元化されるものと思

われる。

　なお、ＩＮＳ計画推進に伴う新型機

器導入による、通信コストの低減効果

(例、交換機をデジタル化することによ

り通信能力は約 40 倍になる。通信ケー

ブルを光ファイバ一化することにより

中継間隔を従来の 1.5Km から 25Km に拡

大できるなど)を利用し、遠近格差のほ

とんどない料金体系を確立することも

可能となる。

図３－３－１　ＩＮＳ社会の将来像図３－３－１　ＩＮＳ社会の将来像図３－３－１　ＩＮＳ社会の将来像図３－３－１　ＩＮＳ社会の将来像

出典　電電公社資料

出典　電電公社資料



- 101 -

出典　「電気通信年鑑　　１９８３年版」（さんちょう社）

図３－３－２　ＩＮＳ形成のステップ図３－３－２　ＩＮＳ形成のステップ図３－３－２　ＩＮＳ形成のステップ図３－３－２　ＩＮＳ形成のステップ



- 102 -

オ．情報処理と通信の融合 : ネットワー

クがデジタル化されることによってコ

ンピュータとネットワークの親和性が

増し、コンピュータとコンピュータあ

るいは端末間を結ぶ情報通信システム

の構築が容易となる。

　以上のような特徴を持ったＩＮＳの実

現によって各種の端末が持続可能となり

それを通じて図３－３－１のようなさま

ざまなサービスが実現されるようになる。

　ＩＮＳは現在、出現が予定あるいは予

想されているさまざまなニューメディア

の中で最も基幹的なニューメディアであ

り、高度情報化社会の実現には不可欠の

存在である。

　ＶＡＮやキャプテンシステムあるいは

通信衛星といったニューメディアにして

もＩＮＳというネットワークがあっては

じめて本領を発揮できる。また、都市型

ＣＡＴＶについても将来家庭内引込み線

にまで光ファイバーが導入される時代にな

れば、ＩＮＳに包含される可能性もある。

　現在、ＩＮＳ構築の基盤となる光ファ

イバーケーブルの敷設と交換機のデジタ

ル化が急ピッチで進められている。昭和 56

年度から全国12 の区間で中容量光ファイ

バーケーブルの敷設が始まったのを皮切

りに、57 年から大容量光ファイバーケー

ブルを用いた日本列島縦貫幹線網の敷設

が開始され、59 年度末には完成する予定

である。また、幹線網の敷設と共に主要

都市間を結ぶ支線網の敷設も進められて

いる。これらの建設により昭和61 年度末

には全国県庁所在地で、62 年度末には全

国どこでもデジタルサービスが受けられ

るようになる(注 1)。個別ネットワーク

の統合、映像網などの広帯域通信網の統

合をも含むＩＮＳの最終的完成は昭和 75

年ごろを目指して進められている。

　ＩＮＳ構築の全体計画は図３－３－２

のとおりである。

(4)  (4)  (4)  (4)  ＶＡＮＶＡＮＶＡＮＶＡＮ((((付加価値通信網付加価値通信網付加価値通信網付加価値通信網))))

　ＶＡＮとは主にコンピュータ同士の通

信の過程において、コンピュ一タによる

処理を加える高度な通信サービスで、そ

の機能を大別すると次の三つになる。

ア．通信機能：ＶＡＮの最も基本的な機

能。一般的には異機種のコンピュータ

あるいは端末からのデータをパケット

( 小包み )と呼ばれる単位に分割多重

化し、通信の効率を上げる。

イ．通信処理機能：通信の過程における

コンピュータ処理であるが、情報処理

と異なり、データ内容の意味的変更は

伴わない。データを相手方へ直接送ら

ず、ネットワーク内部のコンピュータ

に設けられたメールボックスにいった

ん蓄積し、受信者が望むときに取り出

せるようにする蓄積交換機能、同一内

容のデータを複数の相手方に同時に伝

える同報通信機能、通信スピードの異

なる端末間の通信を可能にするスピー

ド変換機能、異なった種類の信号の変

換を行うメディア変換機能、異機種の

コンピュータや端末間のプロトコル(通

信手順)を変換し、プロトコルの異なる

コンピュ一夕や端末間の通信を可能に

するプロトコル変換機能、データの並

び順や文字数などを変換するフォーマ

ット変換機能などがある。
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ウ．情報処理機能 : 応用処理のための演

算や情報の検索を行う。

　これらの機能の中で特に重要な機能

はプロトコル変換機能である。この機

能に他の通信処理機能が加わることに

よってはじめて、今までＭＴ(磁気テー

プ)交換という手作業を交えなければ行

なうことができなかった、機種やメー

カーの異なるコンピュータ間のデータ

通信が可能となる。このような機能を

持つＶＡＮの出現によって、さまざま

なコンピュータや端末が相互に結合で

きるようになると、現在とは比較にな

らないくらい短時間で、複数企業間の

自由なデータ交換が可能となる。そし

てＶＡＮによる広範な企業間ネットワ

ークが形成されるようになった時、我

が国の産業に大きな変革が起こるもの

と予想される。すなわち、より複雑で

高度な商品やサービスが出現し、新し

い産業が興り、従来の企業は変質する

ものと思われる。

　我が国におけるＶＡＮサービスは公

衆電気通信法によって一般的に禁止さ

れていたが、昭和57年11月の第2次法改

正によって、

(ア)　中小企業のためであること

(イ)　特定企業グループ間のものであ

ること

を条件として限定的に認められた。こ

れは通称中小企業ＶＡＮと呼ばれ現在

31社、38システム(昭和59年5 月29 日現

在)が稼動している。

　しかし、本来、不特定多数の企業間

ネットワークサービスを目的とする

ＶＡＮに前記のような条件を付するこ

とは合目的とは言えず、一層の自由化

を求める声が高まっていった。かくし

て、電気通信事業法が成立する運びと

なり、我が国においても昭和 60 年 4 月

から本格的ＶＡＮサービスが認められ

ることとなった。

(5)  (5)  (5)  (5)  キャプテンシステムキャプテンシステムキャプテンシステムキャプテンシステム((((文字図形情報ネッ文字図形情報ネッ文字図形情報ネッ文字図形情報ネッ

トワークシステムトワークシステムトワークシステムトワークシステム))))

　キャプテンシステムとは家庭や事務所

に置かれた利用者端末と情報センターの

コンピュータを電話網で結び、センター

に蓄積されている多様な文字・図形情報

の中から必要な情報を対話形式で選び出

し、ディスプレイ上に映し出すシステム

である。

　国際的にはビデオテックスと呼ばれ、

現在、日本のキャプテン方式の他に、イ

ギリスの「プレステル」を代表とする欧

州方式、カナダの「テリドン」の流れを

くむ北米方式の 3方式がある。

　キャプテンシステムの提供サービスと

しては当初、キャプテン情報センターの

データベースに入っている情報の中から

必要なものを選ぶ情報検索型を目指して

いたが、最近は情報センターと並列の形

で直接、銀行、デパート、旅行代理店な

どのコンピュータを外部センターの形で

接続し、ホームバンキング、ホームショ

ッピング、ホームリザベーションなどの

さまざまなホームサービスを提供しよう

とするものに変貌してきた。

　本年 2 月には、11 月の実用サービス開

始に先立ち、運用を担当する新会社「キ

ャプテンサービス株式会社」が設立された。



- 104 -

・東京、関東地区

都道府県名

茨 城 県
神奈川県

表３－３－２　昭和59年11月からのキャプテンサービス提供地域表３－３－２　昭和59年11月からのキャプテンサービス提供地域表３－３－２　昭和59年11月からのキャプテンサービス提供地域表３－３－２　昭和59年11月からのキャプテンサービス提供地域

東京23区　武蔵野市　三鷹市　保谷市　調布市　府中市　狛江市　田無市

稲城市　立川市　日野市　国立市　東大和市　八王子市　武蔵村山市
町田市

東 京 都

都　　　　市　　　　名

谷田部市　桜村
横浜市　川崎市　藤沢市　横須賀市　鎌倉市　相模原市

東久留米市　清瀬市　国分寺市　小金井市　小平市　東村山市　多摩市

埼 玉 県

千 葉 県

和光市　蕨市　戸田市　草加市　八潮市　三郷市　越ケ谷市　所沢市
上福岡市　富士見市　大井町　三芳町
千葉市　柏市　流山市　市川市　浦安市　松戸市　船橋市　習志野市
八千代市

浦和市　与野市　大宮市　川口市　鳩ケ谷市　志木市　新座市　朝霞市

今後の事業計画は、次のとおりである。

ア．サービスエリア：昭和59年11月には東

京都 23 区内と周辺 30Km 圏の都市、大

阪を中心とする京阪神(表３－３－２参

照)で、60 年度中には札幌、名古屋、広

島、福岡で、62年頃までには全国の県庁

所在地を始めとする主要都市で利用可

能となる予定( 注 2 )。

イ.　利用料金：回線接続使用料(加入者が契

約時点だけに支払う料金)=300 円、通信

料=3 分間 30 分、情報料=内容に応じて

ウ.　ＩＰ(情報提供者)数:422 社

・京阪神地区　（ 略 ）

（注）１．上記の都市でも、一部加入者識別装置 （ＩＤ）のない電話局の区域ではサービスを
提供できません。



- 105 -

２．ニューメディアの課題２．ニューメディアの課題２．ニューメディアの課題２．ニューメディアの課題
(1)(1)(1)(1)    　都市型ＣＡＴＶ　都市型ＣＡＴＶ　都市型ＣＡＴＶ　都市型ＣＡＴＶ

ア．ニーズにあった番組供給

　都市型ＣＡＴＶ事業は、住民ニーズの

中から生まれてきたというよりは数少な

い将来の有望市場の獲得に向けて、いわ

ゆるフランチャイズだけは獲得しておこ

うと各企業がなだれこんでいるというの

が現状である。

　都市型ＣＡＴＶ事業は莫大な設備投資

を必要とするため、事業が計画どおり進

展したとしても10年後にペイできるかど

うかという大事業である。したがって住

民が求める番組づくりができるかどうか

が事業成功の決め手となる。ところが、

現段階では、既存の空中波テレビが提供

している番組を超えるだけの番組が制作

できるかどうか未知数である。

　現在、全国ネットのキー局では 1 局あ

たり 1 日平均で約 2 億円の番組制作費を

かけ、視聴率向上のためさまざまな趣向

を凝らし、しのぎを削っている。しかも

ＮＨＫを除き、受信料は無料である。そ

れに対してＣＡＴＶ局は加入金をとる上

に月々の基本料金、加えて有料番組も予

定している。そのため、その対価に見合

うだけの番組を供給できなければ、たと

え最初、物珍らしさから加入しても、後々

大したメリットがないとわかれば解約者

の出現も予想される。その点、放送設備

などハードの設備投資に追われるＣＡＴ

Ｖ局が番組制作にどれだけの費用と人材

を投入できるかが、事業成功の 1 つのキ

ーポイントとなろう。

イ．他のニューメディアとの競合

　また、最近本格的に普及しはじめたビ

デオテープレコーダーやビデオディスク

などのパッケージメディアのソフトレン

タルが始まれば、それらとも競合する。

ウ．人件費がかさむ双方向システム

　都市型ＣＡＴＶのもう一つの特徴であ

る双方向機能にしても、設立計画の事業

概要を見る限りでは各局とも当面、導入

を予定してはいないようであるが、すで

に一部で実用化しているアメリカの例を

見ると問題が多い。世界初の双方向ＣＡ

ＴＶとして著名なＱＵＢＥにしても、当

初は大統領選挙のテレビ討論会放映直後

に世論調査を行いその結果を発表したり、

視聴者参加のクイズ番組などを行い話題

をまいたが、現在のところ、せいぜい子

供向けのクイズ番組に利用されている程

度であるという。双方向ＣＡＴＶを維持

するには片方向のものと比較すると10倍

近い人件費（ 注３ ）がかかり、双方向

システムを持つ多くの大規模ＣＡＴＶ局

の経営悪化の原因となっている。

　また、双方向機能を利用したホームシ

ョッピング、ホームセキュリティなどの

サービスもＩＮＳを利用したキャプテン

システムやデータ伝送とも競合するため、

どこまで実用可能か未知数である。

　このようにその可能性を大いに期待さ

れる一方で、さまざまな問題点も合わせ

持った都市型ＣＡＴＶを将来の有力な地

域メディアとして育てるためには、都市

型ＣＡＴＶ事業会社と地域が一体となっ

てこれに取り組まない限り、その道は険

しいものであることが予想される。
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((((２２２２))))　ＩＮＳ　ＩＮＳ　ＩＮＳ　ＩＮＳ

ア．ソフトの開発 :ＩＮＳは来たるべき

高度情報化社会におけるインフラスト

ラクチャーとして、ハード面の整備は

着々と進行している。しかし、その一

方で「ＩＮＳ」とは「一体、何を、す

るんでしょう？」の頭文字をとったも

のであると揶揄されるように、それに

ふさわしい利用方法がはっきりとして

いない。先行する技術革新と遅れの目

立つソフトの開発。こうした混迷は新

しい技術を迎える時期にはありがちな

ことである。ＩＮＳはあくまでも無色

透明な技術的成果であり、手段に過ぎ

ない。これを生かし、今後の社会発展

に結びつけ、高度情報化社会をいかに

実現してゆくかは、ハードそのものよ

りも、むしろ、どんな情報を流し、い

かに利用するかというソフト開発にか

かっていると言える。

イ．コストの低減：ＩＮＳの構築が順調

に進み、デジタルサービスが受けられ

る技術的基盤が整備され、それにふさ

わしいソフトが考案されたとしても、

それが即高度情報化社会の実現に結び

つく訳ではない。だれにでも手に入る

ような低価格で操作が容易な端末と多

くの人々が利用できるようなサービス

料金が設定されてこそ高度情報化社会

の実現が現実のものとなる。端末の開

発についてはＭＥ技術の発展に支えら

れ順調に進むものと思われる。サービ

ス料金の設定については前項でふれた

料金の一元化と深くかかわってくるも

のと思われる。

((((３３３３))))　ＶＡＮ　ＶＡＮ　ＶＡＮ　ＶＡＮ

ア．競争条件の整備 : 電気通信事業法の

成立によって、通信事業への民間企業

の進出が可能となり、民間活力の導入

による自由な発想に基づく多彩で低コ

ストなＶＡＮサービスの実現が期待さ

れている。しかし、法制度を整備する

だけでは桁はずれた経営規模と技術力

を持つ新電々と競争することは困難で

ある。したがって、ＶＡＮ事業者が十

分な経営基盤を確立するまで、回線使

用料やサービスの範域など制度面での

競争条件を整備すると共に、新電々の

持つ膨大な技術集積を民間へ開放する

など技術面での競争条件を整備する必

要がある。

イ．プライバシーの保護 ：ＶＡＮによる

巨大なネットワークが形成されると、

さまざまな企業情報、個人情報がＶＡ

Ｎに集中するようになる。そのため、

ユーザーの通信内容が当事者以外に漏

れることがないように秘密保護に十分

な対策を講ずる必要がある。

ウ．システムダウン対策 : ＶＡＮを含む

巨大なネットワークが社会の機構に深

く組み込まれ、社会全体がネットワー

クに対する依存度を深めることは、ひ

とたびシステムが障害をきたすと、たと

えそれがささいなものであってもその

影響はネットワーク全体に広がり、極

めて短時間のうちに経済社会活動の広

範囲な分野に重大な障害を与える。し

たがって、背信的悪意者や火災、水害、

地震などの災害あるいはシステム自体

の欠陥や故障に対する十分な対策を講



- 107 -

ずる必要がある。

(4)  (4)  (4)  (4)  キャプテンシステムキャプテンシステムキャプテンシステムキャプテンシステム

ア．端末機コストの低減 : 発売当初の端

末機の価格は、標準タイプで7～10万円、

最上位のもので70～80万円になると見

られている。これを本格的に普及させ

るには回路素子のＬＳＩ化を進め高性

能化を図ると共に価格を半値以下にす

る必要がある。

イ．価値ある情報やサービスの提供 : 通

常のデータベースサービスは深く狭い

情報を提供している。それに対してキ

ャプテンシステムが提供を予定してい

る広く浅い情報というものは案外収集

も整理も難しい。また、提供が予定さ

れているさまざまなホームサービスに

してもユーザーのニーズがはっきりし

ていない。したがって、いかにユーザ

ーのニーズに合った情報やサービスを

提供できるかが普及の鍵となる。

ウ．有料情報に対する理解 : キャプテン

システムを利用するには 3 分間 30 円の

通信料とは別に情報内容に応じて「情

報料」と呼ばれる対価を支払う場合が

ある。「 情報はただ 」という考えがし

みついている日本人にとって、「 価値

ある情報には正当な対価を支払うべき

だ 」ということが生活分野でも理解さ

れるにはある程度の年月が必要になる

ものと思われる。

３．ニューメディアの普及予測３．ニューメディアの普及予測３．ニューメディアの普及予測３．ニューメディアの普及予測
　先に述べた各ニューメディアは、時間的

な流れの中でどのように普及していくのだ

ろうか。参考として日本民間放送連盟放送

研究所が行った「ニューメディアの普及予

測・影響予測」調査と流通産業研究所が行

った「情報システムの高度化と流通機構の

変化に対するアンケート調査」からニュー

メディア普及予測に関する部分を紹介する。

　まず「ニューメディアの普及予測・影響

予測」調査では、図３－３－３の13のニュ

ーメディアに関し、回答した民放92社の有

効回答数の多いメディアの順序に普及予測

の結果を示すと、普及初期(普及率10～20％

○印で表示)を基準に時期の早いものは83

年ホームＶＴＲ、85年文字多重放送、ビデ

オ・ディスク、ＤＡＤ、87年キャプテン・

システム、88年ＡＭステレオ放送、89年衛

星放送( 有料テレビ )、衛星放送(有料以

外のテレビ)、ＣＡＴＶ( ネットワーク )90

年ファクシミリ放送、衛星放送( ＰＣＭ音

声 )、ＩＮＳ利用の情報サービス、92年ペ

イ・ケーブル(米国のＨＢＯのようなもの

を想定)の順となっている。

　ホームＶＴＲ、ＡＭステレオ、衛星放送

( ＰＣＭ音声 )、ペイ・ケーブルなどは○

→△印(普及加速期、30～40％普及率)の期

間が短く、すなわち初期普及から成長期へ

の移行が2～3年早いという予測を行ってい

る。

　結論としては、1989 年がニューメディア

普及の転換点としている。

　次に、「情報システムの高度化と流通機

構の変化に関するアンケート調査」では、

前述の調査と対象メディアが異なるが、

1990 年時点でのニューメディアの普及度を

この問題について特に関心と造詣の深い各

界の有識者 500 人(回答者 304 人)を対象と

し、予測を行っている。
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図３－３－２　ニューメディアの普及予想図３－３－２　ニューメディアの普及予想図３－３－２　ニューメディアの普及予想図３－３－２　ニューメディアの普及予想

出典　日本民間放送連盟放送研究所「ニューメディアの普及予測・影響予測」

　ニューテクノロジー、ニューメディア型

機器の 1990 年の普及率については、ＶＴＲ

を除いては、極めて低い数値を予想する人

が多く(図３―３―４参照)、ＶＴＲについ

ては 7 割以上の普及率を見込む人が全体の

62.5%を占めており、さらに 28.3%の人が半

分程度の普及率となると予想している。

　ビデオディスク、パ一ソナル・コンピュ

ータ、ＣＡＴＶに関しては、3 分の 1 以下

の普及率とみる人が 6 割ないし 7 割を占め

ている。

　さらにワードプロセッサー、ミニファッ

クス、双方向ＣＡＴＶ、ビデオテックスに

至っては、半分ないしそれ以上の人が 1 割

未満の普及率しか見込めないものと考えて

いる。

　ビデオ・ディスク

　Ｄ　  　Ａ  　　Ｄ

　ファクシミリ放送

　ＡＭステレオ放送

　衛星放送（ＰＣＭ音声）
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　ＩＮＳ利用の情報サービス
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出典　流通産業研究所「情報システムの高度化と流通機構の変化に対するアンケート調査」

図３－３－４　各種機器の一般家庭への普及度合図３－３－４　各種機器の一般家庭への普及度合図３－３－４　各種機器の一般家庭への普及度合図３－３－４　各種機器の一般家庭への普及度合（１９９０年）（１９９０年）（１９９０年）（１９９０年）（（（（    全回答者全回答者全回答者全回答者    ））））
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　ニューメディア対応型テレビの普及度合

については意見が分かれて、７割以上の普

及率を予想する人が 35.5％を占めるのに対

し、3 分の 1 以下と考える人も 35.8％と、

ほぼ同率ということになっている。

　いずれにしても、ニューメディア、ニュー

テクノロジー型機器の一般家庭への普及に

は、しばらく時間がかかる、という結論に

なっている。

４．ニューメディア展開のシナリオ４．ニューメディア展開のシナリオ４．ニューメディア展開のシナリオ４．ニューメディア展開のシナリオ

　現在予想されているニューメディアの普

及の予測を二つの調査により概観してみた。

　しかし、ニューメディア社会の展開の道

筋は、法制度、産業そして生活の各局面に

おいて、どのような変化・動向が生じるか

に影響され、ニューメディアが本格的に普

及したその姿は変ってくるだろう。また、

地域における展開を考えてみても三大都市

圏とそれ以外の地域では異った展開が考え

られ、とりわけ、大都市圏の中でも神奈川

のような都市化した高密度な地域社会にお

けるニューメディアの展開は、また異なる

であろう。

　ここでは、都市化社会神奈川を念頭に置

きつつ、不確実な未来を胎むニューメディ

アの展開のいくつかのシナリオを提示し、

検討していくことにする。

(1)  (1)  (1)  (1)  技術主導型の展開技術主導型の展開技術主導型の展開技術主導型の展開

　今までニューメディアについて様々に

言及されている中で特徴的なことは、ニ

ューメディアのもたらす多様な情報・サ

ービスの技術的可能性であった。

　最初に、技術的可能性がもたらすニュ

ーメディアに着目した技術主導型の展開

のシナリオを考えてみることにしよう。

　現在が情報化社会といわれるように、

個別的かつ多様な情報ニーズが存在する。

それらのニーズは、ニューメディアの利

用によって効率化・利便化等が図られる

のは明らかである。しかし、一方におい

て現在の生活様式や行動において、ニュ

ーメディアのもたらす利便性や効率性に

よる代替が費用対効果的に不透明な部分

も非常に多いのも明らかである。

　その中では大量の情報通信・処理を必

要とする産業や行政などや、家庭におい

ても所得の高い層を中心に一層の情報と

サービスを期待している部分がある。そ

の意味ではニーズはかなり限定された領

域に存在しているともいえる。

　そうした場合、ニューメディアの事業

化を考えると規模の経済性等の問題から

その展開は、全国的、国際的なネットワ

ークを中心として構成されることになる。

ニューメディアの形態もＩＮＳ、放送・

通信衛星、大規模ＶＡＮ等ということに

なる。したがって、これらニューメディ

ア関連投資額は巨額なものとなり、かつ

システムとしての統一的な整備を図るた

めの技術水準の制約から、事業主体は電々

公社や大企業が情報基盤の形成や情報サ

ービス供給を行うことになろう。

　また、これらが全国的・国際的なネッ

トワークを中心として形成され、製造業

流通、金融などの特定の産業の情報通信

処理を主体とするため、地域の情報循環

は付随的な形でしか、その位置付けを与

えられないことになる。従って、生活分

野へのインパクトと展開は弱いものと
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なる。それは産業社会の情報基盤整備に

よる効率化中心のニューメディアの展開

として現われることになる。

　この場合の問題点は、中央集中的、統

一的なネットワーク形成の中で、コスト

高や事業者の寡占的な状況を招くことに

なる。

　そして、情報とサービスの提供者は、

情報基盤の提供者とほぼ同一であり、こ

のニューメディアにおけるハードとソフ

トの未分化は情報産業の成長を遅くする

ものともなろう。

　さらに、情報とサービスの地域的な供

給も多様さに乏しいものとなろう。

(2)(2)(2)(2)    　市場主導型の展開　市場主導型の展開　市場主導型の展開　市場主導型の展開

　次のシナリオは、市場主導型のニュー

メディアの展開である。

　国のレベルで現在、通産省のニューメ

ディアコミュニティや郵政省のテレトピ

ア構想がニューメディアの地域社会への

定着ということで構想されているが、前

者はモデル都市においてニューメディア

のニーズを実験的に明らかにしようとし

後者はニーズを創り出していこうという

志向を持っている、といってよい。

　しかし、両者共通に不透明なニューメ

ディアヘのニーズをどう把握するかとい

う基本的な問題を抱えているのである。

　このニーズの点から考えるならば、第

二の展開のシナリオは、ニューメディア

ヘのニーズのあるところで、そしてニー

ズを創り出すのに有効な市場の活力に委

ね展開するというものである。

　つまり、中小企業を含む企業や市民生

活の情報ニーズに即した情報とサービス

の様々な事業機会とシステムを市場主導

によって形成することである。

　技術主導型の展開では期待することが

難しい、木目の細かい情報やサービスが

市場の競争による多様な隙間技術やノウ

ハウによって提出されることになろう。

　その意味では、ニューメディアは社会

全般に浸透することになる。

　この場合、地域にはニューメディアを

利用した多様なシステムが形成され、地

域情報も相当循環することになる。事業

主体としては、電々公社をはじめとする

大企業ばかりでなく、様々な産業の様々

な規模の企業が参入してくる。

　そこでは、技術主導型では未分化であ

った情報基盤の形成者と情報サービスの

提供者の分化が生じ、多様な情報化によ

る事業機会が提供されることになる。

　しかし、一種過当競争が生じることに

もなろうし、多様性に伴う標準化の欠如

も生じることになる。

　ところで、ニーズの不透明さに対して

事業主体（企業）が、どのように情報と

サービスに対する需要を喚起し、商品化

すればよいかという最初の問題に対する

解決は、事業主体にとって不透明なニー

ズの中でも、相対的に市場化の確実性の

高いものから企業化を展開することとな

って現われる。

　そのことは、地域に即して考えれば、

都市化した高密度で所得水準の高い、あ

るいは経済活動の活発な地域を事業主体

は選定することになる。

　それは、当然のことながら利益が見込

めないニーズ、あるいはニーズの量が低
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い地域は排除されることになる。つまり

「クリームスキミング」という商品化可

能なニーズや採算のとれる地域だけのつ

まみ食いという状況が出現することにな

ろう。

　神奈川を例にとっても、横浜、川碕な

どの大都市を中心とする地域については

ニューメディアの順調な展開があるだろ

うが、それ以外の地域においては円滑に

進展しないといったことになろう。

　市場主導型のニューメディアの展開に

おいてはこのような地域間の情報格差、

所得水準による情報・サービス格差も予

想される。また、このタイプの展開にお

いては、システムないし事業主体間の過

当競争や標準化の欠如による市民への情

報・サービスヘの悪影響や資源的な浪費

につながることにもなる。

(3)(3)(3)(3)    　混合型の展開　混合型の展開　混合型の展開　混合型の展開

　技術主導型と市場型のニューメディア

の展開は、現状において萌芽的にしろ進

行している。

　それぞれの有するメリット・デメリッ

トを概観してきた中で、ニューメディア

の望ましい展開を考える場合、平凡では

あるが、両者のメリットを活かす展開が

考えられねばならない。

　その場合、原則的には情報・サービス

の供給にあたっては、市場（企業）の活

力、創造性に委ね、公的部門による独占

や大企業による寡占は避ける必要がある。

しかし、民間では、事業化が難しいが、

市民生活や地域経済活動などにとって重

要な意義を持つ情報やサービスは公的に

供給し・情報やサービスの基礎的格差是

正の必要がある。

　すなわち、地域的情報システムを基盤

として展開される市場主導型の多様なニ

ューメディアサービスと並行して、公的

に情報・サービスが供給される複線的な

ニューメディアの展開が考えられねばな

らない。

　最初の技術主導型の展開は変容されて

市場主導型と融合することが必要なので

ある。システムレベルでは、全国的、国

際的なニューメディアネットワークと地

域のそれとが重層的に形成されることに

なる。そこにはニューメディアの技術的

可能性を地域の多様性の中で開花させる

という情報政策の転換が必要となる。

　したがって、技術主導型と市場主導型

の融合によるニューメディアの展開は、

大きく情報政策の分権化を基本として出

現する。その意味で、現状の国レベルで

発想されているニューメディア戦略は、

基本的に基礎的な制度、基幹的技術水

準に関る関与として考えられねばならな

い。

　そうであるならば、地域の住民の福祉

の担い手である自治体の主体的関与が必

要となるのは明らかである。

　それは、技術または市場主導型では供

給が難しい社会生活を営むに必要な情報

サービスシステムの構築に主体的に関与

することにより情報格差を情報ミニマム

の視点で解消していくことであり、さら

に、地域間の情報格差の是正は、ニュー

メディアの市場主導型の展開におけるク

リームスキミング的なあり方の抑制とな

る。すなわち、単に利益のあがるニーズ
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や地域だけに企業活動を認めるのではな

く、周辺的なニーズや地域をも包含した

形でニューメディアの展開がなされるよ

う政策的に誘導することである。勿論、

自治体は自らも社会情報システムの構築

や地域のニューメディアシステムの標準

化など真にニューメディアが市民の情報

基盤であるような技術的、サービスの様々

な利用を開発し、ニューメディアの望ま

しい展開を政策的に支援し、企業のニュ

ーメディアの事業化の支援を行うもので

なければならない。

５．神奈川におけるニユーメディアの動向５．神奈川におけるニユーメディアの動向５．神奈川におけるニユーメディアの動向５．神奈川におけるニユーメディアの動向

(1)(1)(1)(1)        都市型ＣＡＴＶ都市型ＣＡＴＶ都市型ＣＡＴＶ都市型ＣＡＴＶ

　現在、神奈川県内では東京急行電鉄、

小田急電鉄など電鉄系各社を中心に都市

型ＣＡＴＶ事業が計画されている。その

事業計画概要は表３－３－３である。ま

た、そのサービスエリアを図示すると図

３－３－５のようになる。

表３－３－３　ＣＡＴＶ事業計画表３－３－３　ＣＡＴＶ事業計画表３－３－３　ＣＡＴＶ事業計画表３－３－３　ＣＡＴＶ事業計画

事 業  会  社 Ｃ Ａ Ｔ Ｖ 会 社 名
設 立 年 月 日

サ ー ビ ス
開 始 予 定 対 象 地 域 対 象 地 域

の 世 帯 数 サ ー ビ ス 内 容 等

相 模 鉄 道 横浜ケーブルビジョ
ン
58． 7． 15

昭和61年 4月 横浜市西区、旭
区二俣川、大
和、海老名いず
み野

横浜市西区
  （１万５千世帯）
横浜市旭区二俣川
  （５万世帯）

テレビ自主放送１５
チャンネル（基本
サービス１2、ベイ
サービス３）、同信
再放送11チャンネル

東 京 急 行 電 鉄 東急有線テレビ
58． 3． 7

昭和61年 4月 渋谷、蒲田、下
高井戸、たまプ
ラーザ、青葉
台、つくし野、
中央林間

渋谷（３万世帯）
たまプラーザ
    （３万世帯）

テレビ１９チャンネ
ル、ＦＭ７チャンネ
ル、ＰＣＭ３チャン
ネル（ぺイテレビ３
チャンネル）

京 王 帝 都 電 鉄 京王ケーブルシステ
ム
58． 10． 1

昭和61年後半～
　昭和62年前半

駅構内での
「ターミナル情
報システム」新
宿、明大前、調
布府中、聖蹟
桜ヶ丘、八王
子、渋谷、吉祥
寺、橋本、多摩

２万世帯

京 浜 急 行 京急ケーブルネット
ワーク　59． 4． 3

「能見台」にはＣＡ
ＴＶ用ケーブル敷設
あり小 田 急 電 鉄 小田急情報サービス

58． 10． 1
昭和61年度 新百合ヶ丘駅周

辺地区、藤沢市
新百合ヶ丘駅周辺地
区（３万３千世帯）
藤沢（２万８千世
帯）

30チャンネル

相模ネットワークサー
ビス

58.5.14 昭和60年 10月 相模原市、座間
市、厚木市、大
和市、海老名市

当初１万２千世帯 自主放送３チャンネ
ル、ベイ番組２チャ
ンネル、再送信８局
ＦＭ放送３局

熊 谷 組 昭和59年内に運営会
社設立予定

昭和62年春 東戸塚分譲住宅
とその周辺住宅

難視聴解消、自主放
送予定

神奈川県住宅供給公社 横浜市旭区 若葉台団地
（計画人口 24,000
人）

大規模住宅の管理シ
ステム（ニュータウ
ン内各施設の防災、
給排水、電気設備な
どをＣＡＴＶで集中
管理）

住 宅 都 市 整 備 公 団 厚木市 森の里
（計画人口 8,050
人）

各種教養番組の編成
自主放送、他のＣＡ
ＴＶと連携し、各主
生活情報を提供

湘南ケーブルビジョン 58. 3. 4 昭和60年 10月頃 藤沢市、茅ヶ崎
市、鎌倉市

17万 5千世帯 自主放送、ＦＭ放送
ぺイテレビ、双方向
サービス、再送信
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図図図図 3333－－－－3333－－－－6666　ニュ―メディァ進出予定図　ニュ―メディァ進出予定図　ニュ―メディァ進出予定図　ニュ―メディァ進出予定図



(2)  (2)  (2)  (2)  ＩＮＳＩＮＳＩＮＳＩＮＳ

　神奈川県内では図３―３―７のような

計画に基づき、主要都市間の伝送路を光

ファイバー化する工事が進んでおり、昭

和 60 年度末には完成の予定である。こ

れと平行して、交換機のデジタル化も進

んでおり、高度情報化社会の実現に向け

てさまざまなデジタルサービスを可能に

する体制が整いつつある。

(3)  (3)  (3)  (3)  キャプテンシステムキャプテンシステムキャプテンシステムキャプテンシステム

　神奈川県内では、昭和59年11月からのキ

ャプテンシステムのサービス提供地域と

して、図３―３―６のように横浜、川崎、

藤沢、横須賀、鎌倉、相模原の各市が予

定されている。

　神奈川県では行政情報ニーズの個別化

に対応するため、昭和58 年4 月から第 2

期実験サービスに参加しており、窓口案

内、施設の利用案内、観光・リクリエー

ション、消費生活、クイズ、文化・余暇

行事の案内など 250 画面の情報を提供し

てきた。これを昭和59 年11 月の実用サー

ビス開始後には、手当給付の案内や医療

等の案内などの画面を加え、3 倍の 750

図３－３－６　神奈川県における主要都市間の図３－３－６　神奈川県における主要都市間の図３－３－６　神奈川県における主要都市間の図３－３－６　神奈川県における主要都市間の

光ファイバー伝送路計画光ファイバー伝送路計画光ファイバー伝送路計画光ファイバー伝送路計画
出典　電電公社資料
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画程度に増やし、さらにその 3 年後をメ

ドに 2,000 画面程度にまで増やす計画で

ある。

６．家庭における情報化の将来像６．家庭における情報化の将来像６．家庭における情報化の将来像６．家庭における情報化の将来像

　地域社会における情報化は今後、産業分

野、行政分野、生活分野の順に進展してゆ

くものと思われる。産業分野における情報

化はすでに相当程度進行しているが、近年

パーソナルコンピュータの普及や様々なニ

ューメディアの出現によって新たな高度化

の段階を迎えようとしている。行政分野に

おいても産業分野と同様な現象が見られる。

これに対して生活分野における情報化は産

業分野や行政分野における情報化の反射的

効果として情報化されているにすぎない。

今回、我々が行った「情報環境調査」の結

果によれば家庭におけるパーソナルコンピ

ュータの普及率は約 10%という結果が出て

いる。

　しかし、今後、パーソナルコンピュータ

や都市型ＣＡＴＶ、キャプテンシステムを

始めとするＩＮＳ関連端末、高品位テレビ

など現在発表されているようなさまざまな

ニューメディアが自動車並みに家庭内に普

及するようになれば、現在のような反射的

な意味での情報化ではなく、主体的な意味

での情報化が可能となる。

　ニューメディアが家庭を含めた社会全体

に普及するようになるには機器購入やサー

ビス提供にかかるコストの低減、ニューメ

ディアに適したソフトウエアの開発、ある

いはそれらを社会システムとして取り込む

ための法制度の整備などさまざまな課題を

解決する必要がある。

　ポストカラーテレビとして早くから注目

されてきた家庭用ＶＴＲにしても、本格的

普及期を迎えるまでには 7、8 年の期間を

要した。その意味でニューメディアの普及

はこれからといったところである。

　ここではそのような様々なニューメディ

アが普及することによって実現される高度

情報化社会における家庭の将来像を(1)家

事サービス、(2)福祉・医療、(3)勤務形態、

(4)教育・学習、(5)その他の各分野につい

て概観してみる。

　なお、家庭内の情報化予測には図３―３

―７のような調査報告がある。

（１）家事、サ（１）家事、サ（１）家事、サ（１）家事、サービスービスービスービス

ア．ホームショッピング

　ＩＮＳに接続されたキャプテンシス

テムやパーソナルコンピュータなどの

端末あるいは双方向ＣＡＴＶを利用す

ることによって、家庭に居ながらにし

てディスプレイ画面を見ながら商品情

報を入手し、同時に発注することが可

能になる。注文は各々の通信網を通じ

て業者のコンピュータに伝送され、商

品配送の手配が行なわれ、注文主の自

宅まで配送されるようになる。

イ.ホームリザベーション

　ホームショッピングと同様にＩＮＳ

端末や双方向ＣＡＴＶなどを利用する

ことによって家庭に居ながらにして、

必要な情報を入手し、コンサート、映

画、演劇などの各種イベントのチケッ

ト予約、航空機、列車などの切符の予

約あるいはホテル、旅館などの宿泊予

約などができるようになる。
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図３－３－７　図３－３－７　図３－３－７　図３－３－７　1990199019901990年に実用化が考えられる家庭内情報化予測年に実用化が考えられる家庭内情報化予測年に実用化が考えられる家庭内情報化予測年に実用化が考えられる家庭内情報化予測

出典　流通産業研究所「情報システムの高度化と流通機構の変化に対する
アンケート調査」



- 118 -

ウ．ホームバンキング

　プッシュホンなどのＩＮＳ端末、パ

ーソナルコンピュータ、双方向ＣＡ

ＴＶなどを利用し、預金口座の移動、

料金支払い、さらには融資の申込みな

どが銀行まで行かなくとも可能になる。

また、預金の残高照会、明細書の連絡、

その他の情報提供サービスも同時に受

けられるようになる。

エ．ホームディーリング

　ホームバンキングと同様な端末を用

いて、家庭に居ながらにして、株価や

債券価格、公定歩合、為替相場などの

投資、運用情報を入手したり、アドバ

イスを受けながら、株式や債券の売買

ができるようになる。

オ．ホームセキュリティ

　火災、ガス漏れ、泥棒の進入、急病

などの異常があった時、家庭内に取り

付けられた各種のセンサーがそれらを

感知し、ＩＮＳや双方向ＣＡＴＶなど

の通信網を通じて警備保障会社に異常

情報が伝えられることによって、消防

署への通報、警備保障会社の職員の派

遣といった必要な措置が家族が不在の

場合でもすばやく行なえるようになる。

カ．ホームコントロール・ホームテレコ

ントロール

　冷暖房機、照明器具、炊飯器、風呂

釜、各種警報センサー、ドアや窓のロ

ックなどを家庭内に張りめぐらせたホ

ームバス(母線)を通じてホームコンピ

ュータと接続することによって、宅内

機器の一元的管埋と自動化が可能とな

り、より快適な家庭内環境がつくり出

せるようになる。また、ＩＮＳなどを

通じて、外出先からのコントロールも

可能となる。

キ．在宅公共サービス

　ＩＮＳや双方向ＣＡＴＶ網を通じて

プッシュホン、ファックス、キャプテ

ンシステム・パーソナルコンピュータ

などを利用することによって、家庭に

居ながらにして、住民票の写し、印鑑

登録証明書の交付や公共情報提供サー

ビスが受けられるようになる。

(2)  (2)  (2)  (2)  福祉福祉福祉福祉・医療・医療・医療・医療

　各種のセンサーを接続したパーソナ

ルコンピュータや専用端末をＩＮＳな

どの通信網を用いて、病院などの医療

機関と結ぶことによって、家庭に居な

がらにして様々な医療サービスが受け

られるようになる。

ア．在宅健康管理システム

　定期的に健康状態をチェックし、そ

の情報をもとに適切な健康管理を行う

ことによって、健康増進や病気の予防

が円滑に行われるようになると共に異

常状態が迅速に発見できるようになり

早期発見にも役立つ。また、緊急時の

適切な医療処置情報も得られるように

なる。

イ．在宅看護システム

　慢性患者、病弱者、寝たきり老人な

どが在宅で適切な看護治療を受けられ

るようになる。

(3)  (3)  (3)  (3)  勤務形態勤務形態勤務形態勤務形態

ア．在宅勤務

　家庭内にコンピュータの端末やファ

クシミリなどを設置し、それらをＩＮ
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Ｓなどの通信網を通じて本社( 企業 )

と結ぶことによって、家庭に居なが

らにして、勤務することが可能にな

る。この在宅勤務が可能になれば、

体力を消耗する通勤ラッシュから開

放され、好きな時間に自由に勤務す

ることができるようになる。

イ．サテライトオフィス

　本社と多数設けられたサテライト

オフィスをＩＮＳなどの通信網で結

ぶことによって、サラリーマンは自

宅近くのサテライトオフィスに通勤

すれば良くなり、長い通勤時間をか

けずに本社にいる時と同様な仕事が

できるようになる。

　自己管理、人間関係、住宅環境に

関する課題に対して、在宅勤務より

も現実的であると言われている。

(4)  (4)  (4)  (4)  教育教育教育教育・学習・学習・学習・学習

ア．ＣＡＩ(コンピュータ支援授業)

　ＣＡＩの端末を家庭に設置し、それ

をＩＮＳや双方向ＣＡＴＶなどの通信

網を通じて、塾、専修学校、カルチャ

ーセンターなどのコンピュｰ―タと結

ぶことによって、家庭に居ながらにし

て個人の適性や理解力に応じたきめ細

かな個別指導型の学習サービスが受け

られるようになる。

(5)  (5)  (5)  (5)  その他その他その他その他

ア.キャプテンシステム

　キャプテン情報センター、各企業、

官公庁などのコンピュ一夕に蓄積され

た様々な情報を容易に入手できるよう

になり、家庭向けのデータベースとし

ての役割りを果たすようになる。

イ． 電子メール

　ＩＮＳとＶＡＮを組み合わせたディ

ジタル通信網が持つ蓄積機能、同報通

信機能を利用し、家庭内のパーソナル

コンピュータを端末として使用するこ

とによって、迅速で確実(ディスプレ

ー表示と共にハードコピーもとれる)

なメッセージ交換ができるようになる。

ウ．テレビ電話

　ＩＮＳの広帯域通信網を利用する

ことによって、音声だけでなく画像

も提供できる双方向のテレビ電話サ

ービスが受けられるようになり、通

話の相手が遠隔地にいても親密なコ

ミュニケーションが図れるようにな

る。

エ．電子新聞

　ＩＮＳやＣＡＴＶ網などの有線系の

通信網やテレビ文多重放送(テレテキ

スト)などを利用することによって、

家庭内のファクシミリに新聞を直接伝

送できるようになる。

オ．ホームプリンターサービス

　ＩＮＳやＣＡＴＶ網を通じて、家庭

内のファクシミリなどのプリンター装

置から公共機関のお知らせやデパート

スーパーの買い物情報などのプリント

された様々な生活情報が提供されるよ

うになる。

(注１)日本経済新聞(和昭 58 年 10 月 19 日発行)真
藤恒電々公社総裁の記社会見から

(注２)ニューメディア最前線(朝日ソノラマ刊)

P.119　金子秀明氏の論文中から

(注 3)日経産業新聞(昭和 59 年 3 月 7 日発行)北谷
米インジアナ大学助教授の談話から
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第４章　自治体の情報政策の構想第４章　自治体の情報政策の構想第４章　自治体の情報政策の構想第４章　自治体の情報政策の構想
第第第第 1節　自治体と情報政策節　自治体と情報政策節　自治体と情報政策節　自治体と情報政策

　高度情報化社会に向けて自治体が展開す

べき情報政策のあり方を構想することは、

非常に難しい問題であるが、高度情報化社

会は、自由で豊かな情報の流れる活力と魅

力に富んだ地域福祉社会として実現される

必要がある。

　現在、ニューメディアの出現により高度

情報化社会が容易に実現されるかの如き印

象を与えられているが、こうした社会の実

現には、社会の構成員すべてが、とりわけ

政府、自治体が、明確な理念、目標に基づ

き適切な対応や施策を展開しなければなら

ない。情報が「社会の資源、財」としての

価値をもち、社会情報システムに顕著に見

られるようにサービスの情報化が一層広ま

る傾向にある今日、情報にかかわる政策、

すなわち情報政策は、高度情報化社会の実

現へ向けて極めて重要であると考える。

１．情報政策の新段階１．情報政策の新段階１．情報政策の新段階１．情報政策の新段階

　従来、情報政策ということばはあまり使

用されてなく、明確な定義付けもされてい

なかったようである。(注１)しかしながら、

自治体が、政策を実施する上での情報の収

集、管理、提供という行為を情報政策の基

本型とすれば、それは従来からも実施され

てきたし、それ自身の歴史をもっているこ

とはいうまでもない。

　戦後の自治体の情報政策をふり返るとと

もに、今後の高度情報化社会の情報政策を

展望すると、情報政策には次の三段階があ

るように思われる。(図４―１―１)

（（（（    第一段階第一段階第一段階第一段階 ) ) ) )　広報　広報　広報　広報・広聴時代・広聴時代・広聴時代・広聴時代

　戦後の地方自治体制は、日本国憲法、地

方自治法により法的に整備された。地方自

治を実現するためには、住民自治、団体自

治が達成されることが必要であり、そのた

めの基盤の一つとして、広報・広聴制度が

重要な役割を果たしてきたといえる。もち

ろん、民生、衛生など個別の行政分野でも

情報の収集(公聴会の実施など)、提供(チ

ラシ、冊子の作成など)が行われてきたこ

とはいうまでもないが、情報の収集・提供

システムとしては広報広聴が中核的役割を

果たしてきた。

　行政広報は、ＧＨＱの示唆により始まっ

たが、戦後、導入された自治体広報＝ＰＲ

は、総じて、行政の近代化や民主化に役立

ったといえよう。広報は、自治体の行政施

策等を住民が知るうえで不可欠であるし、

広聴もまた、行政に住民の意思を反映(住

民参加)するために不可欠のものである。

広報・広聴は車の両輪といわれるゆえんで

ある。

　広報・広聴制度は、戦後の社会状況の

変遷により、その内容・形態を充実しな

がら発達してきている。広報では、①告

知型→②啓蒙型→③問題提起型→④住民

参加型の内容へ、広聴では、個別広聴か

ら集会広聴、世論調査、モニター制度等

多様な展開がなされている（注 2）。この

ように、地方自治の主体としての住民の

知る権利、参加する権利を担保する形の

広報広聴を主力とする自治体の政策は、

情報政策の第一段階といえよう。
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○プライバシー保護

○情報化の影対策

図４－１－１　情報政策の三段階図４－１－１　情報政策の三段階図４－１－１　情報政策の三段階図４－１－１　情報政策の三段階

( ( ( ( 第二段階第二段階第二段階第二段階 ) ) ) )　情報公開　情報公開　情報公開　情報公開・情報提供時代・情報提供時代・情報提供時代・情報提供時代

　近年、開かれた行政を目指して、住民

の知る権利を制度的に保障するとともに

住民参加の促進を図るため、自治体レベ

ルで、いわゆる情報公開条例が制定され

るようになった。

　これに伴い、広報も情報提供の一環と

して行政上の位置付けが与えられた。

　従来の広報などによる行政の情報提供

が、ある意味では行政側の裁量事項と考

えられていたのに対し、情報公開制度は

情報開示を請求する権利を設定するもの

で、これまで「非公開が原則」であった

ものを「公開が原則」とする、まさに官

庁革命ともいうべきものである(注 3)。

　その意味で情報公開制度は、自治体の

情報政策において画期的な出来事であり、

情報が重要な価値を持つ情報化社会にお

いて、不可欠の施策といえよう。

　情報公開の流れは、都道府県レベルで

は神奈川県、市町村レベルでは、山形県

金山町を皮切りに全国に急速に広がりつ

つある。このような、情報公開・情報提

供制度を実現した段階を、情報政策の第

二段階といえよう。

( ( ( ( 第三段階第三段階第三段階第三段階 ) ) ) )　社会情報システムの時代　社会情報システムの時代　社会情報システムの時代　社会情報システムの時代

　こうした流れの一方で、コンピュータ

の導入による行政事務の効率化とともに

コンピュータの性能の向上、普及に伴い

その性格が、事務処理の面から情報処理

の面へと移行して、情報処理の側面が急

速にクローズ・アップされてきた。

　行政の科学化・計画化のために、各種

の行政情報システムが、自治体で構築さ

注　　　　　　は、各段階のメルクマールとなるもの

1980代

○ 広 聴 制 度

○行政情報システム

○ 広 報 制 度

○ 広 聴 制 度

○情報公開制度

○情 報 提供 制 度
（広 報 を含 む ）

○社会情報システム

○ 情 報 公 開 制 度

○行政情報システム

○ 情 報 提 供 制 度

○情報収集システム

第一段階

第二段階

1990代

第三段階
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れ始めている。さらに現在、情報化の進

展に伴い、コンピュータと通信技術を結

合した新しい情報システムが、社会の各

分野に出現してきた。社会情報システム

といわれるものがそれで、交通管制シス

テム、救急医療情報システムなどが代表

的なものといえる。

　高度情報化社会の特質が、サービスを

様々なニューメディア、情報システムを

とおして提供するもの、つまり、サービ

スの情報化であるとすれば、行政の大き

な目的の一つである行政サービスの提供

に、社会情報システムの果たす役割は非

常に大きいといえよう。

　その意味で、社会情報システムの構築

及びそのための支援策は、今後、自治体

の情報政策に大きなウェイトを占めるこ

とになると思われる。このような段階が

情報政策の第三段階といえよう。

　この段階では、情報化の進展に伴うプ

ライバシーの侵害、情報リテラシーの問

題などへの対策も大きなウェイトを占め

ることになろう。

　こうした整理を行った上で、これらの

情報政策を考えると、まさに新段階( 第

三段階 )での政策が現在求められている

といえる。

２　情報政策の領域２　情報政策の領域２　情報政策の領域２　情報政策の領域・内容・内容・内容・内容

　情報政策の新しい段階を迎えて、その

内容を考えれば、情報政策には次の四つ

の領域・内容があると思われる。

(1) (1) (1) (1) 　行政内部情報に関する施策　行政内部情報に関する施策　行政内部情報に関する施策　行政内部情報に関する施策

　これには、情報の収集を始めとして、

情報の管理システム及び行政情報システ

ムなどの情報政策が含まれる。

(2)(2)(2)(2)　行政自体が情報環境を創造する施策　行政自体が情報環境を創造する施策　行政自体が情報環境を創造する施策　行政自体が情報環境を創造する施策

　これには、情報公開、情報提供システ

ムを始めとして、行政サービスの向上を

図る社会情報システムなど、情報基盤の

整備などが含まれる。

(3)(3)(3)(3)　地域社会における情報の流通に関する施　地域社会における情報の流通に関する施　地域社会における情報の流通に関する施　地域社会における情報の流通に関する施

策策策策

　情報が、社会のあらゆる分野で重要な

役割を果たすことになると、地域社会に

おける情報流通にも無関心ではいられな

くなる。とくに、プライバシーの侵害に

対する施策が必要になる。

(4)(4)(4)(4)　情報化の進展に対応した施策　情報化の進展に対応した施策　情報化の進展に対応した施策　情報化の進展に対応した施策

　情報化社会の進展によって、生ずるこ

とが予測される、情報リテラシーの問題、

社会の脆弱性の問題を始めとして、ＶＤ

Ｔなどの労働環境問題、あるいは産業構

造の転換に伴う産業問題に係る施策が必

要となる。

　以上の領域・内容があることを踏まえて

情報政策を考えると、情報の収集・管理・

提供といった狭義の情報政策よりも、広義

の内容をもつ政策が、求められていること

が分かる。

　また、一般的に情報通信技術の発達によ

り、社会システムが情報システムヘの依存

を深めるに従い、情報政策の範囲も広がる

ようである（注 4）。

　そこで、以上の 4 つの領域・内容を含む

形で新しい段階の情報政策を「行政主体が

地域社会の発展のために実施する情報環境

の整備及びそれにかかわる施策」と定義す

ることとしたい。
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３．情報政策の課題３．情報政策の課題３．情報政策の課題３．情報政策の課題

　自治体が情報政策を実施する場合、その

課題を明確にしておく必要がある。今日、

各地で「地方の時代」の実現を目指して真

摯な努力が展開されているが、そこで目指

している自治、分権、参加を達成するため

に情報政策を展開すべきことはいうまでも

あるまい。と同時に、それは「自由で豊か

な情報の流れる活力と魅力に富んだ地域福

祉社会」の実現をはかるものでなければな

らない。こうしたことから、情報政策の基

本的課題を次にみてみる。

(1)   (1)   (1)   (1)   情報民主主義の確立情報民主主義の確立情報民主主義の確立情報民主主義の確立

　情報政策の課題の一つは、情報に関す

る諸権利―プライバシーの権利・知る権

利・情報使用権・情報参加権―を確保す

ることにより、情報民主主義を地域社会

において確立することであろう。民主主

義の理念が、現在の自由主義国家の存立

において不可欠のものであるように情報

に関する民主主義―情報に対しては誰も

が平等であり、情報過程(収集・作成・

管理・蓄積・処理・提供のプロセス)に

おいて等しく権利と義務を負うとする理

念は、情報化社会において不可欠のもの

であり、それは情報化社会の基本的人権

ともいうべきものである。(注 5)

(2)(2)(2)(2)　自由で豊かな情報の流通の実現　自由で豊かな情報の流通の実現　自由で豊かな情報の流通の実現　自由で豊かな情報の流通の実現

　①情報の自由な流通、②情報の均衡の

とれた交流、③情報とメディアの多元性

の確保。この考えは、世界コミュニケー

ション年国内委員会が、コミュニケーシ

ョン発展のための長期行動計画の基本的

理念として出したものである。(注 6)

　すなわち、コミュニケーションの健全

な発展のためには、言論と表現の自由を

保障するとともに、情報・思想が、国内

外に自由に流通しなければならない。ま

た、その流れは、均衡のとれた双方向的

なコミュニケーションであることが必要

である。同時に、メディアや情報に関し

て、集中化・画一化を避け、これらを多

元的に確保しつつ発展させることが大切

である。

　以上のような理念は、当然のことのよ

うであるが、高度情報化社会に向けて、

こうした情報に関する基本的な理念、姿

勢を明確な形にし、情報の流通を社会生

活の全分野で、自由で豊かなものにする

こともまた、地域社会を活性化する情報

政策の重要な課題であると考える。

(3)(3)(3)(3)　魅力ある居住空間の創造　魅力ある居住空間の創造　魅力ある居住空間の創造　魅力ある居住空間の創造

　情報処理・通信の技術革新が急速に進

む今日、情報基盤をいかに整備し、地域

社会を魅力あるものにしていくかは、行

政のみならず、住民や産業界にとっても

重要なことであるといえる。従って、情

報政策の課題の一つは、情報基盤のハー

ド・ソフト両面を地域社会のニーズにマッ

チさせ、各種のサービスを提供できる社

会情報システムを構築し、魅力ある居住

空間の創造に貢献することである。例え

ば、ＩＮＳを始めとして都市型ＣＡＴＶ、

キャプテン、ＶＡＮといったニューメデ

ィアなどの情報基盤を適正に整備するな

どまちづくり、都市づくりの中でも情報

政策を展開していくことが必要となろう。

(4)(4)(4)(4)　地域福祉社会の実現　地域福祉社会の実現　地域福祉社会の実現　地域福祉社会の実現

　福祉社会の実現は、誰しも願うところ

であり、行政の究極的目的もそこにある
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と考える。とくに高齢化が世界のどの国

も経験したことのない急速なテンポで到

来する我が国では、高齢者福祉の問題は

行政施策上、大きなウエイトを占めるこ

とが予想される。また、障害者の福祉も

重要で、完全な自立と社会参加が達成さ

れるような社会システムづくりが今後の

課題となっている。情報技術の発達によ

り、これらの課題を克服する可能性が見

えてきている。例えば、寝た切り老人の

看護をする在宅看護システムや余暇情報、

雇用情報、ボランティア情報などを提供

する生きがい情報システムを構築したり、

勤務形態も場合によっては在宅勤務を導

入することなどが現実のものとして考え

られている。

　従って、ノーマライゼーションやイン

テグレーションの理念を踏まえた地域福

祉社会の実現に向けて、フェイス・ツー・

フェイスのつきあい、人とのふれあい、

いわゆるハイタッチの面も十分考慮に入

れてそれを支援することも情報政策の課

題の一つとなる。

(5)  (5)  (5)  (5)  国際化時代に対応した施策の実施国際化時代に対応した施策の実施国際化時代に対応した施策の実施国際化時代に対応した施策の実施

　今日の社会は、政治・経済・社会・文

化等のあらゆる局面で国際交流を深めて

おり、とくに我が国は、経済大国として

国際社会における役割が増大しつつある。

従って、各国との相互依存関係は今後、

一層緊密になると思われる。来たるべき

高度情報化社会は、基本的に情報のネッ

トワーク社会であり、通信衛星時代の到

来により、国際交流は、国だけでなく自

治体レベルでも盛んに展開されることが

予想される。

　昭和 59年2月に、ニューヨークで開かれ

た第一回世界テレポート会議では、世界の

主要都市を通信衛星で結ぶ国際情報ネット

ワーク「世界テレポート連合」を結成する

ことで合意し、昭和60 年、東京で開催され

る第二回会議では、連合結成に向けての議

論が展開される予定である。

　地域から国際化を担う都市づくりが、

今後、自治体レベルでも主要な課題にな

ると思われる。こうした中で地域社会の

国際化に対応するとともに、それを進め

るための条件整備も情報政策の課題の一

つになる。

(注１) (財)地方自治情報センター「政策情報シス

テムの調査研究(概要編)」昭和 57 年 3 月

(注２）柳田尚宏「広報その自己発見への課題」季

刊自治体学研究神奈川県自治総合研究セン

ター 1984(夏)　21

(注 3) 高橋誠編著「自治体の経営と効率」学陽書

房 1982 年 4 月

(注 4) (財)地方自治情報センター「政策情報シス

テムの調査研究(概要編)」昭和 57 年 3 月

ここでは,自治体の情報政策には,次の三つ

の側面があるとしている。

一つは,高度情報社会に向けての情報の生

成,流通,利用のための組織,制度,社会資本

を整備すること,つまり情報関連社会基盤

の整備である。

二つは,施策にこれまで以上に情報を活用

してゆくことである。

三つは,社会の情報化に伴って新しく発生

する問題への適切な対応が求められる。

(注 5)「現代用語の基礎知識」自由国民社版 1984

情報民主主義は,具体的には次の四つによ

って構成されるとしている。

第一が「プライバシーの権利」（right　of

privacy）であり,これは私事,私的生活に
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関する情報が他人に知られることから守

る権利で、いわば受身の基本権。日本で

も自治体条令としてかなり実施されてい

る。

第二が「知る権利」(right　to　know)で,

国民が国家の機密情報を知ることのでき

る権利で,こうした政府に情報の開示を義

務づける情報公開法はすでに 10 カ国近く

に制定されている。

第三が「情報使用権」(righ　to　utilize)

で,これはさらにあらゆる情報を自由に利

用できる権利で,これが確保されることに

よって、国家や大企業による情報の独占が

解消される。

第四が「情報参加権」(right　to　parti-

cipate)で,これは二つの側面を持つ。一つ

は重要な情報源(データバンクや情報ユー

ティリィなど)の管理への参加,もう一つは

政府の重要な政策決定への参加である。こ

れによって情報ユーティリティの民主的運

営や直接参加民主主義が実現するし,これ

が情報民主主義の最高段階である。

(注 6) 世界コミュニケーション年国内委員会編「豊

かな情報化社会をめざして」日刊工業新聞

社昭和 58 年 12 月
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第２節　総合情報政策の展開第２節　総合情報政策の展開第２節　総合情報政策の展開第２節　総合情報政策の展開

1.1.1.1.　総合情報政策の必要性　総合情報政策の必要性　総合情報政策の必要性　総合情報政策の必要性

　さきに情報政策には三段階のステップが

あると考え、今後、とるべき情報政策は、

第三段階における新しい情報政策とし、そ

れを「行政主体が、地域社会の発展のため

に実施する情報環境の整備及びそれにかか

わる施策」と定義した。

　換言すれば、高度情報化社会に向けての

情報政策は、地域社会が活性化し、生活、

産業、行政の各分野で自由で豊かな情報の

流れが確保できるように、情報公開、情報

提供を中核としつつ、情報化に伴う影対策

を実施するとともに、ニーズにあった新し

い社会情報システムの構築をめざすもので

なければなるまい。

　そのためには、新しい情報政策は、総合

情報政策でなければならない。

　それでは、何故、総合情報政策なのかに

ついて述べてみたい。総合の意味は、主と

して次の三つの面から考えられる。

(1)(1)(1)(1)　情報政策の総合化　情報政策の総合化　情報政策の総合化　情報政策の総合化

　行政施策は、産業、経済、教育、文化

など行政の各分野で、それぞれ個別に実

施されているのが、現状であり、それに

伴い情報の収集・管理・提供といった情

報政策も個別に行われており、必ずしも

全体的・体系的に実施されているとはい

えない。また、行政サービスの情報化に

かかわり、各種の情報システムが構築さ

れることが想定されているし、影対策な

どそれらシステムに共通する問題も多い。

そうした中で、情報政策が、有効かつ効

率的であるためには、それぞれの施策が

全体的に整合性を保ちつつ展開される必

要がある。情報政策もまた総合化するこ

とが必要といえよう。

(2)  (2)  (2)  (2)  メディアの総合化一メディアメディアの総合化一メディアメディアの総合化一メディアメディアの総合化一メディア・ミックス・ミックス・ミックス・ミックス

　高度情報化社会では、行政においても

ニューメディアが広く導入され、行政事

務自体が文書情報により処理されるとと

もに電子情報により処理されることにな

る。メディアのいわば、「棲みわけ」がで

てくるといわれているが、各メディアの

特性に応じてニューメディア政策とオー

ルドメディア政策、コンピュータ政策と

文書政策を総合的に位置づけることが求

められ、行政運営でもメディアの総合化

を考える必要がある。特に、住民への情

報提供、応答の場面では、このメディア

ミックスが不可欠となるものと思われる。

(3)(3)(3)(3)　行政情報と民間情報の総合化　行政情報と民間情報の総合化　行政情報と民間情報の総合化　行政情報と民間情報の総合化

　住民ニーズに合った新しい情報システ

図４－２－１　三つの総合化図４－２－１　三つの総合化図４－２－１　三つの総合化図４－２－１　三つの総合化
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ムを構築するためには、自治体が保有す

る情報だけでは十分でなく、民間からの

主体的な情報提供、情報システムヘの参

加が、是非とも必要である。例えば、昭

和 59 年9 月にスタートした神奈川県スポ

ーツ情報センターのコンピュータに入力

されている情報には、一部、民間のスポ

ーツ団体(クラブ)、施設の情報は含まれ

ているものの十分ではなく、民間からの

入カシステムを含め民間情報をどう取り

入れていくかが課題となっている。また

行政情報と民間情報の総合は、高度情報

化社会において不可欠とされる各種デー

タベースの構築にも必要なことと考えら

れる。

２．総合情報政策の体系２．総合情報政策の体系２．総合情報政策の体系２．総合情報政策の体系

　自治体の総合情報政策は、具体的に次の

ような内容をもつ。(図４―２―２)

(1) (1) (1) (1) 情報公開、情報提供システムの整備情報公開、情報提供システムの整備情報公開、情報提供システムの整備情報公開、情報提供システムの整備・充実・充実・充実・充実

ア．情報公開制度

情報公開制度は、住民の知る権利を

  

図４－２－２　総合情報政策図４－２－２　総合情報政策図４－２－２　総合情報政策図４－２－２　総合情報政策
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保障するとともに、行政の監視、行政

への住民参加の促進という面を併せも

っており、住民自治を本旨とする自治

体行政において不可欠の制度といえよ

う。高度情報化社会においても、情報

公開制度は、情報政策の中核として重

要な役割を果たすことは間違いない。

　神奈川県が、昭和 58 年 4 月にいわゆ

る情報公開制度をスタートさせてから 1

年以上経過したが、すでに述べたよう

に順調なすべり出しといえよう。しか

しながら問題がないわけではない。例

えば、県の政策決定に関する常任委員

会や都市計画審議会の議事録が非公開

とされ、異議申立てにより公文書公開

審査会で「公開が妥当」と答申がなさ

れたが、県議会では、審議録から発言

者名を削除するとしている。情報公開

の本来の趣旨からすれば、県議会の対

応は必ずしも十分であるとはいえない

と思われる。（注１）ちなみに東京都議

会では、常任委員会の審議は、議事録

はもとより傍聴も自由である。住民参

加を補完する形で、審議会等が設置さ

れているとすれば、その制度と運用に

ついて十分な検討をすることが必要で

ある。

　神奈川県情報公開推進懇話会が、昭

和 57 年 7 月に提言したように、情報公

開制度をより実効的ならしめるため、

各種審議会、行政委員会等の審議過程

も対象として会議公開制度を早急に実

現すべきものと考える。

イ．情報提供システム

　自治体の情報提供システムには、①

広報による情報提供、②窓口による情

報提供、③行政手続による情報提供が

考えられる。

　このうち、広報による情報提供につ

いてみると、今後とも、総合的な行政

情報の提供手段として中核的役割を果

たすものと思われる。しかしながら、

今後、生活水準の向上や余暇時間の増

加に伴い、人々の価値観が多様化し、

情報ニーズは、多様化、高度化の傾向

が顕著になろう。

　従って、行政広報を「一般住民向き」

という不特定多数から、ねらいを定め

た「特定少数」に的を絞った広報を展

開する必要が生じると思われる。(注 2)

同時に、メディアに対するアクセスに

ついても、住民の情報発信行動が盛ん

になると予想される今後、行政広報に

おいても「意見発表の場」をさらに充

実していくべきものと考える。

　高度情報化社会の自治体の広報は、

ニューメディアを積極的に取り入れる

とともに、従来の活字媒体、視聴覚媒

体の特性を生かしたメディア・ミック

スを前提とした活動を展開すべきもの

と考える。

　窓口による情報提供については、で

きるだけ最新の行政情報を完備し、提

供できる体制を整えるとともに、各地

区県政情報コーナーにおいて、県の刊

行物ばかりでなく、国・市町村の刊行

物も整備していくことが望ましい。

　行政手続による情報提供については

情報提供の本来の趣旨が、住民自治、

住民参加を促進するためのものである
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とすれば、行政の政策決定の過程にか

かわる行政手続の役割は今後、直接的

に住民参加を保障する回路として大き

くなることが期待される。

(1)  (1)  (1)  (1)  プライバシー保護の推進プライバシー保護の推進プライバシー保護の推進プライバシー保護の推進

　プライバシー保護については、コンピ

ュータの普及に伴い莫大な個人情報等が

コンピュータ処理され、個人のプライバ

シー侵害の可能性が高くなる今後、その

積極的な取り組みが是非とも必要である。

現在、中央官庁や政府特殊法人だけでも

延べにして 8 億件～9 億件ともいわれる

個人情報がコンピュータに収録されてお

り、地方自治体においてもその大半がコ

ンピュ一タを利用して、住民記録などの

保管・処理に当たっている。

　また、今日では、銀行やクレジット、

サラ金関係の企業や業界団体なども様々

な個人信用情報組織を持っており、個人

のプライバシー侵害の可能性は、予想以

上に大きいものがある。

　例えば、現実にサラ金の個人信用情報

が外部にもれて、公になったため職を失

ったり、他人のクレジットの支払いを本

人が知らないままさせられたりする事件

が起こっている。それだけに行政ばかり

でなく民間を含めたプライバシー保護制

度を確立することが大切である。

　従来、プライバシー保護を目指した一

般法( 基本法 )は、我が国にはなく、通

信の秘密等に関連した法令や公務員法な

どに規定されている守秘義務などのよう

に、個別法の中で対応が図られてきてい

る。

　しかしながら、プライバシー保護が、

行政部門、民間部門を問わず急務の課題

となっている今日、国レベルばかりでな

く自治体においても本格的な対応が必要

である。

　その意味で、今年 7 月、福岡県春日市

が、全国に先がけて制度化した個人情報

保護条例は、注目に値する。すなわち、

電子情報に限らず個人情報を総合的、体

系的に保護するとともに、プライバシー

保護の趣旨が生かされるように、その対

象を市の執行機関ばかりでなく個人や民

間業者にも広げている。

　さらに、条例の趣旨に反する行為の是

正、中止勧告の権限や従わなかったとき

の氏名公表権を市長に与え、実効性を担

保している。

　なお、プライバシー保護については、

欧米ではすでに立法化している国が存在

しており、プライバシー保護の基本原則

としてＯＥＣＤが、1980 年 9 月に「プラ

イバシー保護と個人データの国際流通に

ついてのガイドラインに関する理事会勧

告」で八原則を示している。(図４―２

―３)これを受けて、わが国でも行政管

理庁の「プライバシー保護研究会」が、

次の五原則の内容を含む保護立法を提言

している。

①　収集制限の原則

　個人データの収集に際しては、収集

目的を明確にするとともに、収集する

データの内容も、収集目的の達成に必

要な範囲内に限定すべきである。また

データの収集は、適法かつ公正な手段

によらなければならない。

②　利用制限の原則
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　個人データの利用は、原則として、

収集目的の範囲内に限定すべきである。

③　個人参加の原則

　個人が自己に関するデータの存在及

び内容を知ることができ、かつ、必要

な場合には、そのデータを訂正させる

ことができるなどの手段を、保障すべ

きである。

④　適正管理の原則

　収集・蓄積した個人データは、正確

かつ最新なものとして管理するととも

に、その紛失、破壊、改ざん、不当な

流通等の危険に対して、合理的な安全

保護措置を講じるべきである。

⑤　責任明確化の原則

　プライバシー保護に関してデータ管

理者等が負わなければならない責任の

内容を明確にする必要がある。

図４－２－３　ＯＥＣＤのプライバシー保護の八原則図４－２－３　ＯＥＣＤのプライバシー保護の八原則図４－２－３　ＯＥＣＤのプライバシー保護の八原則図４－２－３　ＯＥＣＤのプライバシー保護の八原則

ａ．収集制限の原則：個人データの収集には、制限を設けるべきであり、データの収集は適法かつ

公正な手段によって、かつ適当な場合には、データ主体に通知又は同意を得て行うべきである。

ｂ．データの正確性の原則：個人データは、その利用目的に沿ったものであるべきであり、かつ利

用目的に必要な範囲内で正確、完全であり、最新なものに保たれなければならない。

ｃ．目的明確化の原則：収集目的は収集時より遅くない時期において明確化されなければならず、

その後の利用は当初の収集目的に両立し、かつ明確化されたものに制限すべきである。

ｄ．利用制限の原則：個人データは明確化された目的以外に便用されるべきではない。

ｅ．安全保護の原則：個人データは、紛失、破壊、使用、修正、開示等の危険に対し、合理的な安

全保護措置により保護されなければならない。

ｆ．公開の原則:個人データに係る開発、実施、政策は、一般的に公開しなければならない。また個

人データの存在、性質及びその主要な利用目的とともにデータ管理者を明示する手段を容易に利

用できなければならない。

ｇ．個人参加の原則：自己に関するデータの所在を確認し、知らしめられるべきであること。自己

に関するデータについて異議が認められた場合には、そのデータを消去、修正完全化、又は補正

させることができなければならない。

ｈ．責任の原則：データ管理者は、上記諸原則を実施するための措置に従う責任を有すべきである。

出典　「プライバシー保護の現状と将来」ぎょうせい　昭和 57 年 7 月
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(3)  (3)  (3)  (3)  社会情報システムの構築社会情報システムの構築社会情報システムの構築社会情報システムの構築・支援・支援・支援・支援

ア．新たな社会ニーズに対応するシステ

ムの構築・支援

　情報政策の目的が、基本的には地域

社会の活性化のための情報環境の整備

であるとすれば、高度情報化社会でま

すますその役割の重要性が高まるのが

社会情報システムである。

　例えば、救急医療情報システムや交

通管制システムなど、人々が社会生活

を営む上で必要なサービスを提供する

ために運用される社会情報システムの

構築・支援がより一層必要となろう。

社会情報システムは、必ずしも行政機

関だけによって構築されるものではな

く、準公共機関、民間などによっても

作られる。今後、新しい情報機器の開

発により、ホームショッピング、ホー

ム・セキュリティ、在宅看護サービス

などが実現すると思われるが、その際

のサービスの供給は、公的部門、民間

部門が、それぞれの特性に応じて役割

分担し、住民ニーズに的確に対応した

社会的サービスの供給が重要な問題と

なる。と同時に、社会情報システムを

直接利用する住民が、当該システムの

開発、構築に主体的に参加し、運営に

その意向を反映するシステムも必要と

なる。その際、コスト面や社会的影響

に十分配慮する必要があることはいう

までもあるまい。

　それでは、どのような社会情報シス

テムを構築すべきなのか。具体的には

高齢化社会への対応を始め、定住化社

会、多元化社会への対応する社会情報

システムが構築されなければならない

と思われる。

　そこで、次の 4 つのシステムについ

て考えてみたい。

①　高齢者福祉・医療のための情報シ

ステム（人間性豊かな地域社会をめ

ざして）

②　地域産業振興のための情報システ

ム（活力ある地域社会を創造するた

めに）

③　生活環境を整備するための情報シ

ステム（安心して生活でき魅力あふ

れる地域社会をめざして）

④　生涯学習、自主的社会参加活動の

ための情報システム（生き生きとし

た地域社会の創造をめざして）

(ｱ)　高齢者福祉・医療のための情報シ

ステム

　今日、とくに対応が急がれること

は、迫り来る高齢化社会への対策で

ある。厚生省の「昭和 58 年厚生行

政基礎調査」では、独り暮らし老人

は全国で 104 万 6 千人（昭和 58 年 6

月）で、その 6 割が病気に悩み、ま

た高齢者世帯も 10 年前の倍近く増

えていると報告している。

　このため、国では、一般家庭や老

人ホームで居ながらにして医療・健

康相談が受けられるニューメディア

を利用した新しい医療・福祉サービ

スのシステムを、テレトピア（未来

型コミュニケーションモデル都市）

計画の中で実験する計画で、早けれ

ば昭和 62 年ごろに一部地域で実用化

する見通しである。図４－２－４に
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図４－２－４　ホームケアサポート構想図４－２－４　ホームケアサポート構想図４－２－４　ホームケアサポート構想図４－２－４　ホームケアサポート構想

出典　昭和 59 年 6 月 17 日付　日本経済新聞

図４－２－５図４－２－５図４－２－５図４－２－５

示すようなホームケアサポート構想

がそれである。

　自治体レベルでも、民間情報を含

めた総合的な福祉・医療サービスシ

ステムを構想する必要があろう。公

私の役割分担や国と自治体との役割

分担によるサービスの総合化を前提

に、例えば、医療、福祉、職業、生

きがいなどの情報サービスをトータ

ルした形での情報システムを構築し、

高齢者ができるだけ社会参加ができ

るようにすべきである。考えられる

サービスは、図４－２－５のような

ことであろう。

(イ)　地域産業振興のための情報システ

ム

　高度情報化社会における地域経済

をいかに確立していくかは、地方の

時代を実体化していくうえで重要な

テーマである。所得と雇用の確保は

住民生活の基礎であり、経済の活性

化は住民福祉充実の重要な基盤であ

る。神奈川県には、豊かな知識・技

術の蓄積と高度な技術開発力を有す

る研究所が多く、また、新製品開発

などに不可欠な高度の技術水準を持

つ中小企業の集積があり、多様な分

図４－２－６図４－２－６図４－２－６図４－２－６

業関係を形成している。(注３) 　このような基盤をもとに、神奈川

○流通・消費者情報サービ
ス
  システム
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報
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  スシステム
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シ
  ステム
○技術開発支援システム

○救急医療情報システム
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の
情
報
シ
ス
テ
ム

高
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者
福
祉
・
医
療
の

○生きがい情報システム
○在宅勤務システム

○医療情報・健康管理情
 報システム

○在宅看護システム
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た
め
の
情
報
シ
ス
テ
ム

生
活
環
境
を
整
備
す
る

○まちづくり情報システム

○防災、避難誘導システム

○防災データバンクサービス
（対象地域、観測データ事故
 対策等）システム

○総合運行管理システム

○ホーム・セキュリティサー
　ビスシステム

県では産業構造を高付加価値型、知

識集約型への転換をはかるため、頭

脳センター構想を掲げ、技術情報の

収集や提供を行う県技術情報センタ

ーの充実や工業適正配置データバン

クの運営なども行っている。技術情

報ばかりでなく、経営情報の収集、

提供も整備拡充する計画である。

　また、横浜市と横浜商工会議所も

こうした技術・経営情報等の必要性

を痛感して、地域経済に関する情報

の中心ともいうべき「地域経済情報

サービス機関」を創設して、情報の

創造、交流の場を形成し、情報と人

材の集積を図っていくプランを検討

している。(注 4)

　地域産業を振興するためには、ま

ず、技術・経営情報のデータベース

化をはかるとともに、学術・研究開

発情報のネットワーク化等を推進す

る必要があろう。

　そして、ニューメディア等の使用

により、地域産業振興のための情報

システムとしては、図４―２―６の

ようなものが考えられている。

(ウ)　生活環境を整備するための情報シ

ステムの構築

　地域住民が、その生命や財産など

を守り、安心して生活していくため

には、様々な情報システムが構築さ

れなければならない。

　例えば、地震や台風などの予知情

報システムの構築をはじめとして災

害発生前後の避難誘導システム・防

災のデータバンクなどをつくりあげ

る必要がある。また、地域の道路交

通の渋滞解消や交通サービス水準を

向上させるため、ドライバーのリク

エストに応じた交通情報の提供シス

テムや総合運行管理システム(バス

や軌道型輸送システムの案内、運行

管理、自動運転等のための情報シス

テム化)を早い時期に実現する必要

がある。

　このほか、総合的な公害監視シス

テムなどの構築を図るべきである。

　現在、ホーム・セキュリティが、

民間企業により一部、実現している

が、この家庭内の安全を確保する防

犯、防災、監視、通報等の制御を行

うシステムの普及が図られるべきも

のと考える。

　そして、何よりも魅力ある居住環

境を住民が協働して創り出していく

ための情報サービスシステムも検討

されねばならない。生活環境を整備

するための情報システムとして考え

られるものは図４―２―７があろう。

　　　図４－２－７　　　図４－２－７　　　図４－２－７　　　図４－２－７
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(エ)　生涯学習・自主的社会参加活動の

ための情報システム

　近年、地域近隣の人々、職場・学

校の友人、同好の士や同じ悩みを持

つ人々等が、スポーツ活動、読書会

ボランティア活動などを自主的に集

まって行うようになった。政府、企

業等の活動をフォーマル部門とすれ

ば、それ以外の地域、家庭、グルー

プ、サークル、団体等の活動をイン

フォーマル部門といえる。

　このインフォーマル部門において

自主的に参加し、集団で行っている

活動を総称して自主的社会参加活動

と呼んでいる。(注 5)

　また、生涯学習へのニーズも今後

一層、高度化、多様化してくること

が予想される。この生涯学習、自主

的社会参加活動のための情報システ

ムには、文化施設、体育施設と各家

庭をネットワーク化し、教育放送、

映像文化サービス、スポーツ情報、

学習文化情報などのサービスを行っ

たり、学校や家庭をネットワーク化

し、学校間交流、学校教育情報サー

ビス、在宅学習サービスなどを行う

ほか、より高度な学習のために、在

宅研究、放送大学( 通信教育システ

ム )、市民大学講座などのサービス

が考えられよう。(図 ４ ―２ ―８ )

　すでに、ニュータウンに多チャン

ネル双方向の有線テレビ(ＣＡＴＶ

網 )を整備、市民と大学とを直接結

んで地域全体を“市民大学”化する

という画期的なプランも一部で具体

化に向け動き出している。

図４－２－８図４－２－８図４－２－８図４－２－８

イ．社会情報システム構築する際の留意す

べき事項

－　魅力あふれる地域社会

づくりのために　－

　高度情報化社会に向けて、様々な情

報サービスを提供する社会情報システ

ムを構築するためには、ハード面の整

備が不可欠である。今日、都市美、都

市景観の観点からアーバンデザインの

導入が自治体で行われている。アーバ

ンデザインを横浜市に導入し、実践し

て来た田村明氏によれば、今の都市に

不足しており、今後望まれるものは、

都市の個性や魅力であり、人間的な生

活の場の創造であるという。( 注６ )

そして、まちを魅力的なものにするに

は、その地域をつくる多くの事業主体

が、共同していくことが必要であると

している。この考えは、社会の情報基

盤を整備する際にも当然、適用される

べきものと考える。

　現在、難視聴型ＣＡＴＶは、電柱に

架線しているが、都市型ＣＡＴＶへの

活
動
の
た
め
の
情
報
シ
ス
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ム
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・
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○在宅研究システムサー
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○映像文化センターサ
  ービス

○ＣＡＩサービス

○市民大学講座システム
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進出を考えている企業は、コストの関

係で電柱へ架線することが十分予想さ

れるところである。電柱への架線は、

有線放送やＣＡＴＶだけにとどまらず

ＩＮＳやＶＡＮの光ファイバーや同軸

ケーブルも電柱への架線が主体となる。

　このようなハードの施設は、一度作

られるとなかなか改善が難しいことか

ら考えても、工事を着手する前に、地

下埋設にするよう自治体が事業者に対

し指導（協力要請）することが必要で

ある。最近、架線の地下埋設を早急に

進めようとしている建設省が、日本中

の道路に有線ケーブルを収めるミニ共

同溝を設けることとしており、その実

現が大いに期待される。

(4)  (4)  (4)  (4)  情報環境の整備情報環境の整備情報環境の整備情報環境の整備

ア．情報交流の場の整備、充実

　余暇時間の増加、高学歴化、生活水

準の向上に伴い、価値観の変化や多様

な生き方が、高度情報化社会において

志向されてくる。同時に、人々の情報

ニーズはますます多様化・高度化し、

その実現へ向けて活発な活動が展開さ

れるものと考えられる。

　現在でも、その傾向は十分に見られ

カルチャーセンターや文化講座、講演

会に参加する人々が急速に増えており

生涯学習に対する強い欲求が存在する

ことが分かる。また、同じ目的のもと

に自主的な参加活動を行っている自主

的社会参加活動のグループがいたると

ころに存在し、日常的な活動を展開し

ている。このように、人々は、主体的

なライフスタイルを楽しみ、自己実現

を図っていくと思われるが、そのため

に必要なのは、情報と交流の場である。

( 注 7 )

　「情報環境調査」の結果からも、情

報の発信機会の確保が問題であるし、

便利になればなるほどフェイス・ツー・

フェイスのふれあいの場も必要となる。

そこで地域の個人や団体が、互いに情

報の発信、受信主体となりコミュニヶ

ーションを豊かにしていくことができ

るためには、ニューメディアの使用に

よりコミュニケーションの回路が多様

化するとともに情報交流の機会を住民

の身近な所に数多く整備することが必

要である。市町村レベルでいえば、公

民館等が、県でいえば、青少年会館や

高等学校（体育施設等を地域に開放し

ている）などが、これに該当しよう。

(5)  (5)  (5)  (5)  情報化支援施策の推進情報化支援施策の推進情報化支援施策の推進情報化支援施策の推進

　情報化社会の進展により、新しい問題

が発生してきた。高度情報化社会ヘスム

ーズに移行するには、これらの問題を解

決しておかなければならない。新しい問

題とは、情報リテラシー、情報通信シス

テムヘの依存による社会の脆弱性の問題、

情報基盤整備に伴う社会的影響評価の問

題、情報化社会の法制度の整備の問題な

どである。

ア．情報リテラシーの養成

　情報化社会において、地域住民が情

報化の進展に主体的に対処し、適応し

ていくためには、コンピュータなどの

情報機器を使いこなす基本的な知識技

能の習得が必要である。

　このため、自治体は、学校教育、社
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会教育、職業訓練の場で専門的な情報

処理教育を充実させ、情報への対応策

についての知識等の普及に努めるべき

である。とくに、産業界では、すでに

コンピュータを使用する技術を持つ者

と持たない者との間でギャップが生じ

ており、とくに中高年層の場合は、こ

のコンピュータリテラシーの問題が大

きな労務上の課題になっている。従っ

て、中高年、婦人労働者層に対する雇

用機会の拡充強化に向けた再訓練、再

教育に自治体は努める必要がある。

　一方、コンピュータがより広く一般

に普及していくためには、老若男女を

とわず、使用しやすい機器の開発も不

可欠であり、その開発が必要である。

イ．システム監査の確立

　情報化社会は、情報通信システムヘ

の社会的依存度を高めるものであり、

その安全性と信頼性を確保することが

一層重要となってくる。このための体

制をシステム監査といい、日本情報処

理開発協会システム監査研究委員会で

は、「 監査対象から独立した客観的な

立場でコンピュータを中心とする情報

処理システムを、総合的に点検、評価

して関係者に助言、勧告することをい

い、その有効利用の促進と弊害の除去

とを同時に追究し、システムの健全化

を図るものである 」と定義している。

そこで、同情報処理開発協会が、昭和 55

年に提出した『政府に対する提言』に

あるように、政府および政府関係機関

並びに地方公共団体におけるコンピ

ュ一夕・システムについては、有効

利用がなされているかどうかを評価す

るためのシステム監査体制を整え、継

続的に実施すべきものと考える。(注 8)

ウ．メディア・アセスメントの確立

　地域社会の情報環境に大きな変化を

与えるＩＮＳ、ＶＡＮ、都市型ＣＡＴ

Ｖなどニューメディアの社会への導入

については、その技術がどのような影

響を地域に及ぼすかについて十分なア

セスメントが必要である。このため、

適正なアセスメントが行われるように

制度上の整備をはかるとともに、大規

模な社会情報システムの構築について

は、開発段階で、アセスメントを行う

等、状況に応じた適切な措置を講ずる

必要があろう。

　また、情報基盤の社会に及ぼす影響

は、短期的には把握しにくいため有効

なアセスメント手法の開発を促進する

と同時に、定期的に継続してアセスメ

ントを行う制度とすべきであろう。

エ．情報格差の是正

　高度情報化社会においては、多種多

様な情報サービスを提供するニューメ

ディアを誰もが平等に利用できるもの

でなければなるまい。その意味で、端

末器が使いやすいこととその価格が誰

にでも購入しうるものである必要があ

る。機器の購買力の有無で、社会生活

に著しい格差が生ずるならば、その格

差是正のための施策が必要となろう。

例えば、キャプテン端末、ＩＮＳ端末

ＣＡＴＶ端末等が、身近な公共施設に

整備されていれば、誰もが容易に利用

することができよう。
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オ． 法制度の整備、充実への働きかけ

　情報化社会といわれる今日の政策課

題として、重要なものの一つが情報に

関連する基本的な法の整備である。例

えば、コンピュータのソフトウェアの

権利保護の関係では文化庁が主張する

著作権とするのか、通産省が主張する

プログラム権とするのかの論争に見ら

れるような問題がある。また、コンピ

ュータを媒体とした新型犯罪やプライ

バシー保護問題への対応など法の未整

備の分野の解決を図る必要がある。

　次に、公衆電気通信法、放送法、有

線テレビジョン法、電波法などに規定

されている部分について競合したり、

重複したりする部分が生じる可能性が

あり、それへの対策も分権化の視点で

十分検討される必要がある。

　このほか、ホームショッピング、ホ

ームバッキング等の法的問題の解決が

消費者保護の立場から指摘されており、

法制度の整備が課題となっている。

　これらの問題は、基本的には国の施

策に係るものであるが、自治体として

も大いに関心を持つべきことがらであ

ると考える。とくに、地域メディアと

して有力な役割を担う都市型ＣＡＴＶ

については、自治体がその許認可権を

持つことが適当であると考えるので立

法等に際しては、強力に働きかけるこ

とが必要である。

(6)(6)(6)(6)　行政内部情報システムの整備　行政内部情報システムの整備　行政内部情報システムの整備　行政内部情報システムの整備・充実・充実・充実・充実

　この行政内部情報システムの中には、

情報収集体制の整備、情報管理体制の整

備、行政情報システムの整備の三つ

が含まれる。

ア． 情報収集体制の整備

　自治体における情報収集システムの

大きなものは、広聴制度である。広聴

機能には、住民参加の保障という面も

あるが、本来的には、住民ニーズを的

確に把握し、それを行政施策に反映し

ていく機能が主たるものと考えられる。

　現在、住民の行政ニーズが多様化、

高度化しており、高度情報化社会に向

けてはさらにその傾向は強まるものと

予測される。このような状況の中で、

従来の広聴もまた、新たな対応が迫ら

われているといえる。例えば、広聴制

度の一つである世論調査に関していえ

ば、調査方法の開発によって、複雑、

多様化している県民ニーズの動向を把

握して、施策に反映することなどが必

要であろう。神奈川県では、県民ニー

ズ調査分析システム開発研究を、現在

開始しているが、新しい形での広聴シ

ステムの開発の可能性が見えており、

その開発が期待されるところである。

　また、今後、ニューメディアを使用

しての情報収集が予想されるが、情報

民主主義の観点を踏まえ慎重に行う必

要がある。自治体の情報政策に大きな

影響を及ぼすものと思われるだけにそ

のための研究開発が必要であると考え

る。

イ．情報管理体制の整備

　自治体が、情報政策を効果的に展開

するためには、まず、自治体内部の情

報管理体制を確立する必要がある。情

報には、文書情報、電子情報等、種々
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様々なものがあり、かつ、膨大な量の

ため、その管理は、個別的であり、総

合化されていないのが現状と思われる。

しかしながら、情報公開制度の運営を

始めとして、科学的、計画的行政を推

進するうえで、行政内部の情報を体系

的に整備しておく必要があろう。

　このため、情報の収集、保管、提供

に係る組織、制度の整備と責任体制を

明確にしておくべきである。

ウ.　行政情報システムの整備、充実

　行政情報は、極めて有効な情報資源

であり、これを活用することが自治体

にとって必要である。そのためには、

行政情報をデータベース化し、これを

自由に利用するシステムを構築する必

要がある。われわれは、行政情報シス

テムを行政内部を流通する情報に係る

システムとして把握したが、現在、神

奈川県では、財務会計システムや行政

データ共通利用システムを始めとして

都市情報システムや環境情報システム

などが構築されており、これらの中に

は、将来、社会情報システムとして地

域住民に利用されることが適当なシス

テムが含まれている。例えば、都市情

報システムや環境情報システムのよう

な行政情報システムが、県民がアクセ

スできるように整備、拡充が望まれる

ところである。また、今後、高度情報

化社会に向けて重要なことは、自治体

内部ばかりでなく行政機関相互におい

てもネットワーク化が図られるべきで

あろう。

３．総合情報政策の推進体制の整備３．総合情報政策の推進体制の整備３．総合情報政策の推進体制の整備３．総合情報政策の推進体制の整備

　自治体が、総合情報政策を推進していく

ためには、その主管課が行政組織上明確に

位置付けられていなければなるまい。

　総合情報政策にかかわる事業は、いまま

で述べてきたように非常に広範囲に渡って

おり、施策の実施にあたっては整合性が図

られねばならない。神奈川県では、昭和 58

年 3 月に情報公開制度の主管課として県政

情報室が設置され、情報政策への新たな取

り組みを開始したが、情報管理の面をみる

と電子情報は電算システム課（企画部）が、

公文書は、文書課（総務部）と必ずしも統

一性がとれていないのが現状である。いわ

ば、情報政策の第二段階の行政組織体制と

いうことができよう。

　救急医療情報システムや財務会計システ

ムなどの社会情報システムや行政情報シス

テムが稼動し始めた現在は、情報政策の第

三段階の入口にあるといえる。第三段階で

の総合情報政策を展開するには、それにふ

さわしい行政組織体制が整備されるべきで

近い将来、情報政策課さらには情報部を設

置するなど大幅な機構改革を実施すべきも

のと考える。
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(注1) 上間常正「神奈川県情報公開制度の一年」

季刊自治体学研究(神奈川県自治総合研究

センター 1984(夏) 21

(注2) 柳田尚宏「広報その自己発見への課題」季

刊自治体学研究(神奈川県自治総合研究セ

ンター 1984(夏) 21

(注3) 神奈川県総合産業政策委員会提言「かなが

わの総合産業政策」昭和 58 年 1 月

(注4) 横浜市経済局・横浜商工会議所「地域経済

情報サービス機関設立基礎調査報告書(ダ

イジェスト版)」昭和 58 年 10 月

(注5) 経済企画庁国民生活局編「自主的社会参加活

動の意義と役割」大蔵省印刷局昭和 58 年 11

月

(注6) 田村明「都市ヨコハマをつくる」中公新書

昭和 58 年 1月

(注7) 中小企業庁小規模企業部サービス業振興室編「女性の

仲間づくりと余暇関連サービス」

(大蔵省印刷局)  昭和 58 年 12 月

(注8) 行政管理庁監修・旭リサーチセンター編「コンピュ

ータ・社会・情報政策」日刊工業新聞社 昭和 58

年 2月
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提　　言提　　言提　　言提　　言
提言１　　総合情報政策の確立提言１　　総合情報政策の確立提言１　　総合情報政策の確立提言１　　総合情報政策の確立・推進・推進・推進・推進

＜要旨＞＜要旨＞＜要旨＞＜要旨＞　情報技術の急激なイノベーションによって、各種サービスの情

報化、情報ネットワークの形成が進み、高度情報化社会の到来も

現実化しつつある。それに伴い、自治体が扱う情報問題も広範囲

のものになってきた。そこで、自由で豊かな情報の流れを確保し、

地域社会神奈川が活性化できるように、情報公開、情報提供を中

核としつつ、社会の情報化に伴う影対策を実施し、ニーズにあっ

た社会情報システムの構築を目指す総合情報政策を確立し、推進

すべきことを提言する。

＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞

　現在、社会の情報化は、情報産業の成長、

産業界全域にわたるＭＥ化の進展など、産業

分野を始めとして、行政分野でもＯＡ化や行

政情報のテータベース化などにみられるよう

に急速に進展している。とくに、コンピュ一

タと通信技術の結合により多様なサービスが

可能となる情報システムが開発されたことに

より、生活分野においても質の高い情報サー

ビスとともに、一部ではホームショッピング、

ホームバンキング、ホームセキュリティなど

も現実のものとして意識されてきている。

一方、プライバシーの侵害、コンピュータ犯

罪、中高年の情報リテラシーの問題、労働環

境におけるＶＤＴの問題など新たな問題が発

生している。

　このように情報化の進展は、地域社会の各

分野に及ぶとともにそのインパクトは、生活

の利便性や快適性を向上させ、個人の自己実

現を支援する光の部分とそれを阻害する影の

部分を併せ持っている。いま、地方自治体に

求められていることは、高齢化、定住化、多

元化といったトレンドを踏まえつつ、情報化

の進展に対応し、光の部分を伸ばし影の部分

を抑えて、自由で豊かな情報が流れる活力と

魅力のある地域福祉社会を創造することであ

ると考える。そのため、自治体の情報政策は

個別の情報政策の総合、メディアの総合(メ

ディア、ミックス)、行政情報と民間情報の

総合の三つの総合を基礎とする総合情報政策

として展開される必要がある。すなわち、社

会の情報化がもたらす影対策に合わせて、社

会の高齢化、定住化、国際化といったトレン

ドに対応した社会情報システムの整備を含め

て、情報新時代にふさわしい総合情報政策の

確立、推進が新しい課題となる。
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総合情報政策の骨子総合情報政策の骨子総合情報政策の骨子総合情報政策の骨子
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　　　　    提言提言提言提言 2222　神奈川情報民主主義憲章　神奈川情報民主主義憲章　神奈川情報民主主義憲章　神奈川情報民主主義憲章（試案）の制定（試案）の制定（試案）の制定（試案）の制定

　現在、情報通信技術のめぎましい発展によって、情報選択の自由度が拡大し、

生活の利便性が高まり、人々が精神的にも物質的にも豊かな生活を送ることがで

きる「人間の時代」が到来しようとしている。しかし、その一方で人権の侵害や

生活に対する不安の新たな発生が懸念されている。

　このような時代において、誰もが情報のもたらすものを享受することができる

よう、新しい技術を制御し、人間が主体性を開花できる自治と連帯の地域性社会

を実現しなければいけない。

　その実現のため、われわれ神奈川県民は、個人の尊厳や自由と民主主義の理念に

基づく情報の自由で豊かな流れが不可欠であると考え、情報に対するわれわれの基

本的理念を明らかにするため、「神奈川情報民主主義憲章」を制定する。

第 1条　(情報ミニマムの確立)

　われわれ神奈川県民は人間性豊かな生活

を営むために必要不可欠な情報を入手し、

伝達する権利を有する。行政はこの権利を

実現するため、最低限必要な制度及び環境

の整備に努めなければならない。

第 2条　(プライバシーの保護)

　個人のプライバシーが最大限に尊重され、

個人の尊厳と自由が侵害されることがない

ように次の 5 つの原則が遵守されなければ

ならない。

(1)収集制限の原則  (2)利用制限の原則

(3)個人参加の原則  (4)適正管理の原則

(5)責任明確化の原則

第 3条　(情報リテラシーの養成)

　多量かつ多様な情報に対して的確かつ主

体的な判断をする能力及びさまざまな情報

機器を効果的に利用する能力が養なわれる

よう、学校教育、社会教育等広範な学習の

機会が確保されなければならない。

第 4条  (情報公開、情報提供制度の充実)

　県民は主権者として、行政の実情及び行

政への参加に必要な癖侵を知る権利を有する。

　行政は県民の行政に対するニーズに対応

し、情報公開、情報提供制度を確立し、よ

りいっそう充実させることによって、住民

参加による開かれた行政の実現に努めなけ

ればならない。

第 5 条  (情報とメディアの多元性と多様性

の確保)

　情報とメディアは限られた少数のものに

よって独占的に管理、操作されることがな

いように多元性、多様性が確保されなけれ

ばならない。

第 6条  (情報財産権の尊重と保護)

　情報の持つ財産的価値は尊重され社会の

中で利用され、保護されなければならない。

第 7条  (情報基盤の民主的整備)

　情報基盤はすべての県民が情報を自由に

利用することができるように民主的に整備

運用されなければならない。

第 7条の 2  (脆弱性の克服)

　情報基盤の構築にあたっては、正確性、

安全性及び信頼性並びに過度の依存性に十

分配慮し、必要な措置を講じなければなら

ない。
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提言提言提言提言 3333　　情報政策の分権化　一ＣＡＴＶ条例の構想一　　情報政策の分権化　一ＣＡＴＶ条例の構想一　　情報政策の分権化　一ＣＡＴＶ条例の構想一　　情報政策の分権化　一ＣＡＴＶ条例の構想一

＜要旨＞＜要旨＞＜要旨＞＜要旨＞　　　自治体が地域社会の状況に即した情報政策を進めるためには、情

報政策の分権化が前提となる。高度情報化社会における情報基盤と

して重要になるであろうニューメディアに関していえば、地域メデ

ィアとしての都市型ＣＡＴＶについて、自治体の関与がこれまで以

上に拡充される必要がある。

　そのためには、現在国が持っている有線テレビジョン放送の許認

可の権限を自治体に移譲するよう国に対して法の改正を要望すると

ともに、ＣＡＴＶ条例の制定を提言する。

＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞
　わが国のＣＡＴＶ( 有線テレビジョン )発

達の過程をみると、昭和３０年代に難視聴対

策( 第一世代 )として普及し、その後区域外

再送信、都市受信障害対策という経緯をたど

り自主放送を行うことにより( 第二世代 )、

地域メディアとして認識されてきた。

　最近では、情報通信技術の発達により双方

向利用が可能になったことで、ペイテレビ、

ホームショッピング、ホームバンキング、ホ

ームセキュリティ、遠隔検針等が考えられ、

都市型ＣＡＴＶといわれる第三世代ＣＡＴＶ

の時代に入ろうとしている。神奈川県内でも

いくつかの新規のＣＡＴＶ事業が計画されて

おり、今後の普及が予想される。

　現在、有線テレビジョンについての許認可

の権限はすべて郵政大臣にあり、自治体に関

しては、有線テレビジョン放送法第 4 条第 2

項中に「許可又は不許可の処分をしょうとす

るときは、関係都道府県の意見をきかなけれ

ばならない。」としているのみである。

　地域社会の情報化を促進し、神奈川に自由

で豊かな情報の流れをつくるためには、産業

としての都市型ＣＡＴＶを発達させ、ＣＡＴ

Ｖの地域メディアとしての特性を生かし、ま

ちづくり、地域づくりのための情報基盤とし

て整備していくことが望まれる。すなわち、

住民のプライバシー保護に十分留意しつつ、

住民の情報発信のメディアとして機能させる

ことが必要である。

　そのためには、自治体としても独自のＣＡ

ＴＶ政策が必要となる。情報政策の分権化を

進めて、ＣＡＴＶの許認可の権限を自治体に

移譲するよう、国に対して法の改正を要望す

ると同時に次のような内容を骨子とするＣＡ

ＴＶ条例を制定すべきと考える。

＜ＣＡＴＶ条例の骨子＞試案＜ＣＡＴＶ条例の骨子＞試案＜ＣＡＴＶ条例の骨子＞試案＜ＣＡＴＶ条例の骨子＞試案
1111　　　　    営業区域の設定営業区域の設定営業区域の設定営業区域の設定

(1)　ＣＡＴＶ審議会の意見を聴いて、知

事が設定する。

(2)　知事は公聴会を開催し、また関係市

町村の意見を聴かなければならない。

２　２　２　２　    営業権の許可営業権の許可営業権の許可営業権の許可

(1)　各営業区域ごとに 1 事業者に対して

営業権を許可する。

(2)　ＣＡＴＶ審議会の意見を聴いて、知

事が許可する。

(3)　知事は公聴会を開催し、また関係市

町村の意見を聴かなければならない。

３　３　３　３　    許可条件許可条件許可条件許可条件

(1)　営業開始期限
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知事が定める期間内に営業を開始

する。

(2)　許可期間

　１５年とする。

４　契約条件４　契約条件４　契約条件４　契約条件

(1)　　　　料金及びサービス内容は届出制とす

る。

(2)　料金及びサービス内容について、知事

は意見を述べることができる。

５　事業者の義務５　事業者の義務５　事業者の義務５　事業者の義務

(1)　営業区域内での公平なサービス

(2)　サービス水準の維持

(3)　受信障害区域への再送信

(4)　加入者のプライバシー保護

①　加入者の承認なく、双方向サービ

ス用の端末機を設置できない。

②　加入者についての情報は

○　料金徴収の目的以外に、加入者

の承認なく収集できない。

○　事業サービス向上の目的以外に

使用できない。

○　収集した内容は、加入者の求め

に応じて開示、訂正、削除する。

６　チャンネル提供６　チャンネル提供６　チャンネル提供６　チャンネル提供

　事業者の負担により次のチャンネルを提

供する。

(1)　行政目的のための行政チャンネル

(2)　教育目的のための教育チャンネル

(3)　地域づくりのための住民アクセスチ

ャンネル

７　改善命令７　改善命令７　改善命令７　改善命令

　事業者の義務違反の場合は、知事はＣＡ

ＴＶ審議会の意見を聴いたうえ、改善命令、

業務停止命令、及び許可の取消しをするこ

とができる。

８　ＣＡＴＶ審議会８　ＣＡＴＶ審議会８　ＣＡＴＶ審議会８　ＣＡＴＶ審議会

　ＣＡＴＶ審議会の委員は、知事が任命

する。

( ( ( ( 別表別表別表別表 1 )1 )1 )1 )　　有線テレビジョン放送　　有線テレビジョン放送　　有線テレビジョン放送　　有線テレビジョン放送
に関する法制度の現状に関する法制度の現状に関する法制度の現状に関する法制度の現状

有線テレビジョン放送法関係

ア　関係法令としては有線テレビジョン

放送法、有線テレビジョン放送法施行

令、有線テレビジョン放送法施行規則

がある。

イ　法令の主な内容

①　一定規模以上（引込端子数 501 以

上）の施設の設置または変更を許可

制とする。（引込端子 500 以下は有

線電気通信法）

②　外国性、反社会性を有する者を排

除できるものとする。

③　技術上の基準を維持することを義

務づける。

④　業務の開始または変更を届出制と

する。

⑤　受信障害の指定区域内における再

送信を義務づけ、その役務の提供条

件を許可制とする。

⑥　再送信を行なう場合は、放送事業

者の同意を必要とし、（前記⑤の場

合は除く)、当事者間に争いある場

合は郵政大臣にあっせん申請できる。

⑦　放送番組の編集、番組審議機関の

設置などについては、放送法の関係

条項を準用する。

（以上『ＣＡＴＶ(ケーブルテレビ)』

松平恒編著、日刊工業新聞社、昭和 58

年 6 月より)
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提言 4　神奈川総合情報センターの構想

＜要旨＞　＜要旨＞　＜要旨＞　＜要旨＞　地域社会神奈川の過去、現在、未来を明らかにするという基本

思想によって、第一に県政の情報をはじめ、自然と歴史・文化

とまちづくりなど神奈川に関する情報を総合的に蓄積し、第二

に県( 市町村 )と県民との協働でつくられ、第三に県( 市町村 )

と県民にとっての神奈川に関するシンクタンクでもある、この

ような機能をもち新しい情報技術をいかして運営される、神奈

川県政情報館、市民情報館、電子情報館からなる神奈川総合情報

センターの設置を提言する。

＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞

　神奈川県政、神奈川の自然や歴史、文化や

まちづくりなど地域社会神奈川に関する情報

を「神奈川情報」とすれば、それは様々な領

域でそれぞれの必要により収集、作成、蓄積、

処理、提供されている。しかし、それらは神

奈川の過去、現在、未来を明らかにする情報

として、まず第一に意識的に蓄積され、広く

利用に供されるようになっていない。

　情報のフローはともかく、情報のストック

を考えてみると、例

えば、歴史的公文書、

コンピュータ入力の

各種データ、地図な

ど神奈川情報を蓄積

する体制は十分では

なく、情報のクリア

リング機能も十分に

発揮することを求め

られている。

　第二に、神奈川情

報の収集、作成が、

意識的かつ総合的に

行われているとはい

いがたい。

　県政(市町村政)にかかわる情報センターと

市民活動にかかわる情報センターと分ければ、

市民活動は、自然保護情報など公共的な情報

の流れに重要な役割を果たしているが、その

位置付けは必ずしも十分ではない。

　第三に、情報が情報リテラシーを要請する

場面が多くなっているにもかかわらず、神奈

川情報を解読し、社会的に共有していくため

の機能は十分とはいえず、情報における市学
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共同の仕組みなども求められている。

＜神奈川総合情報センターの骨子＞＜神奈川総合情報センターの骨子＞＜神奈川総合情報センターの骨子＞＜神奈川総合情報センターの骨子＞
1111　神奈川の過去、現在、未来を明らかに　神奈川の過去、現在、未来を明らかに　神奈川の過去、現在、未来を明らかに　神奈川の過去、現在、未来を明らかに

するという基本思想をもつことするという基本思想をもつことするという基本思想をもつことするという基本思想をもつこと

　神奈川情報を蓄積し、総合的に収集し、

また、新しい視点から情報をつくる。市

民の神奈川情報へのアクセシビリティを

高め、市民の諸活動を支援する。

2222　県　県　県　県（市町村）と県民が協働してつくる（市町村）と県民が協働してつくる（市町村）と県民が協働してつくる（市町村）と県民が協働してつくる

共同センターであること共同センターであること共同センターであること共同センターであること

　県政( 市町村政 )情報センターで、か

つ、市民活動の情報センターの機能をも

ち、例えば、生態系に関する情報の収集、

作成の場面で、行政と市民が協働して神

奈川情報を豊かにするなど行政と市民の

情報交流の場とする。

3333　県　県　県　県（市町村）と県民にとって神奈川情（市町村）と県民にとって神奈川情（市町村）と県民にとって神奈川情（市町村）と県民にとって神奈川情

報についてのシンクタンクであること報についてのシンクタンクであること報についてのシンクタンクであること報についてのシンクタンクであること

　市学、行学共同の場として研究機能を

もち、行政や市民が神奈川情報を解読す

る際に支援できるようにし、質の高い情

報の自由で豊かな流れを活性化する。

４　新しい情報技術をいかした運営方式の４　新しい情報技術をいかした運営方式の４　新しい情報技術をいかした運営方式の４　新しい情報技術をいかした運営方式の

情報センターであること情報センターであること情報センターであること情報センターであること

　情報の検索その他へのコンピュータの

導入を含め、新しい情報技術に対し柔軟

に対応できる運営を行い、一方の柱とし

て電子情報のセンターとして新しいニー

ズに応える。

５　情報化に対し開かれた、グローイング５　情報化に対し開かれた、グローイング５　情報化に対し開かれた、グローイング５　情報化に対し開かれた、グローイング

システムのセンターであることシステムのセンターであることシステムのセンターであることシステムのセンターであること

　情報技術の発展にあわせて、段階的に

神奈川情報のネットワークを拡充できる

センターとし、地域の各種の情報センタ

ーの神奈川情報に関する「センター」と

して、地域の情報機能を高める。

<<<<構成構成構成構成>>>>
1111　県政情報館　県政情報館　県政情報館　県政情報館

　県政情報館は、いわゆる県政の記録と

しての歴史的公文書を中核に、神奈川県

史関連資料、地図、自治体の主要プロジ

ェクト関係文書、資料の複製、その他を

整備し、自由接架式で公開提供する。な

お、I  情報公開制度の窓口機能は、当面

歴史的文書に限るが、ニューメディア等

の発達でネットワーク化が進むに従い、

段階的に拡充する。II フローの情報を段

階的に整備する。

2222　市民情報館　市民情報館　市民情報館　市民情報館

　市民情報館は、県民運動の記録、各種

自主的社会参加運動の記録、特に自然保

護関係、まちづくり関係資料の複製を中

心に意識的に収集整理し公開提供する。

　市民活動の情報に関しては、フローの

情報の結節点として各種情報をクリアリ

ングする。また、「市民情報公社」を設立

し、市民が行う自主的社会参加活動にお

ける情報の発信、伝達を支援する。

　なお、同公社と連携して I 自然に関わ

る情報、生態学関係情報、その他を段階

的に収集、整備するとともに II 市民の情

報リテラシーを高めるための講座の開設、

印刷物の作成を含め、神奈川情報をプレ

ジェンテーションすることが必要である。

3333　電子情報館　電子情報館　電子情報館　電子情報館

　電子情報館は、各種情報のコンピュー

タシステムに広く市民がアクセスする場

( 端末ディスプレイの場 )として整備す

る。なお、 I 情報システム、ニューメデ

ィアシステムが新しく構築されるにした

がい段階的に拡充する。II 神奈川情報の

抄録、目録を作成しデータバンク化する。
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提言提言提言提言 5555　情報政策課の設置　情報政策課の設置　情報政策課の設置　情報政策課の設置

＜要旨＞＜要旨＞＜要旨＞＜要旨＞　　　 自治体の情報政策は、高度情報化社会の進展に対応して新しい

段階を迎えている。そこで、21 世紀に向けて総合情報政策を展

開する組織体制の整備を図る必要がある。そのため、第一段階と

しては、総合情報政策を政策的に確立するため、「情報政策課」

を設置し、次の段階でそれを体系的に展開する部局規模での組織

体制の整備を図ることを提言する。

＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞

　現段階における情報政策は、各部各室課の

業務に付随して実施されており、全庁的な範

囲について調査、研究、調整を体系的、継続

的に主管する室課がない。

　高度情報化は一時的なブームを経て、地域

社会に着実に浸透してゆくことが予想される。

その過程で、総合情報政策を政策的に確立す

るため、自治体としての体系的な研究と全庁

的な調整の意義が増加し、対外的にも一元化

された窓口で施策の調整に臨むことが必要と

なる。とくに、ニューメディアヘの対応につ

いては、個別的施策を総合する形での庁内的

調整が重要となり、また、情報管理の面での

文書情報と電子情報の扱いと役割の調整、事

務改善とＯＡ・システム開発関連の調整など

がある。対外的には、地域経済政策と密接な

国や他自治体の施策(テクノポリス、ニュー

メディアコミュニティ、テレトピア、みなと

みらい 21 等)との情報政策的視点からの調整

なども無視できない。さらに、社会情報シス

テムの構築、支援、情報化に伴う影対策など

の情報政策の新しい領域・内容を行政運営上

組織的に位置付け、かつ総合情報政策を体系

的・具体的に展開するため、情報政策の新し

いウエイトにふさわしい組織体制の整備が課

題となる。

＜骨子＞＜骨子＞＜骨子＞＜骨子＞
1　必要な調査、研究、企画、調整を行い、

また、国や他自治体、電電公社、一般企業

に対して一元的な窓口となり、総合情報政

策を樹立・推進するための情報政策課を新

設または既存の室課の事務分掌に相当する

機能を追加する。

2　高度情報化社会の展開に柔軟に対応し、

総合情報政策を体系的、具体的に展開、実

施するため情報部を新設する。
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資　　料資　　料資　　料資　　料
プリンスジョージ郡有線テレビジョン条例プリンスジョージ郡有線テレビジョン条例プリンスジョージ郡有線テレビジョン条例プリンスジョージ郡有線テレビジョン条例((((抄訳抄訳抄訳抄訳))))

第第第第 5 A - 1015 A - 1015 A - 1015 A - 101 条　条　条　条　( ( ( ( 定義定義定義定義 ) ) ) )

本条例における用語、句、語、略語及びそ

の派生語の意義は、次のとおりとする。(略)

(1)　「郡」とは、メリーランド州プリンス

ジョージ郡をいう。

(2)　「理事会」とは、メリーランド州プリ

ンスジョージ郡理事会をいう。

(3)　「行政官」若しくは「郡行政官」とは、

メリーランド州プリンスジョージ郡行政

官をいう。

(4)　「有線テレビジョン(ＣＡＴＶ)委員会」

とは、有線テレビジョンシステムを監督

する委員会をいう。

(5)　「事務官」とは、ＣＡＴＶ委員会の事

務官をいう。

(6)　「連邦通信委員会」若しくは「ＦＣＣ」

とは、「改正 1934 年連邦通信法」により

現在設置されている連邦機関若しくはい

ずれかの承継機関をいう。

(7)　「事業占有権(フランチャイズ)」とは、

郡内の公道に添い、若しくは郡内の特定

地域内で、有線テレビジョンシステムを

建設及び運営することを認可された排他

的権利をいい、この権利は、郡の他の条

例及び法律に規定することのできる郡内

における事業を処理又は遂行する特権を

求める免許若しくは許可を含まない。

(8)　「事業占有権者」とは、本条例に基づ

き、理事会により事業占有権を認可され

た自然人、組合、国内及び外国法人、社

団、共同企業若しくはいずれかの類似組

織及びその法律上の相続人、財産譲渡人、

権利譲受人をいう。

(9)　「公道」とは、（略）。

(10)　「有線テレビジョン( ＣＡＴＶ )シス

テム」とは、通常の所有権及び支配権下

で、一又は二以上のテレビジョン放送局

の信号を加入者に送信、又は送信するこ

とを企図した線路、連絡信号発生、受信

及び制御設備の一体的装置より構成され

る非放送(non-broad cast)設備をいう。

　当該定義には、①50 未満の加入者に提

供するいずれかの類似の設備、若しくは

②共同の所有、支配若しくは管理下にあ

る一又は二以上の共同住宅居住者、及び

当該共同住宅の構内に存在する営業店舗

のみに提供されるいずれかの類似設備は

含まない。

(11)　「加入者」とは、有線テレビジョンシ

ステムにより送信される放送番組を受信

し、かつその再送信を行わない一般公衆

からなる構成員をいう。

(12)　「基本サービス 」とは、番組毎若しく

はチャンネル毎の料金が設定されている

もの、双方向サービス及びテレビジョン

受信機以外の設備による受信を企図した

ものを除き、全てのチャンネルに関し有

線テレビジョンシステムによる信号の加

入者への伝送をいう。

(13)　「付加サービス」とは、防犯警報、

データ、ファクシミリ再生、メータ検針、

ホームショッピング等を含む、事業占有

権者が、直接若しくは当該事業占有権
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者の子会社、関連会社若しくはその他の

通信サービスに従事するいずれかの者の

ための送信業者として、当該システムに

より供給する基本サービス以外の全ての

通信サービスをいう。

(14)　「変換器」とは、(略)。

(15)　「総加入者収入」とは、(略)。

(16)　「純益」とは、(略)。

(17)　「公正市場価格」とは、(略)。

(18)　「事業占有区域」とは、事業占有権が

認可されているプリンスジョーシ郡の地

域をいう。

(19)　「事業区域」とは、ＣＡＴＶの事業が

計画される事業占有区域部分をいう。

(20)　「政府アクセスチャンネル」とは、プ

リンスジョージ郡内での州、郡叉は地方

政府機関による利用に供するため、本条

例により確保されるＣＡＴＶシステムに

関する一定のチャンネルをいう。

(21)　「公衆アクセスチャンネル」とは、公

共の用に供され、非営利目的で、かつ、

差別的取扱いをされないことを基本原則

とし、公衆の構成員による利用に供する

ため、確保されるＣＡＴＶシステムの一

定のチャンネルをいう。

(22)　「教育アクセスチャンネル」とは、プ

リンスジョージ郡内の教育機関及び教育

施設による自由な教育上の利用のため、

確保されるＣＡＴＶシステムの一定のチ

ャンネルをいう。

(23)　「賃貸チャンネル」とは、番組の提供

を目的として、事業占有権者からチャ

ンネル時間を賃借する者による番組内

容の送信のため、確保されるＣＡＴＶ

システムの一定のチャンネルをいう。

(24)　「自主製作有線放送」とは、一又は二

以上のチャンネルにわたり、ＣＡＴＶシ

ステムにより送信され（放送信号を除

く）、かつ事業占有権者の排他的支配に

服する製作番組放送をいう。

(25)　「公益法人」とは、(略)。

第第第第 5555ＡＡＡＡ-102-102-102-102 条　有線テレビジョン条　有線テレビジョン条　有線テレビジョン条　有線テレビジョン
( ( ( ( ＣＡＴＶＣＡＴＶＣＡＴＶＣＡＴＶ ) ) ) )委員会委員会委員会委員会

((((ａａａａ))))　本条により、郡行政官と同一任期で、

郡行政官により任命され、かつ郡理事会

により承認される 5 名の構成員からなる

プリンスジョージ郡有線テレビジョン委

員会を設置する。欠員が生じた場合にあ

っては、当初の任命の方法によりその残

任期間を満たさなければならない。各構

成員は、後任者が任命され、資格を有す

ることとなるまで、職務を行わねばならない。

　当該構成員のうち一名は、有線テレビ

ジョンの分野で実務経験若しくは教育資

格を有する者、当該構成員のうち一名は、

公認会計士、当該構成員三名は一般人(こ

のうち一名は、メリーランド州法曹会の

会員、一名は、プリンスジョージ郡自治

体協議会の代表者)でなければならない。

自治体協議会の指名者は、自治体協議会

により提出した三名のリストから郡行政

官により選任されなければならない。委

員会の議長は、憲章第 322 条により郡行

政官により指名され、かつ郡理事会によ

り承認される一般人でなければならない。

((((ｂｂｂｂ))))及び(C)(C)(C)(C)は略

((((ｄｄｄｄ))))　委員会の専属権限及び職務

ＣＡＴＶ委員会は、事業占有権の検討に

あたり、次に掲げる事項を行わなければ
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ならない。

（１）　郡域に経済的価値の等しい少なく

とも二つの事業占有区域の地理的境

界を設定すること。全ての申請者は、

いずれか若しくは双方の事業占有区

域における事業占有権を求める申請

書を提出することができる。郡全体

を対象としたＣＡＴＶサービスを保

障することが本条例の目的であるた

め、ＣＡＴＶ委員会がすべての事業

占有区域について認容し得る申請書

を受理するまでは、いずれの者の事

業占有申請書も処理を目的として理

事会へ送付してはならない。

（２）　ＣＡＴＶの発展及び成長のための

秩序ある処理手続(staging process)

を保障するため、事業占有区域ごと

にサービス区域の地理的境界を設定

すること。ＣＡＴＶ委員会は事業占

有権の設定若しくは技術的、経済的

その他の検討事項に対応するため、

サービス区域の境界を変更すること

ができる。

　当該変更にあたり、委員会はすべ

ての加入見込者のニーズに対応する

ことの重要性及びＣＡＴＶサービス

の秩序ある拡大を促進することを第

一に考慮すること。

（３）　サービス区域の設定にあたり、Ｃ

ＡＴＶ委員会は、以下のことを考慮

すること。

(A)　基礎自治体及び連邦保留地の境

界

(B)　河川、公園、鉄道用地及び主要

な高速道路等の天然及び人工の境

界

(C)　人口調査標準地域

(D)　良質のＣＡＴＶ信号伝送上の技

術的限界

(E)　本条例に服する郡及び基礎自治

体の地域毎の計画人口密度

(F)　郡の地域毎の社会経済上の特質

（４）　理事会の承認のため、勧告する事

業占有区域及び事業占有区域毎のサ

ービス区域を明確に描いた地図を郡

理事会に提出すること。

（５）　当該手続が郡理事会の決議による

承認をもって発効する場合には、申

請書の案内、提出、審査及び承認に

関する手続を公布すること。

(e)(e)(e)(e)　委員会の一般的権限及び職務

ＣＡＴＶ委員会は、以下に掲げる一般的

権限及び職務を有する。

(1)　ＣＡＴＶ事業占有権に対する申請

の案内、受理、審査及び評価並びに

当該手続に関する下記の公聴会の開

催、及び郡理事会に対するプリンス

ジョージ郡の住民にとり最適なサー

ビスを行うこととなる事業占有権の

承認の勧告。

(2)  事業占有権者、加入者、有線シス

テム設備の公的及び私的利用者間に

おける意見の対立の調整。

　事業占有権者がサービスの欠如、

不十分なサービス、低品質の音響若

しくは画像信号に関する苦情に十分

応えていない場合にあっては、委員

会は、次に掲げる方式による是正命

令を行う権限を有する。

(A)　関係欠陥事項に関する委員会の
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評価に基づき、サービスに対する

請求金額の是正を事業占有権者に

求めること。

(B)　相当の返金をすることを事業占

有権者に求めること。

(C)　サービスについての請求が、い

ずれかの理由により無視若しくは

充足されない場合には、委員会は、

当該委員会が本条例の目的を達成

するための決定権に基づき決定す

ることのできる全ての合理的請求

に応えるサービスの提供を事業占

有権者に求めること。

(3)　本条例及び連邦法に則して、料金

規制に関し、理事会に勧告すること。

(4)　プリンスジョージ郡内の最も広い

範囲の組織、集団、及び個人にアク

セスチャンネルの使用を奨励するこ

と。

(5)　本条例により作成される全ての事

業占有権に関する記録の監査及び委

員会の裁量に基づき追加情報の作成

及び編綴を求めること。

(6)　事業占有権手数料の受領及び分配

額並びに新たなサービスの展開のた

めの営業占有権者により当該年度に

提出された全ての計画の審査を含む

理事会への年次報告の作成。

(7)　事業占有権者との協力によるシス

テムの定期的評価の実施及び評価結

果による本条例若しくは事業占有権

設定協定書(franchise agreement)の

修正についての理事会への勧告。

(8)　聴聞手続規定(略)

(f)(f)(f)(f)　財務公開　財務公開　財務公開　財務公開

(1)　〔委員会の構成員の財務公開〕(略)

(2)　〔委員会の構成員の利害関係事項の委員

会での開示及び利害関係事項審議への不参

加〕(略)

第第第第 5555ＡＡＡＡ-106-106-106-106 条　フランチャイズ申請条　フランチャイズ申請条　フランチャイズ申請条　フランチャイズ申請
(a)(a)(a)(a)　有線テレビジョン事業占有権の申請は、

事務官により手交される書面による申請

様式により、ＣＡＴＶ委員会により設定

され、公表された手続及び日程に従い、

事務官に提出しなければならない。申請

には、ＣＡＴＶ委員会が、申請者の法律

上、財産上、技術上及び人格上の資格に

関し、適当と推認される事実及び情報並

びに会社若しくは組合に財産上の利害を

有する全ての者の完全な公開を必要とす

る。

　申請者は、「プリンスジョージ郡」の

支払命令に対する保証小切手により支払

い可能な 10,000 ドルの手数料を添えなけ

ればならない。この手数料は、事務員の

就労及び相談援助を含む、事業占有権の

設定及び評価手続に要する直接経費の支

弁のため、郡により使用される。申請手

数料のうち 5,000 ドルについては、事業

占有権が裁定された場合には、選定にも

れた申請者に対しては、返還されなけれ

ばならない。

(b)(b)(b)(b)  理事会により排他的事業占有権を認可

された申請者は、上記手数料に加え、事

業占有権の認可を得てから 90 日以内に

100,000 ドルを超えない金額を郡に支払わ

なければならない。当該支払いは、払い

戻しを行わないものとし、プリンスジョ

ージ郡の支払い命令に対する保証小切手
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で支払われなければならない。また、当

該支払い金額は、事業占有権を認可し、

本条例の各規定を執行するため、郡が要

する経費に基づき算定され、かつ、それ

を支弁するために使用されなければなら

ない。

第第第第 5 5 5 5 ＡＡＡＡ-107-107-107-107 条　　理事会への勧告条　　理事会への勧告条　　理事会への勧告条　　理事会への勧告
　ＣＡＴＶ委員会は、本条例により概要が

定められ、当該委員会により細かに定めら

れた手続により提出された全ての申請書及

び事業占有権設定協定書案を評価したのち、

プリンスジョージ郡内で有線サービスを提

供するための各申請者の能力に関する勧告

及び評価を付した全ての申請書を理事会に

送付しなければならない。さらに、ＣＡＴ

Ｖ委員会は、当該委員会が必要と認める事

項若しくは事業占有権設定協定書に盛り込

むことが望ましいと認める事項を理事会に

勧告しなければならない。

第第第第 5 5 5 5 ＡＡＡＡ-108-108-108-108 条　　理事会による認可条　　理事会による認可条　　理事会による認可条　　理事会による認可
　プリンスジョージ郡理事会は、本条例に定

められた手続により提出された申請書を審

査したのち、郡の公道内に有線テレビジョ

ンシステムを建設し、運営する権利のため

の一又は二以上の事業占有権を議案により

認可する権限を有する。営業占有権は、

理事会が最もよく公益に資すると判断し、

かつ、その建設、技術及び財務計画並び調

達が本条例で規定する諸条件を満すことが

可能かつ適当である申請者に認可される。

（以下略）

第第第第 5 5 5 5 ＡＡＡＡ-109-109-109-109 条　事業占有権の公開条　事業占有権の公開条　事業占有権の公開条　事業占有権の公開

　事業占有権者が法人若しくは共同組合

( partnership )である場合には、事業占

有権の価値の５％の譲渡となる株式の譲渡

若しくは財務利益は、ＣＡＴＶ委員会に速

みやかに公開されなければならない。また、

事業占有権の年次更新にあたり、事業占有

権者は、会社にあっては全ての株主、共同

組合にあっては財務上の利害を有する者の

完全な一覧表をＣＡＴＶ委員会に提出しな

ければならない。

第第第第 5 5 5 5 ＡＡＡＡ-110-110-110-110 条　　事業占有権の期間条　　事業占有権の期間条　　事業占有権の期間条　　事業占有権の期間
　事業占有権の期間は、理事会により事業

占有権が認可された日から15年とする。(以

下「更新手続」は省略)

 

第第第第 5555ＡＡＡＡ-122-122-122-122 条　　事業占有権の手数料条　　事業占有権の手数料条　　事業占有権の手数料条　　事業占有権の手数料
(a)(a)(a)(a)　事業占有権者は、有線テレビジョン

システムの運営のため、公道使用する

ための事業占有権の認可に鑑み、事業

占有権の下での運営期間中の 1 年間の

総加入者収入の 3%若しくは 3%を超える

金額を支払わねばならない。

(以下省略)

第第第第 5555ＡＡＡＡ-124-124-124-124 条　　事業占有権の譲渡条　　事業占有権の譲渡条　　事業占有権の譲渡条　　事業占有権の譲渡
(a)(a)(a)(a)　本条例により認可された事業占有権

は、事業占有権者による個人的信託と

して保有される独占権である。この独

占権は、委員会の事前の同意なくして

その全部若しくは一部を任意的売却、

合併、統合叉は強制的若しくは非任意

的売却により名義変更、権利譲渡、売

払い若しくは処分をしてはならない。

(以下省略)
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第第第第 5555ＡＡＡＡ-130-1-130-1-130-1-130-1 条　　チャンネル容量条　　チャンネル容量条　　チャンネル容量条　　チャンネル容量;;;;アアアア
クセスチャンネル及びサービスクセスチャンネル及びサービスクセスチャンネル及びサービスクセスチャンネル及びサービス
　各有線テレビジョンシステムは、チャン

ネル容量並びにアクセスチャンネルの指定

及びサービスに関し、次に掲げる要件を満

すものでなければならない。

(a)(a)(a)(a)　各システムは、提供される有線サービ

スの全ての、即時若しくは潜在的使用を

可能とする少なくとも 120 メガヘルツの

帯域幅（20 のテレビジョン放送チャンネ

ルに相当）を有すること。

(b)(b)(b)(b)　各事業占有権者は、音声のない双方通

信を可能とする技術上の容量を有する設

備を維持すること。

(c)(c)(c)(c)　事業占有権者は、次の要件に準じるア

クセスチャンネルを提供すること。

(1)　事業占有権者は、少なくとも一つの

先着順に利用できる、特に指定された

非営利的公衆アクセスチャンネルを保

持すること。

(2)　事業占有権者は、地方教育機関の利

用に供するための、少なくとも一つの

特に指定されたチャンネルを保持する

こと。

(3)　事業占有権者は、政府の利用に供す

るための、少なくとも一つの特に指定

されたチャンネルを保持すること。

(以下省略)

第第第第 5555ＡＡＡＡ-144-144-144-144 条条条条        　プライバシーの保護　プライバシーの保護　プライバシーの保護　プライバシーの保護
(a)(a)(a)(a)　事業占有権者は、加入者の書面による

許可を最初に得ることなしに加入者の構

内からチャンネル選択の「調査」( poll-

ing )を含む、いかなる信号、音声、

画像若しくはデジタルも伝送することを

許可してはならない。

　本規定は、専らシステムの実施に係る

管理若しくは測定のために使用する信号

の伝送の使用を禁止するものではない。

(b)(b)(b)(b)　事業占有権者は、加入者の書面による

許可を最初に得ることなしに、音声、画

像若しくはデジタルの信号を使用する双

方向サービスを、加入者の構内から伝送

することを許可することとなるいかなる

特別の端末装置も加入者の構内に設置す

ることを許可してはならない。

(c)(c)(c)(c)　本条において有効な承認とは、1 年を

超えない期間での加入者からの書面によ

る許可をいう。

(d)(d)(d)(d)　事業占有権者は、常時、加入者と利用

者のプライバジーの権利及び財産権を厳

しく遵守し、保護しなければならない。

個人加入者の全ての種類の選好、視聴番

組の傾向、政治的・社会的`経済的価値

観、信念、信条、宗教、姓名、住所若し

くは電話番号は、裁判所による承認又は

いかなる場合においてもサービスの享受

の条件として要求されることのない加入

者の事前の任意かつ有効なる承認がある

場合を除き、いかなる者、政府機関、警

察機関若しくは調査機関に対しても漏示

してはならない。

(e)(e)(e)(e)　事業占有権者は、加入者の数を、加入

者総数及び郡全体の潜在的加入者の比率

のみに限定し、公表することができる。

特定時間に特定チャンネルを視聴する加

入者数を表示する場合、事業占有権者は、

当該時間に視聴する加入者総数及び加入

者総数に対する比率に限定して表示し、

特定加入者の身元を表示してはならない。
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(f)(f)(f)(f)　事業占有権者は、いずれかのシステム

サービスのため加入者に請求書を送るの

に必要な情報は、保持することができる。

(g)(g)(g)(g)　事業占有権者若しくはその他いかなる

者といえども、その形態のいかんにかか

わらず、個人加入者の建物若しくはその

内容について知り得た全ての情報につい

ては、影響をこうむるおそれのある加入

者からの事前の有効なる承認なしに漏示

してはならない。

(h)(h)(h)(h)　加入者は、以前に与えた承認を取消す

意志を書面により記載し、郵送その他の

方法により事業占有権者に送達すること

によって、当該承認をいつでも取り消す

ことができる。全ての取消しは、事業占

有権者の受理をもってその効力を生ずる

ものとする。

((((i)i)i)i)　全ての加入者端末の監視は、事業占有

権者がシステムの整合を確認するため、

システム全体若しくは個々特定された

「総点検」(sweeps)を行う場合を除き、

当該端末の利用者による特定かつ事前の

有効なる承認がなければ行われてはなら

ない。内容のいかんにかかわらず、音声

若しくは画像の監視は、当該監視が行わ

れていることを加入者に明確に表示する

場合を除き、いかなる場合にあっても行

われてはならない。加入者応答装置を始

動するにあたり、事業占有権者は、事務

官に対し、当該システムがいかなるプラ

イバシー侵害に対しても効果的に運営さ

れ、かつ相当なる保護を与えることとな

ることを証明する文書をあらかじめ提出

しなければならない。

(j)(j)(j)(j)　事業占有権者は、加入者の事前の有効

なる承認がある場合を除き、個人加入者

その家族若しくは招待者、資格保有者若

しくは被雇用者の商品に対する好み若し

くは意見を明らかにすることとなるよう

な全ての試験結果を一覧表とすること、

若しくは当該一覧表を作成するためのシ

ステムの利用の許可はおこなってはなら

ない。

(k)(k)(k)(k)　本条に違反して行われ若しくは行うこ

とを許可される情報の編集、公刊、一覧

化その他情報の公表は、それぞれ別個の

違反と思料されるものとする。
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メリーランド州プリンスジョージ郡ＣＡＴＶ条例についてメリーランド州プリンスジョージ郡ＣＡＴＶ条例についてメリーランド州プリンスジョージ郡ＣＡＴＶ条例についてメリーランド州プリンスジョージ郡ＣＡＴＶ条例について

〔解説〕〔解説〕〔解説〕〔解説〕

１　都市型ＣＡＴＶの事業計画の活発化は、

地域メディアとしての性格を有するＣＡＴ

Ｖに対して、自治体がどのような基本的政

策を持つべきかを問いかけている。それは

同時に本論でも述べたが、情報政策の分権

化を構想することでもある。

　その意味で、アメリカにおけるＣＡＴＶ

条例を紹介することは自治体の情報政策を

考える上で大きな参考となるといえる。

　ここに訳出したＣＡＴＶ条例は、神奈川

県と姉妹州の関係にある米国メリーラン

ド州のプリンスジョージ郡の条例である。

米国のＣＡＴＶ条例は、各自治体によって

少しづつ規制形態が異なるとともに、現在

も変動しつつあるので、本条例は必ずしも

最良のモデルとはいえないが、平均的な規

制内容を持つ条例として位置付けることは

できると考える。

２　メリーランド州におけるプリンスジョ一

ジ郡の位置

　プリンスジョージ郡は、ワシントンＤ・Ｃ

の南部に州境を接し、連邦政府機関が集積

するワシントンＤ・Ｃのベットタウンとし

ての性格を有する都市化された地域で、

1980 年時点での人口は 665,071 人と増加傾

向にある。

３　政府組織及びその機能

　政府の形態は、チャーターカウンティ

(州憲法による委任を受けた憲章制度によ

る自治権を有する郡)制度をとっており、

州議会に相当する、9 地区から選出された

9 名からなる「郡理事会」が議決機関を構

成し、「郡行政官」が、執行機関の長とし

て、各行政機関の全体的執行権限と責任を

有している。

４　ＣＡＴＶ規制権限の根拠

　基礎自治体が、自治権 (Home―rule

powers)に基づき、フランチャイズ認可権

限を有している。(メリーランド州法典第

２３Ａ章第２－１３条)

　各部のコミッショナー(プリンスジョー

ジ郡にあっては理事会)が、ＣＡＴＶフラ

ンチャイズの認可、料金の規制、規則制定

の各権限を有している。(同法典第 25 章第

３Ｃ条)

５　ＣＡＴＶ委員会の位置付け

　メリーランド州の他の郡にあっては、Ｃ

ＡＴＶ委員会が独立の規制委員会として明

確に位置付けられているものもあるが、プ

リンンスジョージ郡にあっては、諮問的性

格を有する付属機関ではあるが、相当程度

の独立した規制権限を有している。

　したがって、フランチャイズの申請、認

可等に係る具体的な手続は条例中に定めら

れた委員会権限に基づき、この委員会を中

心として進められることになる。

６　条例の骨格及び内容について

　条例の見出しを掲げると、次のとおりで

ある。

第５Ａ－１０１条　定義

１０２条　有線テレビジョン

（ＣＡＴＶ）委員会
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１０３条　　事務官

１０４条　　職員

１０５条　　事務官の義務及び権限

１０６条　　フランチャイズ(事業占

有権)申請

１０７条　　理事会への勧告

１０８条　　権限庁の認可(理事会に

よる認可)

１０９条　　フランチャイズ(事業占

有権)の公開

１１０条　　フランチャイズ(事業占

有権)の期間

１１１条　　フランチャイジー(事業

占有権者)への告知

１１２条　　技術システムの状態(技

術向上奨励)

１１３条　 フランチャイズ(事業占

有権)の更新

１１４条　　フランチャイズ(事業占

有権)の取消し手続

１１５条　 フランチャイズ(事業占

有権)の終了若しくは郡

による強制的購入

１１６条　 フランチャイジー(事業

占有権者)による専断か

つ恣意的行為

１１７条　　仲裁手続

１１８条　　郡への所有権の譲渡

１１９条　　譲渡についての郡の権

利

１２０条　  受託者としてのフラン

チャイジー(事業占有権

者)の義務

１２１条　　管理費

１２２条   フランチャイズ(事業占

有権)手数料

１２３条　　保険、債権、賠償金

１２４条　 フランチャイズ(事業占

有権)の譲渡

１２５条　　加入者料金

１２６条　　書類及び記録

１２７条　　サービス区域

１２８条

１２９条　　システム説明書及びサ

ービス

１３０条　　運営に係る要件及び記

録

１３０－１条　　チャンネル容量、

アクセスチャンネ

ル及びサービス

１３０－２条　　アクセスチャンネ

ルの運営

１３１条　　試験及び実施のモニタ

ー(監視)

１３２条　　サービス、調整及び苦

情処理手続

１３３条　　道路占有

１３４条　　建設計画及び報告

１３５条　　罰則

１３６条　　フランチャイジー(事業

占有権者)の遡及償還請

求権に関する制限

１３７条　　フランチャイジー(事業

占有権者)による州法及

び連邦法の遵守義務

１３８条　　特別認可

１３９条　　フランチャイズ(事業占

有権)の効力

１４０条　フランチャイジー(事
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業占有権者)の条例

遵守義務

１４１条　　郡に留保される権利

１４２条　　雇用機会の平等

１４３条　 合意( agreement )され

た設定期限の遵守

１４４条　　プライバシー保護

１４５条　　フランチャイジー(事

業占有権者)による期

限及び条件の受容

１４６条　　公刊に要する費用

１４７条　　郡の徴収手数料の基礎

自治体(公道管理者)

への分配

１４８条　　サービスの盗用及び妨

害

　これらのうち、参考となる条項について、

上記のとおり訳出した。

　なお、訳出にあたり中出征夫、森田徳の

両氏には貴重な指導、助言をいただき、特

に中出氏には我々の稚拙な訳の懇切な検討

をいただいた。記して感謝申し上げる次第

である。
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プライバシーにかかわる法律条文の代表例プライバシーにかかわる法律条文の代表例プライバシーにかかわる法律条文の代表例プライバシーにかかわる法律条文の代表例

(1) 基本的な条文

(2)　郵便　通信に関する条文

郵便法

第　8　条　〔検閲の禁止〕

郵便物の検閲は、これをしてはなら

 ない。

第　9　条　〔秘密の確保〕

①　郵政省の取扱中に係る信書の秘密

は、これを侵してはならない。

②　郵便の業務に従事する者は、在職

中郵便物に関して知り得た他人の秘

密を守らなければならない。その職

を退いた後においても、同様とする。

公衆電気通信法

第　4　条　〔検閲の禁止〕

　公社又は会社の取扱中に係る通信は、

検閲してはならない。

第　5　条　〔秘密の確保〕

①　公社又は会社の取扱中に係る通信の

秘密は、侵してはならない。

②　略(郵便法第 9条②に同型である)

(3)　公務員に関する条文

地方公務員法

第 34 条　〔秘密を守る義務〕

①　職員は、職務上知り得た秘密を漏ら

してはならない。その職を退いた後も、

また同様とする。

②　法令による証人、鑑定人等となり、

職務上の秘密に属する事項を発表する

場合においては、任命権者(退職者につ

いては、その退職した職又はこれに相

当する職に係る任命権者)の許可を受け

なければならない。

③　前項の許可は、法律に特別に定があ

る場合を除く外、拒むことができない。

所得税法

第 243 条

所得税に関する調査事務又は少額貯蓄

等利用者カードの交付に関する事務に従

事している者又は従事していた者が、こ

れらの事務に関して知ることのできた秘

密を漏らし又は盗用したときは、これを

二年以上の懲役又は三万円以下の罰金に

処する。
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統計法

第 14 条  〔秘密の保護〕

　指定統計調査の結果知られた人、法

人叉はその他の団体の秘密に属する事

項については、その秘密は、保護され

なければならない。

(4)　民間人が公務を委託された場合の条文

民生委員法

第 15 条

　民生委員は、その職務を遂行するに

当っては、個人の人格を尊重し、その

身上に関する秘密を守り、人種、信条、

性別、社会的身分又は門地によって差

別的又は優先的な取扱をすることなく、

且つ、その処理は実情に即して合理的

にこれを行わなければならない。

(5)　その他の条文

刑事訴訟法

第 196 条　〔捜査関係者に対する訓示

規定〕

　検察官、検察事務官及び司法警察職

員並びに弁護人その他職務上捜査に関

係のある者は、被疑者その他の名誉を

害しないように注意し、且つ、捜査の

妨げとならないように注意しなければ

ならない。

貸金業の規制等に関する法律

第 30 条　〔過剰貸付の防止〕

①　協会は、信用情報に関する機関

( 資金需要者の借入金返済能力に関

する情報の収集及び貸金業者に対す

る当該情報の提供を行うものをいう。

以下この項において「信用情報機関」

という。)を設け、又は他の信用情

報機関を指定し会員にこれらの機関

に利用されること等の方法により、

資金需要者等の返済能力を超えると

認められる貸付けの契約を締結しな

いように指導しなければならない。

②　会員は、前項に規定する情報を資

金需要者の返済能力の調査以外の目

的のために使用してはならない。

(6)　条例

神奈川県の機関の公文書の公開に関する

条例

第　５　条　〔非公開とすることがで

きる公文書〕

　実施機関は、次の各号のいずれかに

該当する情報が記録されている公文書

については、当該公文書の閲覧又は当

該公文書の写しの交付を拒むことがで

きる。

(1)　個人に関する情報(事業を営む

個人の当該事業に関する情報を除

く。)であって、特定の個人が識

別され、又は識別され得るもの。

ただし、次に掲げる情報を除く。

ア　何人でも法令の規定により

閲覧することができるとされ

ている情報

イ　公表することを目的として

作成し、又は取得した情報

ウ　法令の規定により行われた

許可、免許、届出その他これ

らに相当する行為に際して作

成し、又は取得した情報であ

って、公開することが公益上

必要と認められるもの

以下略

中野区電子計算組織に係る個人情報の保護
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に関する条例

第　3　条  〔個人情報処理の原則〕

　執行機関は、個人情報の電算処理及

び電算処理により作成された個人情報

の利用にあたっては、区民の基本的人

権を侵してはならない。

第 4 条  〔執行機関の基本的責務〕

　執行機関は、この条例の目的を達成

するため、電算処理に係る個人情報の

保護について、必要な措置を構じなけ

ればならない。

２　執行機関は、その管理する電子計算

組織に係る個人情報を、適切に管理す

る責務を有する。また、電算処理に係

る個人情報を保有する執行機関も、当

該電算に係る個人情報を、適切に管理

する責務を有する。

３　執行機関は、個人情報の電算処理を

行う場合は、次の事項を守らねばなら

ない。

(1)　個人情報は常に正確なものとし

て維持すること。

(2)　個人情報の改ざん、滅失、キ損

その他の事故を防止すること。

(3)　個人情報の漏えいを防止するこ

と。

第　5　条　〔職員の責務〕

　職員は、電算処理に係る個人情報の

保護の重要性を認識し、その職務上知

り得た個人情報を漏らしてはならない。

その職務を退いた後も同様とする。
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プライバシーおよび関連すると思われる法律一覧表プライバシーおよび関連すると思われる法律一覧表プライバシーおよび関連すると思われる法律一覧表プライバシーおよび関連すると思われる法律一覧表

                                                                   (   (   (   (ア､イ､ウ､エ､オ順ア､イ､ウ､エ､オ順ア､イ､ウ､エ､オ順ア､イ､ウ､エ､オ順

法　　律　　名 条　　　　　　　　文 公　布　年

ア行

医療法

カ行

貸金業の規制等に関する法律

家事審判法

行政書士法

行政相談員法

刑事訴訟法

軽犯罪法

刑法

結核予防法

検察審査法

公害健康被害補償法

公害等調査委員会設置法

公害紛争処理法

公衆電気通信法

　公証人法

公認会計士法

戸籍法

国家公務員法

国民健康保険法

サ行

自衛隊法

児童福祉法

第 73 条　〔秘密を漏らした罪〕

第 30 条　〔過剰貸付の禁止〕

第 31 条　〔人の秘密を漏らす罪〕

第 12 条　〔秘密を守る義務〕

第 5 条 1〔規律〕

第 196 条  〔捜査関係者に対する訓示規程〕

第 1 条 23〔罪〕

第 4 条  〔適用上の注意〕

第 133 条　〔信書開披〕

第 134 条　〔秘密漏泄〕

第 222 条　〔脅迫〕

第 231 条　〔侮辱〕

第 233 条　〔信用毀損業務防害〕

第 62 条　〔従事者の秘密漏洩禁止〕

第 44 条　〔秘密を漏らす罪〕

第 123 条　〔服務〕

第 11 条　〔服務〕

第 17 条　〔服務〕

第 4 条　〔検閲の禁止〕

第 5 条　〔秘密の確保〕

第 4 条　〔事件ノ漏泄禁止〕

第 27 条　〔秘密を守る義務〕

第 10 条　〔謄本等の交付請求〕

第 100 条　〔秘密を守る義務〕

第 121 条　〔罰則〕

第 59 条　〔秘密を守る義務〕

第 61 条　〔守秘義務違反の罪〕

昭和 23 年

〃　58〃

〃　22〃

〃　26〃

〃　41〃

〃　23〃

〃　23〃

明治 40〃

昭和 26〃

〃　23〃

〃　48〃

〃　47〃

〃　45〃

〃　28〃

明治 42〃

昭和 23〃

〃　22〃

〃　22〃

〃　33〃

〃　23〃

〃　22〃
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法　　律　　名 条　　　　　　　　文 公　布　年

司法書士法

社会保険労務士法

住民基本台帳法

職業安定法

所得税法

人権擁護委員会

身体障害者福祉法

生活保護法

精神衛生法

性病予防法

税理士法

相続税法

タ行

地価公示法

地方教育行政の組織及び運

営に関する法律

地方公務員法

地方税法

電波法

統計法

土地収用法

ハ行

犯罪者予防更生法

弁護士法

法人税法

保護司法

マ行

麻薬類取締法

第 11 条　〔秘密保持の義務〕

第 22 条　〔秘密を守る義務〕

第 11 条　〔住民基本台帳の閲覧〕

第 12 条　〔住民票の写しの交付〕

第 35 条　〔秘密を守る義務〕

第 51 条　〔秘密の厳守〕

第 243 条　〔罰則〕

第 12 条　〔委員の服務〕

第 12 条の 3　〔身体障害者相談員〕

第 47 条 2 〔保護施設の義務〕

第 50 条の 2　〔秘密の保持〕

第 29 条　〔秘密漏洩〕

第 38 条　〔秘密を守る義務〕

第 72 条　〔罰則〕

第 24 条　〔秘密を守る義務〕

第 11 条　〔服務〕

第 34 条　〔秘密を守る義務〕

第 22 条　〔罰則〕

第 109 条  〔罰則〕

第 14 条  〔秘密の保持〕

第 137 条  〔秘密を守る義務〕

第 59 条　〔黙秘権〕

第 23 条　〔秘密保持の権利及び義務〕

第 163 条  〔罰則〕

第 9 条の 2　〔服務〕

第 58 条の 18　〔秘密の保持〕

昭和 25 年

〃　43〃

〃　42〃

〃　22〃

〃　40〃

〃　24〃

〃　24〃

〃　25〃

〃　25〃

〃　23〃

〃　26〃

〃　25〃

〃　44〃

〃　31〃

〃　25〃

〃　25〃

〃　25〃

〃　22〃

〃　26〃

〃　24〃

〃　24〃

〃　40〃

〃　25〃

〃　28〃
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法　　律　　名 条　　　　　　　　文 公　布年

民事調停法

民生委員法

民　法

ヤ行

有価証券取引税法

優生保護法

郵便法

ラ行

労働安全衛生法

労働基準法

労働組合法

第 38 条　〔人の秘密を漏らす罪〕

第 15 条　〔職務〕

第 1 条 3　〔基本原則〕

第 709 条　〔不法行為の要件〕

第 710 条　〔精神的損害に対する慰謝料〕

第 23 条 　〔名誉毀損〕

第 23 条  〔罰則〕

第 23 条  〔秘密の保持〕

第 23 条  〔検閲の禁止〕

第 23 条  〔秘密の保持〕

第 23 条  〔健康診断に関する秘密の保持〕

第 23 条  〔労働基準監督官の義務〕

第 23 条　〔秘密を守る義務〕

昭和 26〃

〃　23〃

明治 29〃

昭和 28〃

〃　23〃

〃　22〃

〃　47〃

〃　22〃

〃　24〃

※　参考文献

①　プライバシー保護の現状と将来、ぎょうせい　S 57 ・ 7

行政管理庁行政管理局編集

②　コンピュータ・セキュリティ

上園忠弘著　近代科学社
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情報環境調査の概要情報環境調査の概要情報環境調査の概要情報環境調査の概要

1.1.1.1.　調査の目的　調査の目的　調査の目的　調査の目的

主婦及び市民・住民団体の情報行動と情報環境を把握し、情報政策検討の資料とする。

2.2.2.2.　調査対象　調査対象　調査対象　調査対象

(1) 　横浜市緑区美しが丘、新石川地区の主婦　500 人

(2) 　神奈川県内の市民・住民団体　　　　　　300 団体

3.3.3.3.　回収状況　回収状況　回収状況　回収状況

依 頼 数 回 収 数

主　婦 ５００ ３３３（66.6％）

団　体 ３００ １２８（42.7％）

1.1.1.1.　調査時期　調査時期　調査時期　調査時期

昭和 59 年 3月 13 日～3月 31 日

回答者の属性回答者の属性回答者の属性回答者の属性

Ｆ１　性　別Ｆ１　性　別Ｆ１　性　別Ｆ１　性　別

男　性 女　性

主　婦 ―
３３３
100.0％

団　体
代表者

81 人
63.3％

47 人
36.7％

Ｆ２　年　齢Ｆ２　年　齢Ｆ２　年　齢Ｆ２　年　齢

20 歳未満 20～29 歳 30～39 歳 40～49 歳 50～59 歳 ６０歳以上 計

主　婦
％

0.6
％

19.2
％

42.0
％

27.9
％

10.2
％

―
333 人
100.0％

団　体
代表者

― 1.6 8.6 21.9 24.2 43.8
  128
100.0
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Ｆ３　職　業Ｆ３　職　業Ｆ３　職　業Ｆ３　職　業

Ｆ４　現住所の居住年数Ｆ４　現住所の居住年数Ｆ４　現住所の居住年数Ｆ４　現住所の居住年数

５年未満 5～10 年 11～15 年 16～20 年 21 年以上 計

主　婦
％

50.5
％

32.4
％

12.3
％

4.2
％

0.6
333 人
100.0％

団　体
代表者

5.5 10.2 13.3 16.4 54.7
128 人
100.0％

Ｆ５　居住の形態Ｆ５　居住の形態Ｆ５　居住の形態Ｆ５　居住の形態

持　家 賃　貸 その他 計

主　婦
％

41.7
％

29.7
％

28.5
333 人
100.0％

団　体
代表者

85.2 10.2 4.7
　128
100.0

Ｆ６　地域での参加活動Ｆ６　地域での参加活動Ｆ６　地域での参加活動Ｆ６　地域での参加活動（ＭＡ）（ＭＡ）（ＭＡ）（ＭＡ）

自治会・
町内会

婦人会・青年
会・老人会

子供会・
ＰＴＡ

趣味・
スポーツ

研究会・
学 習 会

福祉ボラン
ティア活動

各種募金
活　　動

主　婦
％

27.3
％

1.8
％

20.4
％

23.7
％

3.0
％

1.2
％

0.6

団　体
代表者

18.9 3.1 40.6 7.8 67.2 1.6 28.1

自然保護・消
費者保護

学級・講座カ
ルチャーセン
ターへ参加

そ　の　他
参加して
いるもの
は な い

不　明 計

％
1.2

％
10.2

％
7.8

％
39.0

％
―

333 人
136.3％

35.2 25.8 1.6 32.8 1.6
  128
272.7

主 婦
専 業

有 職
（パート・内
職 を 除 く ）

無 職会 社 員商工・サービス 自 営 業
農 林
漁 業公 務 員自 由 業学 生そ の 他 計

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 333人
18.0 13.8 68.2 100.0%

128人
100.0%

10.2 11.7 0.8 1.643.8 17.2 7.0 7.8

　主　婦

団　体
代表者 ― ―
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あ　　と　　が　　きあ　　と　　が　　きあ　　と　　が　　きあ　　と　　が　　き

　チームがスタートした当初、書店の店頭には

情報化社会に関連した文献は少なかったが、昨

年末頃からその手の本があふれだした。まさに

ニューメディアフィーバーであった。

　しかし、現在は現象としてのニューメディア

の議論は沈静化した。そのことは、かってのコ

ンピュータ社会論が去った後、産業界を中心に

コンピュータが深く浸透していったように、今、

ニューメディアは具体的な展開を始めているの

である。そしてその在り様によっては、我々自

身もオーウェル的世界にからめとられてしまう

可能性もある。

　我々は、情報化社会の様々なシナリオの中か

ら、ひとまず情報化の進展を地域をキーワード

として語ることにした。何故ならば、情報化は

市民生活や地域社会の選択肢の拡大と活性化へ

向けて展開されるべきだからである。

　そのような視点で一年間研究を進めてきたが、

テーマを幅広く検討することとしたため、例え

ば、情報化の現状にもう一歩迫れなかったこと、

あるいは情報化の一般的ビジョンの枠で情報政

策を提示するものとなったことなど、検討をし

尽せなかった課題も多い。

　言ってみれば、「情報化社会と自治体」とい

うテーマの出発点を明らかにしたともいえる。

　いずれにしても、この報告書が情報化社会そ

して高度情報化社会の議論に一石を投じるもの

として、様々な御意見をいただくことができれ

ば幸いです。

　最後に、この調査研究に指導・助言をいただ

きました諸先生、またアンケート調査やヒヤリ

ング調査に御協力いただきました方々に深く感

謝申し上げます。

　粉川哲夫(和光大学講師)、小松崎清介((財)

電気通信総合研究所常務理事)、柳井孝道((株)

ファイリサーチ・インスティチュート社長)、

鈴木武(東京急行電鉄(株)ケーブルビジョン開

発室参事)、滝島浩((株)横浜銀行調査役)、服

部孝章(東海大学講師)

　順不同・敬称略

「情報化社会と自治体」研究チーム員「情報化社会と自治体」研究チーム員「情報化社会と自治体」研究チーム員「情報化社会と自治体」研究チーム員

米満晋八郎　チームリーダー

秘書室(前県政情報室)

三觜　裕哉　工業試験所

坪田　浩一　教育庁文化財保護課

(前小田原土木事務所)

桝谷　　篤　サブリーダー

県政情報室

(前川崎地区行政センター県

民部)

山口　良則　工業保安課

(前県央地区行政センター環

境部)

中　　克功　サブリーダー

教育庁総務室

和田　　久　電算システム課

福本　忠雄　横須賀市事務管理課

白井　　真　コーディネーター

自治総合研究センター
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